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常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本

とする。）に達していることをいうものである。ただし、母性健康管理措

置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が講じ

られている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所とし

て整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時

間として取り扱うことを可能とする。 

同一の事業者によって事業所に併設される事業所（同一敷地内に所在

する又は道路を隔てて隣接する事業所をいう。ただし、管理上支障がな

い場合は、その他の事業所を含む。）の職務であって、当該事業所の職務

と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについて

は、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数

に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。例えば、１

の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支援事業

所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護

支援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の

時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労

働基準法（昭和22年法律第49号）第65条に規定する休業（以下「産前産後

休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規

定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護

休業（以下「介護休業」という。）、同法第23条第２項の育児休業に関する

制度に準ずる措置又は同法第24条第１項（第２号に係る部分に限る。）の

規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる

措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期

間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常

勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満

たすことが可能であることとする。 

常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本

とする。）に達していることをいうものである。ただし、母性健康管理措

置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられて

いる者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っ

ている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間とし

て取り扱うことを可能とする。 

同一の事業者によって事業所に併設される事業所の職務であって、当

該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられ

るものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤

務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることと

する。例えば、１の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定

居宅介護支援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理

者と指定居宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時

間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労

働基準法（昭和22年法律第49号）第65条に規定する休業（以下「産前産後

休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規

定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護

休業（以下「介護休業」という。）、同法第23条第２項の育児休業に関する

制度に準ずる措置又は同法第24条第１項（第２号に係る部分に限る。）の

規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる

措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期

間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常

勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満

たすことが可能であることとする。 

 

⑷ （略） ⑷ （略） 

⑸ 「前年度の平均値」 

① 基準第 121 条第３項（指定短期入所生活介護に係る生活相談員、介

護職員又は看護職員の員数を算定する場合の利用者の数の算定方法）

及び第 175 条第３項（指定特定施設における生活相談員、看護職員若

しくは介護職員の人員並びに計画作成担当者の人員の標準を算定する

場合の利用者の数の算定方法）における「前年度の平均値」は、当該年

⑸ 「前年度の平均値」 

① 基準第 121 条第３項（指定短期入所生活介護に係る生活相談員、介

護職員又は看護職員の員数を算定する場合の利用者の数の算定方法）、

第 142 条第３項（老人性認知症疾患療養病棟を有する病院であって介

護療養型医療施設でない指定短期入所療養介護事業所における看護職

員又は介護職員の員数を算定する場合の入院患者の数の算定方法）及
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度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日をもって終わる年度

とする。以下同じ。）の平均を用いる。この場合、利用者数等の平均は、

前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とす

る。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点第２位以下を切

り上げるものとする。 

び第 175 条第３項（指定特定施設における生活相談員、看護職員若し

くは介護職員の人員並びに計画作成担当者の人員の標準を算定する場

合の利用者の数の算定方法）における「前年度の平均値」は、当該年度

の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日をもって終わる年度と

する。以下同じ。）の平均を用いる。この場合、利用者数等の平均は、

前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とす

る。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点第２位以下を切

り上げるものとする。 

② （略） ② （略） 

３ （略） ３ （略） 

第３ 介護サービス 

 一 訪問介護 

第３ 介護サービス 

 一 訪問介護 

１ 人員に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

１ 人員に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 管理者（居宅基準第６条） 

指定訪問介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当

該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、以下の場合であっ

て、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねること

ができるものとする。なお、管理者は、訪問介護員等である必要はないも

のである。 

① （略） 

② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設

等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定訪

問介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時

かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障

が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者とし

ての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内

容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に

判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービ

ス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合（施設における勤務時間

が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊急時において

管理者自身が速やかに当該指定訪問介護事業所又は利用者へのサービ

ス提供の現場に駆け付けることができない体制となっている場合など

⑶ 管理者（居宅基準第６条） 

指定訪問介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当

該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、以下の場合であっ

て、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねること

ができるものとする。なお，管理者は，訪問介護員等である必要はないも

のである。 

① （略） 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の

管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等があ

る場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わ

ないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断され

る場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を

行う看護・介護職員と兼務する場合などは、管理業務に支障があると

考えられる。ただし、施設における勤務時間が極めて限られている職

員である場合等、個別に判断の上、例外的に認める場合があっても差

し支えない。） 



4 

 

は、管理業務に支障があると考えられる。） 

２ （略） ２ （略） 

３ 運営に関する基準 ３ 運営に関する基準 

⑴～⑿ （略） ⑴～⑿ （略） 

⒀ 指定訪問介護の基本的取扱方針及び具体的取扱方針  

居宅基準第 22条及び第 23条にいう指定訪問介護の取扱方針について、

特に留意すべきことは、次のとおりである。 

①・②（略） 

③ 指定訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 39 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間

保存しなければならない。 

⒀ 指定訪問介護の基本的取扱方針及び具体的取扱方針  

居宅基準第 22条及び第 23条にいう指定訪問介護の取扱方針について、

特に留意すべきことは、次のとおりである。 

①・②（略） 

（新設） 

⒁～⒃ （略） ⒁～⒃ （略） 

⒄ 管理者及びサービス提供責任者の責務 

居宅基準第 28 条は、指定訪問介護事業所の管理者とサービス提供責任

者の役割分担について規定したものであり、管理者の責務を、介護保険

法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提供を行うため、利用者

へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しなが

ら、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、当該指定訪問介護

事業所の従業者に居宅基準第２章第４節（運営に関する基準）の規定を

遵守させるため必要な指揮命令を行うこととし、サービス提供責任者は、

指定訪問介護に関するサービス内容の管理について必要な業務等とし

て、居宅基準第 28 条第３項各号に具体的に列記する業務を行うこととし

たものである。この場合、複数のサービス提供責任者を配置する指定訪

問介護事業所において、サービス提供責任者間での業務分担を行うこと

により、指定訪問介護事業所として当該業務を適切に行うことができて

⒄ 管理者及びサービス提供責任者の責務 

居宅基準第 28 条は、指定訪問介護事業所の管理者とサービス提供責任

者の役割分担について規定したものであり、管理者は、従業者及び業務

の一元的管理並びに従業者に居宅基準第２章第４節（運営に関する基準）

を遵守させるための指揮命令を、サービス提供責任者は、指定訪問介護

に関するサービス内容の管理について必要な業務等として、居宅基準第

28 条第３項各号に具体的に列記する業務を行うものである。この場合、

複数のサービス提供責任者を配置する指定訪問介護事業所において、サ

ービス提供責任者間での業務分担を行うことにより、指定訪問介護事業

所として当該業務を適切に行うことができているときは、必ずしも１人

のサービス提供責任者が当該業務の全てを行う必要はない。 

また、同条第３項第２号の２において、サービス提供責任者は居宅介

護支援事業者等に対して、指定訪問介護の提供に当たり把握した利用者
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いるときは、必ずしも１人のサービス提供責任者が当該業務の全てを行

う必要はない。 

また、同条第３項第２号の２において、サービス提供責任者は居宅介

護支援事業者等に対して、指定訪問介護の提供に当たり把握した利用者

の服薬状況や口腔機能等の利用者の心身の状態及び生活の状況に係る必

要な情報の提供を行うこととされているが、情報の提供は、サービス担

当者会議等を通じて行うことも差し支えない。必要な情報の内容につい

ては、 

例えば、 

・ 薬が大量に余っている又は複数回分の薬を１度に服用している 

・ 薬の服用を拒絶している 

・ 使いきらないうちに新たに薬が処方されている 

・ 口臭や口腔内出血がある 

・ 体重の増減が推測される見た目の変化がある 

・ 食事量や食事回数に変化がある 

・ 下痢や便秘が続いている 

・ 皮膚が乾燥していたり湿疹等がある 

・ リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わ

らず提供されていない 

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報が考えられるが、居宅介護

支援事業者等に対して情報提供する内容は、サービス提供責任者が適切

に判断することとする。なお、必要な情報の提供については、あらかじ

め、サービス担当者会議等で居宅介護支援事業者等と調整しておくこと

が望ましい。 

なお、サービス提供責任者は、利用者に対して適切な訪問介護サービ

スを提供するために重要な役割を果たすことに鑑み、その業務を画一的

に捉えるのではなく、訪問介護事業所の状況や実施体制に応じて適切か

つ柔軟に業務を実施するよう留意するとともに、常に必要な知識の修得

及び能力の向上に努めなければならない。 

の服薬状況や口腔機能等の利用者の心身の状態及び生活の状況に係る必

要な情報の提供を行うこととされているが、情報の提供は、サービス担

当者会議等を通じて行うことも差し支えない。必要な情報の内容につい

ては、 

 

 

 

 

例えば、 

・ 薬が大量に余っている又は複数回分の薬を１度に服用している 

・ 薬の服用を拒絶している 

・ 使いきらないうちに新たに薬が処方されている 

・ 口臭や口腔内出血がある 

・ 体重の増減が推測される見た目の変化がある 

・ 食事量や食事回数に変化がある 

・ 下痢や便秘が続いている 

・ 皮膚が乾燥していたり湿疹等がある 

・ リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わ

らず提供されていない 

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報が考えられるが、居宅介護

支援事業者等に対して情報提供する内容は、サービス提供責任者が適切

に判断することとする。なお、必要な情報の提供については、あらかじ

め、サービス担当者会議等で居宅介護支援事業者等と調整しておくこと

が望ましい。 

なお、サービス提供責任者は、利用者に対して適切な訪問介護サービ

スを提供するために重要な役割を果たすことに鑑み、その業務を画一的

に捉えるのではなく、訪問介護事業所の状況や実施体制に応じて適切か

つ柔軟に業務を実施するよう留意するとともに、常に必要な知識の修得

及び能力の向上に努めなければならない。 

⒅～(21) （略） ⒅～(21) （略） 

(22) 業務継続計画の策定等 

① ① 居宅基準第 30 条の２は、指定訪問介護事業者は、感染症や災害

が発生した場合にあっても、利用者が継続して指定訪問介護の提供を

受けられるよう、指定訪問介護の提供を継続的に実施するための、及

(22) 業務継続計画の策定等 

① 居宅基準第 30 条の２は、指定訪問介護事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定訪問介護の提供を受け

られるよう、指定訪問介護の提供を継続的に実施するための、及び非
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び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続

計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、登録

訪問介護員等を含めて、訪問介護員等その他の従業者に対して、必要

な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこと

としたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施に

ついては、居宅基準第 30 条の２に基づき事業所に実施が求められるも

のであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支

えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り

組むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、

全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

 

 

 

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞ

れに対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定する

こととして差し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、登録訪問介

護員等を含めて、訪問介護員等その他の従業者に対して、必要な研修

及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととした

ものである。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施について

は、居宅基準第 30 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであ

るが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むこ

とが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての

従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和

３年厚生労働省令第９号。以下「令和３年改正省令」という。）附則第

３条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

 

 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

(23) 衛生管理等 

① （略） 

② 同条第３項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとする

こと。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え

ない。 

(23) 衛生管理等 

① （略） 

② 同条第３項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとする

こと。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え

ない。 
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イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策

を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染

対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望

ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も

含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び

役割分担を明確にするとともに、感染対策を担当する者（以下「感染

対策担当者」という。）を決めておくことが必要である。なお、同一

事業所内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の

兼務については、担当者としての職務に支障がなければ差し支えな

い。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利

用者や事業所の状況を適切に把握している者など、各担当者として

の職務を遂行する上で支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望

ましい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又は

その再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、

虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施する

ための担当者 

感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おお

むね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行す

る時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

また、感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画

像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を

活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員

会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等によ

り行うことも差し支えない。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

４条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策

を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染

対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望

ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も

含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び

役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以

下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必要である。感

染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね

６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時

期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を

介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に

関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等によ

り行うことも差し支えない。 
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ロ・ハ （略） ロ・ハ （略） 

(24)掲示 

① 居宅基準第 32 条第１項は、指定訪問介護事業者は、運営規程の概要、

訪問介護員等の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供す

るサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年

月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項を指定訪問介護事業

所の見やすい場所に掲示することを規定したものである。また、同条

第３項は、指定訪問介護事業所は、原則として、重要事項を当該指定訪

問介護事業者のウェブサイトに掲載することを規定したものである

が、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報

公表システムのことをいう。なお、指定訪問介護事業者は、重要事項の

掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に掲げる点に留意

する必要がある。 

イ・ロ （略） 

ハ 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 44

各号に掲げる基準に該当する指定訪問介護事業所については、介護

サービス情報制度における報告義務の対象ではないことから、基準

省令第 32 条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載は行うこと

が望ましいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、

同条第１項の規定による掲示は行う必要があるが、これを同条第２

項や居宅基準第 217 条第１項の規定に基づく措置に代えることがで

きること。 

② 居宅基準第 32 条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サ

ービスの利用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で

当該指定訪問介護事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代

えることができることを規定したものである。 

(24)掲示 

① 居宅基準第 32 条第１項は、指定訪問介護事業者は、運営規程の概要、

訪問介護員等の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供す

るサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年

月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項を指定訪問介護事業

所の見やすい場所に掲示することを規定したものであるが、次に掲げ

る点に留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

② 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利

用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定訪

問介護事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代えることが

できることを規定したものである。 

(25)～(27) （略） (25)～(27) （略） 

(28)苦情処理 

① 居宅基準第 36 条第１項にいう「必要な措置」とは、具体的には、相

談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理す

るために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその

家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する措置の概要につ

いても併せて記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイト

(28)苦情処理 

① 居宅基準第 36 条第１項にいう「必要な措置」とは、具体的には、相

談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理す

るために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその

家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する措置の概要につ

いても併せて記載するとともに、事業所に掲示すること等である。 
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に掲載すること等である。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱

いは、第３の一の３の(24)の①に準ずるものとする。 

②・③ （略） 

 

 

②・③ （略） 

(29)・(30) （略） (29)・(30) （略） 

(31) 虐待の防止 

居宅基準第 37 条の２は、虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者

の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定訪問介護

事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待

を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高

齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17

年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されている

ところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達

成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるも

のとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定訪問介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を

常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第３条の一般原

則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに

関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等

に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく

理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定訪問介護事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等

の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これらを早

期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村

の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者

及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の

届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定訪問介護事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行わ

れ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めること

とする。 

(31) 虐待の防止 

居宅基準第 37 条の２は、虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者

の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定訪問介護

事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待

を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高

齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17

年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されている

ところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達

成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるも

のとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定訪問介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を

常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第３条の一般原

則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに

関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等

に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく

理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定訪問介護事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等

の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これらを早

期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村

の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者

及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の

届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定訪問介護事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行わ

れ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めること

とする。 
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以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発

生した場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施

するものとする。 

 

 

 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定訪問介護事業所における虐待を防止するための体制として、①

から③までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置くことが

必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同

一の従業者が務めることが望ましい。なお、同一事業所内での複数担

当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当

者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼

務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を適

切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障

がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発

生した場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施

するものとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

２条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定訪問介護事業所における虐待を防止するための体制として、①

から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を置く

ことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任

者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

(32)・(33) （略） (32)・(33) （略） 

 ４ 共生型訪問介護に関する基準 

共生型訪問介護は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号。以下「指定障害福祉サー

ビス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定居宅介護事業者又は重

度訪問介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成 17 年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条

第３項に規定する重度訪問介護をいう。）に係る指定障害福祉サービス（同

法第 29 条第２項に規定する指定障害福祉サービスをいう。）の事業を行う

者が、要介護者に対して提供する指定訪問介護をいうものであり、共生型

訪問介護事業所が満たすべき基準は、次のとおりであること。 
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４・５ （略） ４・５ （略） 

二 訪問入浴介護 

１・２ （略） 

二 訪問入浴介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定訪問入浴介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針  

指定訪問入浴介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針については、居

宅基準第 49 条及び第 50 条の定めるところによるほか、次の点に留意す

るものとする。 

①・②（略） 

③ 指定訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を

行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととした

ものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 53 条の３第２項の規定に基づき、当該記録は、２

年間保存しなければならない。 

⑵ 指定訪問入浴介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針  

指定訪問入浴介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針については、居

宅基準第 49 条及び第 50 条の定めるところによるほか、次の点に留意す

るものとする。 

①・②（略） 

（新設） 

 

⑶ （略） ⑶ （略） 

⑷ 管理者の責務 

居宅基準第 52 条は、指定訪問入浴介護事業所の管理者の責務を、介護

保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提供を行うため、利

用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しな

がら、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、当該指定訪問入

浴介護事業所の従業者に居宅基準の第３章第４節の規定を遵守させるた

め必要な指揮命令を行うこととしたものである。 

⑷ 管理者の責務 

居宅基準第 52 条は、指定訪問入浴介護事業所の管理者の責務を、指定

訪問入浴介護事業所の従業者の管理及び指定訪問入浴介護の利用の申込

みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うとと

もに、当該指定訪問入浴介護事業所の従業者に居宅基準の第３章第４節

の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこととしたものである。 

⑸ （略） ⑸ （略） 

⑹ 勤務体制の確保等 

居宅基準第 53 条の２は、利用者に対する適切な指定訪問入浴介護の提

供を確保するため、職員の勤務体制等について規定したものであるが、

⑹ 勤務体制の確保等 

居宅基準第 53 条の２は、利用者に対する適切な指定訪問入浴介護の提

供を確保するため、職員の勤務体制等について規定したものであるが、
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次の点に留意する必要がある。 

①・② （略） 

③ 同条第３項前段は、当該指定訪問入浴介護事業所の従業者の質の向

上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参

加の機会を計画的に確保することとしたものであること。 

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員

のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基

礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づけること

としたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を

向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知

症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するものであるこ

と。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等にお

いて、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者と

することとし、具体的には、同条第三項において規定されている看護

師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護

職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員

基礎研修課程又は訪問介護員養成研修一級課程・二級課程修了者、社

会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、は

り師、きゅう師等とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ （略） 

次の点に留意する必要がある。 

①・② （略） 

③ 同条第３項前段は、当該指定訪問入浴介護事業所の従業者の質の向

上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参

加の機会を計画的に確保することとしたものであること。 

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員

のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基

礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づけること

としたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を

向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知

症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するものであるこ

と。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等にお

いて、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者と

することとし、具体的には、同条第三項において規定されている看護

師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護

職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員

基礎研修課程又は訪問介護員養成研修一級課程・二級課程修了者、社

会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、は

り師、きゅう師等とする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

５条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。指定訪問入浴介護事業者は、令和

６年３月 31 日までに医療・福祉関係資格を有さない全ての訪問入浴介

護従業者に対し認知症介護基礎研修を受講させるための必要な措置を

講じなければならない。また、新規採用、中途採用を問わず、事業所が

新たに採用した従業者（医療・福祉関係資格を有さない者に限る。）に

対する当該義務付けの適用については、採用後１年間の猶予期間を設

けることとし、採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎研修を受

講させることとする（この場合についても、令和６年３月 31 日までは

努力義務で差し支えない）。 

④ （略） 

⑺ 業務継続計画の策定等 ⑺ 業務継続計画の策定等 
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① 居宅基準第 54 条により準用される居宅基準第 30 条の２は、指定訪

問入浴介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用

者が継続して指定訪問入浴介護の提供を受けられるよう、業務継続計

画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、訪問入浴介護従業

者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなけれ

ばならないこととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及

び訓練の実施については、居宅基準第 30 条の２に基づき事業所に実施

が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行

うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業

者が連携し取り組むことが求められることから、研修及び訓練の実施

にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

  

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞ

れに対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定する

こととして差し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

① 居宅基準第 54 条により準用される居宅基準第 30 条の２は、指定訪

問入浴介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用

者が継続して指定訪問入浴介護の提供を受けられるよう、業務継続計

画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、訪問入浴介護従業

者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなけれ

ばならないこととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及

び訓練の実施については、居宅基準第 30 条の２に基づき事業所に実施

が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行

うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業

者が連携し取り組むことが求められることから、研修及び訓練の実施

にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

 なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たっては、

令和３年改正省令附則第３条において、３年間の経過措置を設けてお

り、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

 

 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⑻ 衛生管理等 

① （略） 

② 居宅基準第 54 条の規定により指定訪問入浴介護の事業について準

用される居宅基準第 31 条第３項に規定する感染症が発生し、又はまん

延しないように講ずべき措置については、具体的には次のイからハま

での取扱いとすること。各事項について、同項に基づき事業所に実施

が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行

うことも差し支えない。 

⑻ 衛生管理等 

① （略） 

② 居宅基準第 54 条の規定により指定訪問入浴介護の事業について準

用される居宅基準第 31 条第３項に規定する感染症が発生し、又はまん

延しないように講ずべき措置については、具体的には次のイからハま

での取扱いとすること。各事項について、同項に基づき事業所に実施

が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行

うことも差し支えない。 
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イ～ハ （略） 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第四

条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。 

イ～ハ （略） 

⑻～⑾ （略） ⑻～⑾ （略） 

４ （略） ４ （略） 

三 訪問看護 三 訪問看護 

１ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定訪問看護ステーションの管理者（居宅基準第 61 条） 

① 訪問看護ステーションの管理者は常勤であり、かつ、原則として専

ら当該指定訪問看護ステーションの管理業務に従事するものとする。

ただし、以下の場合であって、当該指定訪問看護ステーションの管理

業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

イ・ロ （略） 

ハ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又

は従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、

施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該

指定訪問看護ステーションの利用者へのサービス提供の場面等で生

じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務に関し、一元的

な管理及び指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所等の

管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場合の他の事

業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業

所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施設

における看護業務（管理業務を含む。）と兼務する場合（施設におけ

る勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊

急時において管理者自身が速やかに当該指定訪問看護ステーション

又は利用者へのサービス提供の現場に駆け付けることができない体

制となっている場合などは、管理者の業務に支障があると考えられ

る。） 

１ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定訪問看護ステーションの管理者（居宅基準第 61 条） 

① 訪問看護ステーションの管理者は常勤であり、かつ、原則として専

ら当該指定訪問看護ステーションの管理業務に従事するものとする。

ただし、以下の場合であって、当該指定訪問看護ステーションの管理

業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

イ・ロ （略） 

ハ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該指定訪

問看護ステーションの管理業務に支障がないと認められる範囲内に

他の事業所、施設等がある場合に、当該他の事業所等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設

等の事業の内容は問わないが、例えば、併設される入所施設におけ

る看護業務（管理業務を含む。）との兼務は管理者の業務に支障があ

ると考えられるが、施設における勤務時間が極めて限られている職

員の場合には、例外的に認められる場合もありうる。） 

２ （略） ２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 指定訪問看護の基本取扱方針及び具体的取扱方針  

３ 運営に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 指定訪問看護の基本取扱方針及び具体的取扱方針  
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居宅基準第 67条及び第 68条にいう指定訪問看護の取扱方針において、

特に留意すべきことは、次のとおりであること。 

①～③（略） 

④ 指定訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 73 条の２第２項の規定に基づき、当該記録は、２

年間保存しなければならない。 

⑤・⑥（略） 

居宅基準第 67条及び第 68条にいう指定訪問看護の取扱方針において、

特に留意すべきことは、次のとおりであること。 

①～③（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④・⑤（略） 

⑷～⑽ （略） ⑷～⑽ （略） 

四 訪問リハビリテーション 

１ 人員に関する基準（居宅基準第 76 条） 

① 医師 

イ～ハ (略)   

ニ 指定訪問リハビリテーション事業所のみなし指定を受けた介護老人

保健施設又は介護医療院においては、当該介護老人保健施設又は当該

介護医療院の医師の配置基準を満たすことをもって、訪問リハビリテ

ーション事業所の医師の常勤配置に係る基準を満たしているものとみ

なすことができること。 

② （略） 

四 訪問リハビリテーション 

１ 人員に関する基準（居宅基準第 76 条） 

① 医師 

イ～ハ (略)   

（新設） 

 

 

 

 

② （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方針（居

宅基準第 79 条及び第 80 条） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方針（居

宅基準第 79 条及び第 80 条） 

①～④ （略） 

⑤ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は

①～④ （略） 

（新設） 
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他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体

的拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない

こととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 82 条の２第２項の規定に基づき、当該記録は、２

年間保存しなければならない。 

⑥～⑧ （略） ⑤～⑦ （略） 

⑧ リハビリテーション会議の構成員は、利用者及びその家族を基本と

しつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、

居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者、

看護師、准看護師、介護職員、介護予防・日常生活支援総合事業のサー

ビス担当者及び保健師等とすること。また、必要に応じて歯科医師、管

理栄養士、歯科衛生士等が参加すること。 

なお、利用者の家族について、家庭内暴力等により参加が望ましく

ない場合や、遠方に住んでいる等のやむを得ない事情がある場合は、

必ずしもその参加を求めるものではないこと。 

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、構成

員がリハビリテーション会議を欠席した場合は、速やかに当該会議の

内容について欠席者との情報共有を図ること。 

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑧にお

いて「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装

置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、

テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

⑧ リハビリテーション会議の構成員は、医師、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置付け

た指定居宅サービス等の担当者、介護予防・日常生活支援総合事業の

サービス担当者及び保健師等とすること。 

指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議を

開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の状

況等に関する情報を当該構成員と共有するよう努めること。 

なお、リハビリテーション会議は、利用者及びその家族の参加を基

本とするものであるが、家庭内暴力等によりその参加が望ましくない

場合や、家族が遠方に住んでいる等によりやむを得ず参加できない場

合は、必ずしもその参加を求めるものではないこと。 

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、サー

ビス担当者の事由等により、構成員がリハビリテーション会議を欠席

した場合は、速やかに当該会議の内容について欠席者との情報共有を

図ること。 

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑧にお

いて「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装

置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、

テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ
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イドライン」等を遵守すること。 

⑶ 訪問リハビリテーション計画の作成（居宅基準第 81 条） 

① 訪問リハビリテーション計画は、指定訪問リハビリテーション事業

所の医師の診療に基づき、利用者ごとに作成すること。記載内容につ

いては別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の

実施及び一体的取組について」）の様式例及び記載方法を参照するこ

と。また、訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、

必要に応じて当該計画を見直していること。 

⑶ 訪問リハビリテーション計画の作成（居宅基準第 81 条） 

① 訪問リハビリテーション計画は、指定訪問リハビリテーション事業

所の医師の診療に基づき、利用者ごとに、利用者の心身の状態、生活

環境を踏まえて作成することとしたものである。利用者の希望、リハ

ビリテーションの目標及び方針、健康状態、リハビリテーションの実

施上の留意点、リハビリテーション終了の目安・時期等を記載する。

なお、既に居宅サービス計画等が作成されている場合には、当該計画

等に沿って訪問リハビリテーション計画を立案すること。訪問リハビ

リテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計

画を見直していること。 

② （略） 

（削る） 

② （略） 

③ 訪問リハビリテーション計画の目標や内容等について、利用者及び

その家族に理解しやすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や

評価についても説明を行う。 

③ 訪問リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成さ

れなければならないことから、訪問リハビリテーション計画を作成後

に居宅サービス計画が作成された場合は、当該訪問リハビリテーショ

ン計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じ

て変更するものとすること。 

④ 訪問リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成さ

れなければならないこととしたものである。 

なお、訪問リハビリテーション計画を作成後に居宅サービス計画が

作成された場合は、当該訪問リハビリテーション計画が居宅サービス

計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする

こと。 

④ 医療機関から退院した利用者に対し訪問リハビリテーション計画を

作成する場合には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の高いリハ

ビリテーションを行う観点から、当該医療機関が作成したリハビリテ

ーション実施計画書等を入手し、当該利用者に係るリハビリテーショ

ンの情報を把握しなければならない。 

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に

係る文書を用いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実

施計画書の内容（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の

実施及び一体的取組について」の別紙様式２－２－１の項目である「本

人・家族等の希望」「健康状態、経過」「心身機能・構造」「活動」「リハ

ビリテーションの短期目標」「リハビリテーションの長期目標」「リハ

ビリテーションの方針」「本人・家族への生活指導の内容（自主トレ指

導含む）」「リハビリテーション実施上の留意点」「リハビリテーション

（新設） 
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の見直し・継続理由」「リハビリテーションの終了目安」）が含まれて

いなければならない。 

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供

されない場合においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日

付を記録に残すこと。 

⑤ 訪問リハビリテーション計画は医師の診療に基づき、利用者の病状、

心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなけ

ればならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の

機会を保障するため、医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士は、当該計画の作成に当たっては、その目標や内容等について、利用

者及びその家族に理解しやすい方法で説明を行った上で利用者の同意

を得なければならず、また、リハビリテーション計画書を利用者に交

付しなければならない。なお、その実施状況や評価等についても説明

を行うこと。 

⑤ 訪問リハビリテーション計画は医師の診療に基づき、利用者の病状、

心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなけ

ればならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の

機会を保障するため、医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士は、当該計画の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用

者の同意を得なければならず、また、リハビリテーション計画書を利

用者に交付しなければならない。なお、交付した訪問リハビリテーシ

ョン計画書は、居宅基準第 82条の 2 第２項の規定に基づき、２年間保

存しなければならない。 

⑥ 指定訪問リハビリテーション事業者が、指定通所リハビリテーショ

ン事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催

等を通じて、指定訪問リハビリテーション及び指定通所リハビリテー

ションの目標並びに当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容

について整合性のとれた訪問リハビリテーション計画を作成した場合

については、通所リハビリテーション計画に係る基準を満たすことに

よって、訪問リハビリテーション計画に係る基準を満たしているとみ

なすことができる。 

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、

共通目標を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割

を明確にした上で、利用者に対して一連のサービスとして提供できる

よう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な提供

内容等を１つの計画として分かりやすく記載するよう留意すること。 

⑥ 指定訪問リハビリテーション事業者が、指定通所リハビリテーショ

ン事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催

等を通じて、指定訪問リハビリテーション及び指定通所リハビリテー

ションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容に

ついて整合性のとれた訪問リハビリテーション計画を作成した場合に

ついては、居宅基準第 115 条第１項から第４項の基準を満たすことに

よって、居宅基準第 81 条第１項から第４項の基準を満たしているとみ

なすことができることとしたものであること。 

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、

共通目標を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割

を明確にした上で、利用者に対して一連のサービスとして提供できる

よう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な提供

内容等を１つの計画として分かりやすく記載するよう留意すること。 

⑦・⑧ （略） ⑦・⑧ （略） 

⑷～⑹ （略） ⑷～⑹ （略） 

⑺ 記録の整備 

居宅基準第 82 条の２第２項は、指定訪問リハビリテーション事業者が

同項各号に規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこと

としたものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の

⑺ 記録の整備 

居宅基準第 82 条の２第２項は、指定訪問リハビリテーション事業者が

同項各号に規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこと

としたものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の
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解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により

一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

また、同項の指定訪問リハビリテーションの提供に関する記録には診

療記録及びリハビリテーション会議の記録が含まれるものであること。 

解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により

一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

また、同項の指定訪問リハビリテーションの提供に関する記録には診

療記録が含まれるものであること。 

⑻ （略） ⑻ （略） 

五 居宅療養管理指導 五 居宅療養管理指導 

１・２（略） 

３ 運営に関する基準 

⑴（略） 

１・２（略） 

３ 運営に関する基準 

⑴（略） 

⑵ 指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針 

指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針については、居宅基準第 89 条

の定めるところによるほか、次の点に留意するものとする。 

①・②（略） 

③ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束

等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないことと

したものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 92 条の２第２項の規定に基づき、当該記録は、２

年間保存しなければならない。 

⑵ 指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針 

指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針については、居宅基準第 89条

の定めるところによるほか、次の点に留意するものとする。 

①・②（略） 

（新設） 

 

⑶・⑷ （略） ⑶・⑷ （略） 

⑸ 衛生管理等 

① （略） 

② 居宅基準第 91 条の規定により指定居宅療養管理指導の事業につい

て準用される居宅基準第 31 条第３項に規定する感染症が発生し、又は

まん延しないように講ずるべき措置については、具体的には次のイか

らハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基づき事業所

に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等に

より行うことも差し支えない。 

⑸ 衛生管理等 

① （略） 

② 居宅基準第 91 条の規定により指定居宅療養管理指導の事業につい

て準用される居宅基準第 31 条第３項に規定する感染症が発生し、又は

まん延しないように講ずるべき措置については、具体的には次のイか

らハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基づき事業所

に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等に

より行うことも差し支えない。 
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イ～ハ （略） 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

４条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

イ～ハ （略） 

⑹・⑺ （略） ⑹・⑺ （略） 

⑻ 準用 

居宅基準第 91 条の規定により、居宅基準第８条から第 13 条まで、第

16 条、第 18 条、第 19 条、第 21 条、第 26、第 30 条から第 33 条まで、

第 35 条から第 38 条まで、第 52 条及び第 64 条の規定は、指定居宅療養

管理指導の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の⑵

から⑹まで（⑵の第三者評価の実施状況に係る規定を除く。）、⑼、⑽、

⑿、⒂、(21)、(24)、(25)、(27)から(30)まで及び(32)、第３の二の３の⑷を参照され

たい。この場合において、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

③ 準用される居宅基準第 32 条第３項及び第 36 条第１項については、

指定居宅療養管理指導事業者が、自ら管理するホームページ等を有さ

ず、ウェブサイトへの掲載が過重な負担となる場合は、これを行わな

いことができること。 

⑻ 準用 

居宅基準第 91 条の規定により、居宅基準第８条から第 13 条まで、第

16 条、第 18 条、第 19 条、第 21 条、第 26、第 30 条から第 33 条まで、

第 35 条から第 38 条まで、第 52 条及び第 64 条の規定は、指定居宅療養

管理指導の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の⑵

から⑹まで（⑵の第三者評価の実施状況に係る規定を除く。）、⑼、⑽、

⑿、⒂、(21)、(24)、(25)、(27)から(30)まで及び(32)、第３の二の３の⑷を参照され

たい。この場合において、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

（新設） 

六 通所介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

六 通所介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針については、居宅基

準第 97 条及び第 98 条の定めるところによるほか、次の点に留意するも

のとする。 

⑵ 指定通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針については、居宅基

準第 97 条及び第 98 条の定めるところによるほか、次の点に留意するも

のとする。 

①・②（略） 

③ 指定通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

①・②（略） 

（新設） 
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時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 104 条の４第２項の規定に基づき、当該記録は、

２年間保存しなければならない。 

④・⑤（略） 

 

 

 

 

 

③・④（略） 

⑶～⑸ （略） ⑶～⑸ （略） 

⑹ 業務継続計画の策定等 

① 居宅基準第 105 条の規定により指定通所介護の事業について準用さ

れる居宅基準第 30 条の２は、指定通所介護事業者は、感染症や災害が

発生した場合にあっても、利用者が継続して指定通所介護の提供を受

けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画

に従い、通所介護従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーシ

ョン）を実施しなければならないこととしたものである。なお、業務継

続計画の策定、研修及び訓練の実施については、居宅基準第 105 条の

規定により指定通所介護の事業について準用される居宅基準第 30 条

の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス

事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、感染症や災

害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められるこ

とから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加でき

るようにすることが望ましい。 

 

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画、感

染症の予防及びまん延の防止のための指針、災害に係る業務継続計画

並びに非常災害に関する具体的計画については、それぞれに対応する

項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差

⑹ 業務継続計画の策定等 

① 居宅基準第 105 条の規定により指定通所介護の事業について準用さ

れる居宅基準第 30 条の２は、指定通所介護事業者は、感染症や災害が

発生した場合にあっても、利用者が継続して指定通所介護の提供を受

けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画

に従い、通所介護従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーシ

ョン）を実施しなければならないこととしたものである。なお、業務継

続計画の策定、研修及び訓練の実施については、居宅基準第 105 条の

規定により指定通所介護の事業について準用される居宅基準第 30 条

の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス

事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、感染症や災

害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められるこ

とから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加でき

るようにすることが望ましい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

３条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 
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し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⑺ （略） ⑺ （略） 

⑻ 衛生管理等 

① （略） 

② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるも

のであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支

えない。 

 

 

 

イ～ハ （略） 

⑻ 衛生管理等 

① （略） 

② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるも

のであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支

えない。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

４条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

イ～ハ （略） 

⑼～⑿ （略） ⑼～⑿ （略） 

⒀ 準用 

居宅基準第 105 条の規定により、居宅基準第８条から第 17条まで、第

19 条、第 21 条、第 26 条、第 27 条、第 30 条の２、第 32 条から第 34条

まで、第 35 条、第 36 条、第 37 条の２、第 38 条及び第 52条は、指定通

所介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の⑵か

ら⑻まで、⑽、⑿、⒂、⒃、(24)、(25)、(27)、(28)及び(32)並びに第３の二の３の

⑷を参照されたい。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針（平成 17 年厚生労働省告示第 419 号）一のハに規定するウェブサイ

トへの掲載に関する取扱いは、準用される居宅基準第 32 条に関する第３

の一の３の(24)の①に準ずるものとする。 

⒀ 準用 

居宅基準第 105 条の規定により、居宅基準第８条から第 17条まで、第

19 条、第 21 条、第 26 条、第 27 条、第 30 条の２、第 32 条から第 34 条

まで、第 35 条、第 36 条、第 37 条の２、第 38 条及び第 52条は、指定通

所介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の⑵か

ら⑻まで、⑽、⑿、⒂、⒃、(24)、(25)、(27)、(28)及び(32)並びに第３の二の３の

⑷を参照されたい。 

４ 共生型通所介護に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 運営等に関する基準（居宅基準第 105 条の３） 

居宅基準第 105 条の３の規定により、居宅基準第８条から第 17 条ま

で、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 27 条、第 30 条の２、第 32 条から

第 34 条まで、第 35 条、第 36 条、第 37 条の２、第 38 条、第 52 条、第

92 条、第 94 条及び第 95 条第４項並びに第７章第４節（第 105 条を除

４ 共生型通所介護に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 運営等に関する基準（居宅基準第 105 条の３） 

 居宅基準第 105 条の３の規定により、居宅基準第８条から第 17 条ま

で、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 27 条、第 30 条の２、第 32 条から

第 34 条まで、第 35 条、第 36 条、第 37 条の２、第 38 条、第 52 条、第

92 条、第 94 条及び第 95 条第４項並びに第７章第４節（第 105 条を除
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く。）の規定は、共生型通所介護の事業について準用されるものであるた

め、第３の一の３の⑵から⑻まで、⑽、⑿、⒂、⒃、(24)、(25)、(27)、(28)及び

(32)、第３の二の３の⑷並びに第３の六の２の⑸及び３の⑴から⑿までを

参照されたいこと。 

この場合において、準用される居宅基準第 100 条第４号及び第 102 条

の規定について、共生型通所介護の利用定員は、共生型通所介護の指定

を受ける指定生活介護事業所等において同時にサービス提供を受けるこ

とができる利用者数の上限をいうものであること。つまり、介護給付の

対象となる利用者（要介護者）の数と障害給付の対象となる利用者（障害

者及び障害児）の数との合計数により、利用定員を定めること。例えば、

利用定員が 20 人という場合、要介護者と障害者及び障害児とを合わせて

20 人という意味であり、利用日によって、要介護者が 10 人、障害者及び

障害児が 10 人であっても、要介護者が５人、障害者及び障害児が 15 人

であっても、差し支えないこと。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる居宅基準第 32 条に関する第３の一の３の(24)の①に準ずるものとす

る。 

く。）の規定は、共生型通所介護の事業について準用されるものであるた

め、第３の一の３の⑵から⑻まで、⑽、⑿、⒂、⒃、(24)、(25)、(27)、(28)及び

(32)、第３の二の３の⑷並びに第３の六の２の⑸及び３の⑴から⑿までを

参照されたいこと。 

 この場合において、準用される居宅基準第 100 条第４号及び第 102 条

の規定について、共生型通所介護の利用定員は、共生型通所介護の指定

を受ける指定生活介護事業所等において同時にサービス提供を受けるこ

とができる利用者数の上限をいうものであること。つまり、介護給付の

対象となる利用者（要介護者）の数と障害給付の対象となる利用者（障害

者及び障害児）の数との合計数により、利用定員を定めること。例えば、

利用定員が 20 人という場合、要介護者と障害者及び障害児とを合わせて

20 人という意味であり、利用日によって、要介護者が 10 人、障害者及び

障害児が 10 人であっても、要介護者が５人、障害者及び障害児が 15 人

であっても、差し支えないこと。 

５ 基準該当通所介護に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 運営に関する基準 

居宅基準第 109 条の規定により、居宅基準第８条から第 14条まで、第

16 条、第 17 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 27 条、第 30 条の２、

第 32 条から第 34 条まで、第 35 条、第 36 条（第５項及び第６項を除

く。）、第 37 条の２、第 38 条、第 52 条、第 92 条及び第７章第４節（第

96 条第１項及び第 105 条を除く。）の規定は、基準該当通所介護の事業に

ついて準用されるものであるため、第３の一の３の⑵から⑹まで、⑻、

⑽、⑿、⒂、⒃、(24)、(25)、(27)、(28)及び(32)、第３の二の３の⑷並びに第３の

六の３（⒀を除く。）を参照されたいこと。この場合において、準用され

る居宅基準第 96 条第２項の規定は、基準該当通所介護事業者が利用者か

ら受領する利用料について、当該サービスが結果的に保険給付の対象と

なる場合もならない場合も、特例居宅介護サービス費又は特例居宅支援

サービス費を算定するための基準となる費用の額（100 分の 90、100 分の

80 又は 100 分の 70 を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生じるこ

５ 基準該当通所介護に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 運営に関する基準 

居宅基準第 109 条の規定により、居宅基準第８条から第 14条まで、第

16 条、第 17 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 27 条、第 30 条の２、

第 32 条から第 34 条まで、第 35 条、第 36 条（第５項及び第６項を除

く。）、第 37 条の２、第 38 条、第 52 条、第 92 条及び第７章第４節（第

96 条第１項及び第 105 条を除く。）の規定は、基準該当通所介護の事業に

ついて準用されるものであるため、第３の一の３の⑵から⑹まで、⑻、

⑽、⑿、⒂、⒃、(24)、(25)、(27)、(28)及び(32)、第３の二の３の⑷並びに第３の

六の３（⒀を除く。）を参照されたいこと。この場合において、準用され

る居宅基準第 96 条第２項の規定は、基準該当通所介護事業者が利用者か

ら受領する利用料について、当該サービスが結果的に保険給付の対象と

なる場合もならない場合も、特例居宅介護サービス費又は特例居宅支援

サービス費を算定するための基準となる費用の額（100 分の 90、100 分の

80 又は 100 分の 70 を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生じるこ
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とを禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用

料と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管

理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する趣

旨である。なお、当該事業所による通所介護が複数の市町村において基

準該当通所介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料

が異なることは認められないものである。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる居宅基準第 32 条に関する第３の一の３の(24)の①に準ずるものとす

る。 

とを禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用

料と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管

理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する趣

旨である。なお、当該事業所による通所介護が複数の市町村において基

準該当通所介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料

が異なることは認められないものである。 

七 通所リハビリテーション 

１ 人員に関する基準 

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所（居宅基準第 111条第１項）  

① 医師（第１号） 

イ～ハ （略） 

ニ 指定通所リハビリテーション事業所のみなし指定を受けた介護老

人保健施設又は介護医療院においては、当該介護老人保健施設又は

当該介護医療院の医師の配置基準を満たすことをもって、通所リハ

ビリテーション事業所の医師の常勤配置に係る基準を満たしている

ものとみなすことができること。 

② （略） 

七 通所リハビリテーション 

１ 人員に関する基準 

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所（居宅基準第 111条第１項）  

① 医師（第１号） 

イ～ハ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

② （略） 

⑵ 指定通所リハビリテーション事業所が診療所である場合 

① （略） 

② 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師、准看護師

若しくは介護職員（以下「従事者」という。）（第２号） 

イ 単位数に関する取扱い及び所要時間１時間から２時間の通所リハ

ビリテーションを行う場合の考え方については、指定通所リハビリ

テーション事業所が診療所以外である場合と同様であるので、１⑴

②を参考とすること。 

 

 

 

 

 

⑵ 指定通所リハビリテーション事業所が診療所である場合 

① （略） 

② 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師、准看護師

若しくは介護職員（以下「従事者」という。）（第２号） 

イ 指定通所リハビリテーションの単位とは、同時に、一体的に提供

される指定通所リハビリテーションをいうものであることから、例

えば、次のような場合は、２単位として扱われ、それぞれの単位ご

とに必要な従業者を確保する必要がある。 

ａ 指定通所リハビリテーションが同時に一定の距離を置いた２つ

の場所で行われ、これらのサービスの提供が一体的に行われてい

るといえない場合 

ｂ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所リハビリテーショ

ンを提供する場合 



25 

 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連

続して延長サービスを行う場合にあっては、事業所の実情に応じて、

適当数の従業者を配置するものとする。 

ハ 提供時間帯を通じて専ら当該指定通所リハビリテーションの提供

に当たる従業者を確保するとは、指定通所リハビリテーションの単

位ごとに理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士、看護職員若しく

は介護職員について、提供時間帯に当該職種の従業者が常に居宅基

準上求められる数以上確保されるよう必要な配置を行うよう定めた

ものである（例えば、提供時間帯を通じて専従する従業者が２人必

要である場合、提供時間帯の２分の１ずつの時間専従する従業者の

場合は、その員数としては４人が必要となる。）。 

また、専従する従事者のうち理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士又は経験を有する看護師が、常勤換算方法で、0.1人以上確

保されていることとし、所要時間１時間から２時間の指定通所リハ

ビリテーションを行う場合であって、定期的に適切な研修を修了し

ている看護師、准看護師、柔道整復師又はあん摩マッサージ師がリ

ハビリテーションを提供する場合は、これらの者を当該単位におけ

るリハビリテーションの提供に当たる理学療法士等として計算する

ことができる。この場合における「研修」とは、運動器リハビリテー

ションに関する理論、評価法等に関する基本的内容を含む研修会で

あって、関係学会等により開催されているものを指す。具体的には、

日本運動器リハビリテーション学会の行う運動器リハビリテーショ

ンセラピスト研修、全国病院理学療法協会の行う運動療法機能訓練

技能講習会が該当する。 

ニ なお、ここでいう利用者の数又は利用定員は、単位ごとの指定通

所リハビリテーションについての利用者の数又は利用定員をいうも

のであり、利用者の数は実人員、利用定員は、あらかじめ定めた利

用者の数の上限をいうものである。従って、例えば、１日のうちの

午前の提供時間帯に利用者 10 人に対して指定通所リハビリテーシ

ョンを提供し、午後の提供時間帯に別の利用者 10 人に対して指定通

所リハビリテーションを提供する場合であって、それぞれの指定通

所リハビリテーションの定員が 10 人である場合には、当該事業所の

利用定員は 10 人、必要となる従業者の員数は午前午後それぞれ１人

ということとなり、人員算定上午前の利用者の数と午後の利用者の
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（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

ロ （略） 

数が合算されるものではない。 

ホ 同一事業所で複数の単位の指定通所リハビリテーションを同時に

行う場合には、同時に行われる単位の数の常勤の従業者が必要とな

るものである（居宅基準第 111 条第１項・第２項関係）。 

ヘ 従業者１人が１日に行うことのできる指定通所リハビリテーショ

ンは２単位までとすること。ただし、１時間から２時間までの指定

通所リハビリテーションについては 0.5 単位として扱う。 

ト （略） 

⑶ 共生型自立訓練又は基準該当自立訓練を併せて行う際の取扱い 

共生型サービス又は基準該当サービスとして障害福祉サービスにおけ

る機能訓練（自立訓練）を行う場合においては、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律及び関係規定に基づき適切に実施

すること。 

 なお、人員基準を満たすにあたっては、通所リハビリテーションの利

用者数に、障害福祉サービスの利用者数を合算することとし、利用者に

対するサービス提供が適切に行われると認められる場合において、従事

者が双方のサービスに従事することは差し支えない。 

（新設） 

２ 設備に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 共生型サービス又は基準該当サービスとして障害福祉サービスにおけ

る機能訓練（自立訓練）を行う場合においては、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律及び関係規定に基づき適切に実施

すること。 

 なお、施設基準を満たすにあたっては、通所リハビリテーションの利

用者数に、障害福祉サービスの利用者数を合算することとし、利用者に

対するサービス提供が適切に行われると認められる場合において、設備

を共有することは差し支えない。 

２ 設備に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

（新設） 

⑷ （略） ⑶ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ 指定通所リハビリテーションの基本的取扱方針及び具体的取扱方針 

 

居宅基準第 113 条及び第 114 条に定めるところによるほか、次の点に

留意するものとする。 

①・② （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ 指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針及び通所リハビリテー

ション計画の作成 

居宅基準第 114 条及び第 115 条に定めるところによるほか、次の点

に留意するものとする。 

①・② （略） 
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③ 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体

的拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない

こととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 118 条の２第２項の規定に基づき、当該記録は、

２年間保存しなければならない。 

（新設） 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 通所リハビリテーション計画は、指定通所リハビリテーション事業

所の医師の診療に基づき、医師の診察内容及び運動機能検査等の結果

を基に、指定通所リハビリテーションの提供に関わる従業者が共同し

て個々の利用者ごとに作成するものであること。 

④ 通所リハビリテーション計画の目標及び内容については、利用者又

は家族に説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を

行うこと。 

⑤ 通所リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成さ

れなければならないこととしたものである。 

なお、通所リハビリテーション計画を作成後に居宅サービス計画が

作成された場合は、当該通所リハビリテーション計画が居宅サービス

計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。 

⑥ 通所リハビリテーション計画は、指定通所リハビリテーション事業

所の医師の診療又は運動機能検査、作業能力検査等を基に、居宅基準

第 115 条第１項にいう医師等の従業者が共同して、利用者の心身の状

況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなければなら

ないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保

障するため、指定通所リハビリテーション事業所の医師又は理学療法

士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、通所リハビリテーション計画

の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得な

ければならない。また、指定通所リハビリテーション事業所の管理者

は、当該リハビリテーション計画書を利用者に交付しなければならな
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（削る） 

 

い。 

なお、交付した当該リハビリテーション計画書は、居宅基準第 118 条

の２第２項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

⑦ 認知症の状態にある要介護者で、他の要介護者と同じグループとし

て、指定通所リハビリテーションを提供することが困難な場合には、

必要に応じグループを分けて対応すること。 

④～⑥ （略） 

⑦ リハビリテーション会議の構成員は、利用者及びその家族を基本と

しつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、

居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者、

看護師、准看護師、介護職員、介護予防・日常生活支援総合事業のサー

ビス担当者及び保健師等とすること。また、必要に応じて歯科医師、管

理栄養士、歯科衛生士等が参加すること。 

 

 

 

 

なお、利用者の家族について、家庭内暴力等により参加が望ましく

ない場合や、遠方に住んでいる等のやむを得ない事情がある場合にお

いては、必ずしもその参加を求めるものではないこと。 

 

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、構成

員がリハビリテーション会議を欠席した場合は、速やかに当該会議の

内容について欠席者との情報共有を図ること。 

 

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑧にお

いて「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装

置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、

テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

⑧～⑩ （略） 

⑪ リハビリテーション会議の構成員は、医師、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置付け

た指定居宅サービス等の担当者、看護師、准看護師、介護職員、介護予

防・日常生活支援総合事業（法第 115 条の 45 第１項に規定する介護予

防・日常生活支援総合事業をいう。以下同じ。）事業のサービス担当者

及び保健師等とすること。 

 

指定通所リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議を

開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の状

況等に関する情報を当該構成員と共有するよう努めること。 

なお、リハビリテーション会議は、利用者及びその家族の参加を基

本とするものであるが、家庭内暴力等によりその参加が望ましくない

場合や、家族が遠方に住んでいる等によりやむを得ず参加できない場

合は、必ずしもその参加を求めるものではないこと。 

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、サー

ビス担当者の事由等により、構成員がリハビリテーション会議を欠席

した場合は、速やかに当該会議の内容について欠席者との情報共有を

図ること。 

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑪にお

いて「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装

置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、

テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

（削る） ⑫ 指定通所リハビリテーション事業者が、指定訪問リハビリテーショ
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（削る） 

 

 

 

⑧ （略） 

（削る） 

ン事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催

等を通じて、指定通所リハビリテーション及び指定訪問リハビリテー

ションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容に

ついて整合性のとれた通所リハビリテーション計画を作成した場合に

ついては、居宅基準第 81 条第１項から第４項の基準を満たすことによ

って、居宅基準第 115 条第１項から第４項の基準を満たしているとみ

なすことができることとしたものであること。 

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、

共通目標を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割

を明確にした上で、利用者に対して一連のサービスとして提供できる

よう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な提供

内容等を１つの目標として分かりやすく記載するよう留意すること。 

⑬ 指定通所リハビリテーション及び指定訪問リハビリテーションにお

いて整合性のとれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合に

は、居宅基準第 115 条第５項に規定する診療記録を一括して管理して

も差し支えないものであること。 

⑭ （略） 

⑮ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定通所リハビ

リテーション事業者については、第３の一の３の⒁の⑥を準用する。

この場合において、「訪問介護計画」とあるのは「通所リハビリテーシ

ョン計画」と読み替える。 

⑵ 通所リハビリテーション計画の作成 

① 通所リハビリテーション計画は、指定通所リハビリテーション事業

所の医師の診療に基づき、利用者ごとに作成すること。記載内容につ

いては別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の

実施及び一体的取組について」）の様式例及び記載方法を参照するこ

と。また、通所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、

必要に応じて当該計画を見直していること。 

② 通所リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成さ

れなければならないことから、通所リハビリテーション計画を作成後

に居宅サービス計画が作成された場合は、当該通所リハビリテーショ

ン計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じ

て変更するものとする。 

③ 医療機関から退院した利用者に対し通所リハビリテーション計画を

（新設） 
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作成する場合には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の高いリハ

ビリテーションを行う観点から、当該医療機関が作成したリハビリテ

ーション実施計画書等を入手し、当該利用者に係るリハビリテーショ

ンの情報を把握しなければならない。 

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に

係る文書を用いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実

施計画書の内容（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の

実施及び一体的取組について」の別紙様式２－２－１の項目である「本

人・家族等の希望」「健康状態、経過」「心身機能・構造」「活動」「リハ

ビリテーションの短期目標」「リハビリテーションの長期目標」「リハ

ビリテーションの方針」「本人・家族への生活指導の内容（自主トレ指

導含む）」「リハビリテーション実施上の留意点」「リハビリテーション

の見直し・継続理由」「リハビリテーションの終了目安」）が含まれて

いなければならない。 

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供

されない場合においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日

付を記録に残すこと。 

④ 通所リハビリテーション計画は医師の診療に基づき、利用者の病状、

心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなけ

ればならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の

機会を保障するため、指定通所リハビリテーション事業所の医師及び

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、当該計画の作成に当たっ

ては、その目標や内容等について、利用者及びその家族に理解しやす

い方法で説明を行った上で利用者の同意を得なければならず、また、

リハビリテーション計画書を利用者に交付しなければならない。なお、

その実施状況や評価等についても説明を行うこと。 

⑤ 指定通所リハビリテーション事業者が、指定訪問リハビリテーショ

ン事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催

等を通じて、指定通所リハビリテーション及び指定訪問リハビリテー

ションの目標並びに当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容

について整合性のとれた通所リハビリテーション計画を作成した場合

については、訪問リハビリテーション計画に係る基準を満たすことに

よって、通所リハビリテーション計画に係る基準を満たしているとみ

なすことができる。 
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当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえた上で、

共通目標を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割

を明確にした上で、利用者に対して一連のサービスとして提供できる

よう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な提供

内容等を１つの目標として分かりやすく記載するよう留意すること。 

指定通所リハビリテーション及び指定訪問リハビリテーションにお

いて整合性のとれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合に

は、居宅基準第 115 条第６項に規定する診療記録を一括して管理して

も差し支えないものであること。 

⑥ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定通所リハビ

リテーション事業者については、第３の一の３の⒁の⑥を準用する。

この場合において、「訪問介護計画」とあるのは「通所リハビリテーシ

ョン計画」と読み替える。 

⑵～⑹ （略） 

⑺ 記録の整備 

居宅基準第 118 条の２第２項は、指定通所リハビリテーション事業所

が同項各号に規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこ

ととしたものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の

解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により

一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

また、同項の指定通所リハビリテーションの提供に関する記録には診

療記録及びリハビリテーション会議の記録が含まれるものであること。 

⑵～⑹ （略） 

⑺ 記録の整備 

居宅基準第 118 条の２第２項は、指定通所リハビリテーション事業所

が同項各号に規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこ

ととしたものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の

解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により

一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

また、同項の指定通所リハビリテーションの提供に関する記録には診

療記録が含まれるものであること。 

⑻ 準用 

居宅基準第 119 条の規定により、居宅基準第８条から第 13条まで、第

15 条から第 17 条まで、第 19条、第 21 条、第 26 条、第 27条、第 30条

の２、第 32 条、第 33 条、第 35 条から第 38 条まで、第 64 条、第 96 条

及び第 101 条から第 103 条までの規定は、指定通所リハビリテーション

の事業について準用されるものであることから、第３の一の３の⑵から

⑻まで（⑵の第三者評価の実施状況に係る規定を除く。）、⑽、⑿、⒂、

⒃、(24)、(25)及び(27)から(30)まで及び(32)、第３の三の３の⑵並びに第３の六の

３の⑴、⑸及び⑺を参照されたい。この場合において、特に次の点に留意

するものとする。 

①・② （略） 

⑻ 準用 

居宅基準第 119 条の規定により、居宅基準第８条から第 13条まで、第

15 条から第 17 条まで、第 19条、第 21 条、第 26 条、第 27条、第 30 条

の２、第 32 条、第 33 条、第 35 条から第 38 条まで、第 64 条、第 96 条

及び第 101 条から第 103 条までの規定は、指定通所リハビリテーション

の事業について準用されるものであることから、第３の一の３の⑵から

⑻まで（⑵の第三者評価の実施状況に係る規定を除く。）、⑽、⑿、⒂、

⒃、(24)、(25)及び(27)から(30)まで及び(32)、第３の三の３の⑵並びに第３の六の

３の⑴、⑸及び⑺を参照されたい。この場合において、特に次の点に留意

するものとする。 

①・② （略） 
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なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる居宅基準第 32 条に関する第３の一の３の(24)の①に準ずるものとす

る。 

八 短期入所生活介護 八 短期入所生活介護 

１ 人員に関する基準（居宅基準第121条及び第122条） １ 人員に関する基準（居宅基準第121条及び第122条） 

⑴～⑸ （略） 

⑹ 管理者 

指定短期入所生活介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則とし

て専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、以下の場

合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼

ねることができるものとする。 

① （略） 

② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設

等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定短

期入所生活介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事

象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命

令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従

業者としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の

事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰である

と個別に判断される場合や、併設される訪問系サービスの事業所のサ

ービス提供を行う従業者と兼務する場合（訪問系サービス事業所にお

ける勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊

急時において管理者自身が速やかに当該指定短期入所生活介護事業所

に駆け付けることができない体制となっている場合などは、一般的に

は管理業務に支障があると考えられる。） 

⑴～⑸ （略） 

⑹ 管理者 

指定短期入所生活介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則とし

て専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、以下の場

合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼

ねることができるものとする。 

① （略） 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の

管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等があ

る場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わ

ないが、例えば、併設される訪問系サービスの事業所のサービス提供

を行う従業者との兼務は一般的には管理業務に支障があると考えられ

るが、訪問系サービス事業所における勤務時間が極めて限られている

職員の場合には、例外的に認められる場合もありうる。） 

２ （略） ２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 指定短期入所生活介護の取扱方針 

①・②（略） 

③ 同条第４項及び第５項は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

⑷ 指定短期入所生活介護の取扱方針 

①・②（略） 

③ 同条第４項及び第５項は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行
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ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 139 条の３第２項の規定に基づき、当該記録は、

２年間保存しなければならない。 

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

なお、居宅基準第 139 条の２第２項の規定に基づき、当該記録は、

２年間保存しなければならない。 

 

④ 同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」（以下「身体的拘束等適正化検討委員会」という。）とは、

身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、委員会

の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より構成する場合のほ

か、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用した構成とするこ

とが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等も

考えられる。また、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深

いと認められる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・

運営することとして差し支えない。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定短期入所生活介護事業者が、報告、改善のための方策を定め、

周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情

報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従業

者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要であ

る。 

（新設） 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状

況、背景等を記録するとともに、イの様式に従い、身体的拘束等に

ついて報告すること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事
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例を集計し、分析すること。 

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析

し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適

正性と適正化策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

⑤ 指定短期入所生活介護事業者が整備する「身体的拘束等の適正化の

ための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事

項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

ニ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関

する基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

⑥ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための

研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な

知識を普及・啓発するとともに、当該指定短期入所生活介護事業者に

おける指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定短期入所生

活介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教

育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的拘

束等の適正化の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修

の実施は、職員研修事業所内での研修で差し支えない。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ 短期入所生活介護計画の作成 

①・② （略） 

③ 短期入所生活介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サービ

ス内容等への利用者の意向の反映の機会を保証するため、指定短期入

所生活介護事業所の管理者は、短期入所生活介護計画の作成に当たっ

ては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、

⑸ 短期入所生活介護計画の作成 

①・② （略） 

③ 短期入所生活介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サービ

ス内容等への利用者の意向の反映の機会を保証するため、指定短期入

所生活介護事業所の管理者は、短期入所生活介護計画の作成に当たっ

ては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、
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また、当該短期入所生活介護計画を利用者に交付しなければならない。 

なお、交付した短期入所生活介護計画は、居宅基準第 139 条の３第

２項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

④・⑤ （略） 

また、当該短期入所生活介護計画を利用者に交付しなければならない。 

なお、交付した短期入所生活介護計画は、居宅基準第 139 条の２第

２項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

④・⑤ （略） 

⑹～⒅ （略） ⑹～⒅ （略） 

⒆ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の開催 

居宅基準第 139 条の２は、介護現場の生産性向上の取組を促進する観

点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、事業所の状況に応

じた必要な対応を検討し、利用者の尊厳や安全性を確保しながら事業所

全体で継続的に業務改善に取り組む環境を整備するため、利用者の安全

並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会の設置及び開催について規定したものである。なお、

本条の適用に当たっては、令和６年改正省令附則第４条において、３年

間の経過措置を設けており、令和９年３月 31 日までの間は、努力義務と

されている。 

本委員会は、生産性向上の取組を促進する観点から、管理者やケア等

を行う職種を含む幅広い職種により構成することが望ましく、各事業所

の状況に応じ、必要な構成メンバーを検討すること。なお、生産性向上の

取組に関する外部の専門家を活用することも差し支えないものであるこ

と。 

また、本委員会は、定期的に開催することが必要であるが、開催する頻

度については、本委員会の開催が形骸化することがないよう留意した上

で、各事業所の状況を踏まえ、適切な開催頻度を決めることが望ましい。 

あわせて、本委員会の開催に当たっては、厚生労働省老健局高齢者支

援課「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン」等

を参考に取組を進めることが望ましい。また、本委員会はテレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとし、この際、個人情報保護委員

会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

なお、事務負担軽減の観点等から、本委員会は、他に事業運営に関する

会議（事故発生の防止のための委員会等）を開催している場合、これと一

体的に設置・運営することとして差し支えない。本委員会は事業所毎に

（新設） 
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実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。また、委員会の名称について、法令では「利用

者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会」と規定されたところであるが、他方、従来か

ら生産性向上の取組を進めている事業所においては、法令とは異なる名

称の生産性向上の取組を進めるための委員会を設置し、開催している場

合もあるところ、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員

の負担軽減に資する方策が適切に検討される限りにおいては、法令とは

異なる委員会の名称を用いても差し支えない。 

⒇ 記録の整備 

居宅基準第 139 条の３第２項は、指定短期入所生活介護事業者が同項

各号に規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこととし

たものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の

解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により

一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

⒆ 記録の整備 

居宅基準第 139 条の２第２項は、指定短期入所生活介護事業者が同項

各号に規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこととし

たものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の

解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により

一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

(21) 準用 

居宅基準第 140 条の規定により、居宅基準第９条から第 13条まで、第

15 条、第 16 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条か

ら第 34 条まで、第 35 条から第 38 条まで（第 36 条の２第２項を除く。）、

第 52 条、第 101 条、第 103 条及び第 104 条は、指定短期入所生活介護の

事業について準用されるものであるため、第３の１の３の⑶から⑺まで、

⑽、⑿、⒂、(24)、(25)、(27)から(30)まで（(29)の②を除く。）及び、第３の２の

３の⑷並びに第３の６の３の⑸及び⑺を参照されたい。この場合におい

て、準用される居宅基準第 101 条については、 

イ～ハ （略） 

に留意するものとする。 

なお、厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供

に係る基準等（平成 12 年厚生省告示第 123 号）のハの⑵及び居住、滞在

及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針一のハに規定す

るウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用される居宅基準第 32 条

に関する第３の一の３の(24)の①に準ずるものとする。 

⒇ 準用 

居宅基準第 140 条の規定により、居宅基準第９条から第 13条まで、第

15 条、第 16 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条か

ら第 34 条まで、第 35 条から第 38 条まで（第 36 条の２第２項を除く。）、

第 52 条、第 101 条、第 103 条及び第 104 条は、指定短期入所生活介護の

事業について準用されるものであるため、第３の１の３の⑶から⑺まで、

⑽、⑿、⒂、(24)、(25)、(27)から(30)まで（(29)の②を除く。）及び、第３の２の

３の⑷並びに第３の６の３の⑸及び⑺を参照されたい。この場合におい

て、準用される居宅基準第 101 条については、 

イ～ハ （略） 

に留意するものとする。 

(21) （略） (21) （略） 

４ ユニット型指定短期入所生活介護の事業 ４ ユニット型指定短期入所生活介護の事業 
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⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 設備の基準（居宅基準第 140 条の４） 

①～⑤（略） 

⑥ 居室（第１号イ） 

イ～ニ（略） 

ホ 居室の床面積等 

ユニット型指定短期入所生活介護事業所では、居宅に近い居住環

境の下で、居宅における生活に近い日常の生活の中でケアを行うた

め、居室は次のいずれかに分類される。 

⑶ 設備の基準（居宅基準第 140 条の４） 

①～⑤（略） 

⑥ 居室（第１号イ） 

イ～ニ（略） 

ホ 居室の床面積等 

ユニット型指定短期入所生活介護事業所では、居宅に近い居住環

境の下で、居宅における生活に近い日常の生活の中でケアを行うた

め、利用者は長年使い慣れた箪笥などの家具を持ち込むことを想定

しており、居室は次のいずれかに分類される。 

⑷ （略） ⑷ （略） 

⑸ 指定短期入所生活介護の取扱方針 

①・②（略） 

⑸ 指定短期入所生活介護の取扱方針 

①・②（略） 

③ 同条第６項及び第７項は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 140 条の 13において準用する居宅基準第 139 条の

３第２項に基づき、当該記録は、２年間保存しなければならない。 

（新設） 

④ 同条第８項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会であり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より

構成する場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用

した構成とすることが望ましく、その方策として、精神科専門医等の

専門医の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り扱う事項等が

相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、これ

と一体的に設置・運営することとして差し支えない。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

（新設） 
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生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

ユニット型指定短期入所生活介護事業者が、報告、改善のための方

策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施

設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、

決して従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが

必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状

況、背景等を記録するとともに、イの様式に従い、身体的拘束等に

ついて報告すること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析

し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適

正性と適正化策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

⑤ ユニット型指定短期入所生活介護事業者が整備する「身体的拘束等

の適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事

項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

ニ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関

する基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

⑥ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための

研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な

知識を普及・啓発するとともに、当該ユニット型指定短期入所生活介

（新設） 



39 

 

護事業者における指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該ユニット型指定

短期入所生活介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、

定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必

ず身体的拘束等の適正化の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修

の実施は、職員研修事業所内での研修で差し支えない。 

⑦・⑧ （略） ③・④（略） 

⑹～⑽ （略） ⑹～⑽（略） 

⑾ 準用 

居宅基準第 140 条の 13 の規定により、第 125 条、第 126 条、第 129

条、第 132 条から第 134 条まで、第 136 条及び第 139 条から第 140 条

（第 101 条の準用に係る部分を除く。）までの規定は、ユニット型指定

短期入所生活介護の事業について準用されるものであるため、第３の

八の３の⑴、⑵、⑸、⑻から⑽まで、⑿、⒁、⒃から(21)（居宅基準第 101

条の準用に係る部分を除く。）までを参照されたい。 

なお、厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提

供に係る基準等二のハの⑵及び居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供

に係る利用料等に関する指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載

に関する取扱いは、準用される居宅基準第 32 条に関する第３の一の３

の(24)の①に準ずるものとする。 

 ⑾ 準用 

居宅基準第 140 条の 13 の規定により、第 125 条、第 126 条、第 129

条、第 132 条から第 134 条まで、第 136 条及び第 139 条から第 140 条

（第 101 条の準用に係る部分を除く。）までの規定は、ユニット型指定

短期入所生活介護の事業について準用されるものであるため、第３の

八の３の⑴、⑵、⑸、⑻から⑽まで、⑿、⒁、⒃から⒇（居宅基準第 101

条の準用に係る部分を除く。）までを参照されたい。 

５ 共生型短期入所生活介護の基準 ５ 共生型短期入所生活介護の基準 

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略） 

⑷ 運営等に関する基準（居宅基準第 140 条の 15） 

居宅基準第 140 条の 15 の規定により、第９条から第 13 条まで、第

15 条、第 16 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条

から第 34 条まで、第 35 条から第 38 条まで（第 36 条の２第２項を除

く。）、第 52 条、第 101 条、第 103 条、第 104 条、第 120条及び第 122

条並びに第９章第４節（第 140 条を除く。）の規定は、共生型短期入所

生活介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の

⑶から⑺まで、⑽、⑿、⒂、(24)、(25)、(27)から(30)（(29)の②を除く。）まで

及び(32)、第３の二の３の⑷及び第３の六の３の⑸及び⑺並びに第３の

八の３の⑴から⒇までを参照されたいこと。 

この場合において、準用される居宅基準第 137 条第３号及び第 138

⑷ 運営等に関する基準（居宅基準第 140 条の 15） 

居宅基準第 140 条の 15 の規定により、第９条から第 13 条まで、第

15 条、第 16 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条

から第 34 条まで、第 35 条から第 38 条まで（第 36 条の２第２項を除

く。）、第 52 条、第 101 条、第 103 条、第 104 条、第 120条及び第 122

条並びに第９章第４節（第 140 条を除く。）の規定は、共生型短期入所

生活介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の

⑶から⑺まで、⑽、⑿、⒂、(24)、(25)、(27)から(30)（(29)の②を除く。）まで

及び(32)、第３の二の３の⑷及び第３の六の３の⑸及び⑺並びに第３の

八の３の⑴から⒆までを参照されたいこと。 

この場合において、準用される居宅基準第 137 条第３号及び第 138
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条の規定について、指定共生型短期入所生活介護の利用定員は、指定

短期入所の事業の専用の居室のベッド数と同数とすること。つまり、

指定短期入所事業所が、併設事業所の場合は指定短期入所の専用の用

に供される居室のベッド数、空床利用型事業所の場合は指定障害者支

援施設の居室のベッド数となること。例えば、併設事業所で利用定員

20 人という場合、要介護者と障害者及び障害児とを合わせて 20 人と

いう意味であり、利用日によって、要介護者が 10 人、障害者及び障害

児が 10 人であっても、要介護者が五人、障害者及び障害児が 15 人で

あっても、差し支えないこと。 

なお、厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提

供に係る基準等二のハの⑵及び居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供

に係る利用料等に関する指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載

に関する取扱いは、準用される居宅基準第 32 条に関する第３の一の３

の(24)の①に準ずるものとする。 

条の規定について、指定共生型短期入所生活介護の利用定員は、指定

短期入所の事業の専用の居室のベッド数と同数とすること。つまり、

指定短期入所事業所が、併設事業所の場合は指定短期入所の専用の用

に供される居室のベッド数、空床利用型事業所の場合は指定障害者支

援施設の居室のベッド数となること。例えば、併設事業所で利用定員

20 人という場合、要介護者と障害者及び障害児とを合わせて 20 人と

いう意味であり、利用日によって、要介護者が 10 人、障害者及び障害

児が 10 人であっても、要介護者が５人、障害者及び障害児が 15 人で

あっても、差し支えないこと。 

⑸ （略） ⑸ （略） 

６ 基準該当短期入所生活介護に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 運営に関する基準 

居宅基準第 140 条の 32 の規定により、居宅基準第９条から第 13 条

まで、第 16 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条

から第 34 条まで、第 35 条から第 38 条まで（第 36 条第５項及び第６

項並びに第 36 条の２第２項を除く。）、第 52 条、第 101 条、第 103 条、

第 104 条、第 120 条及び第４節（第 127 条第１項及び第 140 条を除く。）

の規定は、基準該当短期入所生活介護の事業に準用されるものである

ため、第３の１の３の⑶から⑹まで、⑽、⑿、⒂、(24)、(25)、(27)から(30)ま

で（(29)の②を除く。）及び(32)、第３の２の３の⑷、第３の６の３の⑸及

び⑺並びに第３の８の３を参照されたい。この場合において、準用さ

れる居宅基準第 127 条第２項の規定は、基準該当短期入所生活介護事

業者が利用者から受領する利用料について、当該サービスが結果的に

保険給付の対象となる場合もならない場合も、特例居宅介護サービス

費を算定するための基準となる費用の額（100 分の 90、100 分の 80 又

は 100 分の 70 を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生じることを

禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用料

と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管

６ 基準該当短期入所生活介護に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 運営に関する基準 

居宅基準第 140 条の 32 の規定により、居宅基準第９条から第 13 条

まで、第 16 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条

から第 34 条まで、第 35 条から第 38 条まで（第 36 条第５項及び第６

項並びに第 36 条の２第２項を除く。）、第 52 条、第 101 条、第 103 条、

第 104 条、第 120 条及び第４節（第 127 条第１項及び第 140 条を除く。）

の規定は、基準該当短期入所生活介護の事業に準用されるものである

ため、第３の１の３の⑶から⑹まで、⑽、⑿、⒂、(24)、(25)、(27)から(30)ま

で（(29)の②を除く。）及び(32)、第３の２の３の⑷、第３の６の３の⑸及

び⑺並びに第３の８の３を参照されたい。この場合において、準用さ

れる居宅基準第 127 条第２項の規定は、基準該当短期入所生活介護事

業者が利用者から受領する利用料について、当該サービスが結果的に

保険給付の対象となる場合もならない場合も、特例居宅介護サービス

費を算定するための基準となる費用の額（100 分の 90、100 分の 80 又

は 100 分の 70 を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生じることを

禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用料

と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管
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理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する

趣旨である。 

なお、当該事業所による短期入所生活介護が複数の市町村において

基準該当短期入所生活介護と認められる場合には、利用者の住所地に

よって利用料が異なることは認められないものである。 

また、準用される居宅基準第 138 条第２項中「静養室」を「静養室

等」と読み替える規定は、床面積が７・43 平方メートル以上確保され

ている場合には、静養室以外においても基準該当短期入所生活介護を

行うことができるものであり、このこと以外は、第３の８の３の⒂を

準用する。 

なお、厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提

供に係る基準等二のハの⑵及び居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供

に係る利用料等に関する指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載

に関する取扱いは、準用される居宅基準第 32 条に関する第３の一の３

の(24)の①に準ずるものとする。 

理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する

趣旨である。 

なお、当該事業所による短期入所生活介護が複数の市町村において

基準該当短期入所生活介護と認められる場合には、利用者の住所地に

よって利用料が異なることは認められないものである。 

また、準用される居宅基準第 138 条第２項中「静養室」を「静養室

等」と読み替える規定は、床面積が７・43 平方メートル以上確保され

ている場合には、静養室以外においても基準該当短期入所生活介護を

行うことができるものであり、このこと以外は、第３の８の３の⒂を

準用する。 

 九 短期入所療養介護  九 短期入所療養介護 

１ 人員に関する基準・設備に関する基準（居宅基準第 142 条及び第 143 条） 

⑴ 本則 

いわゆる本体施設となる介護老人保健施設、介護医療院、療養病床を

有する病院又は診療所が、それぞれの施設として満たすべき人員・施設

基準（ユニット型介護老人保健施設及びユニット型介護医療院に関する

ものを除く。）を満たしていれば足りるものとする。また、本体施設が療

養病床を有する病院又は診療所については、それぞれの施設として満た

すべき施設基準に加えて消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

を有することとしている。 

１ 人員に関する基準・設備に関する基準（居宅基準第 142 条及び第 143 条） 

⑴ 本則 

いわゆる本体施設となる介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型

医療施設、療養病床を有する病院又は診療所が、それぞれの施設として

満たすべき人員・施設基準（ユニット型介護老人保健施設、ユニット型介

護医療院及びユニット型指定介護療養型医療施設に関するものを除く。）

を満たしていれば足りるものとする。また、本体施設が療養病床を有す

る病院又は診療所については、それぞれの施設として満たすべき施設基

準に加えて消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を有すること

としている。 

⑵ （略） ⑵ （略） 

２ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

２ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定短期入所療養介護の取扱方針（居宅基準第 146 条） 

①（略） 

② 指定短期入所療養介護事業者は、居宅基準第 154 条の２第２項の規

定に基づき、身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し、２年間保存しなければな

⑵ 指定短期入所療養介護の取扱方針 （居宅基準第 146 条） 

①（略） 

② 指定短期入所療養介護事業者は、居宅基準第 154 条の２第２項の規

定に基づき、身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し、２年間保存しなければな
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らないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、当該記録は主治医が診療録に行わなければならないものとす

る。 

らないこととしたものである。 

なお、当該記録は主治医が診療録に行わなければならないものとす

る。 

 

③  居宅基準第 146 条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための

対策を検討する委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を

検討する委員会であり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及

び従業者より構成する場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や

専門家を活用した構成とすることが望ましく、その方策として、精神

科専門医等の専門医の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り

扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置してい

る場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定短期入所療養介護事業者が、報告、改善のための方策を定め、

周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情

報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従業

者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要であ

る。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状

況、背景等を記録するとともに、イの様式に従い、身体的拘束等に

ついて報告すること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析

し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適

（新設） 
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正性と適正化策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

④ 指定短期入所療養介護事業者が整備する「身体的拘束等の適正化の

ための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事

項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

ニ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関

する基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

⑤ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための

研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な

知識を普及・啓発するとともに、当該指定短期入所療養介護事業者に

おける指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定短期入所療

養介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教

育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的拘

束等の適正化の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修

の実施は、職員研修事業所内での研修で差し支えない。 

⑥ （略） ③ （略） 

⑶～⑼ （略） ⑶～⑼ （略） 

⑽ 定員の遵守 

居宅基準第 154 条は、利用者に対する適切な指定短期入所療養介護の

提供を確保するため、介護老人保健施設及び介護医療院についてはその

療養室の全部が指定短期入所療養介護の提供のために利用できること、

病院及び診療所についてはその療養病床等の病床において指定短期入所

療養介護の提供を行わなければならないことを踏まえて、指定短期入所

療養介護事業者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対して同時に指

定短期入所療養介護を行ってはならないことを明記したものである。た

⑽ 定員の遵守 

居宅基準第 154 条は、利用者に対する適切な指定短期入所療養介護の

提供を確保するため、介護老人保健施設及び介護医療院についてはその

療養室の全部が指定短期入所療養介護の提供のために利用できること、

病院及び診療所についてはその療養病床等の病床において指定短期入所

療養介護の提供を行わなければならないことを踏まえて、指定短期入所

療養介護事業者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対して同時に指

定短期入所療養介護を行ってはならないことを明記したものである。た
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だし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでな

い。 

①～② （略） 

③ 療養病床を有する病院又は診療所を有する病院である指定短期入所

療養介護事業所にあっては、療養病床又は診療所に係る病床数及び療

養病床又は診療所に係る病室の定員を超えることとなる利用者数 

だし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでな

い。 

①～② （略） 

③ 療養病床を有する病院、診療所又は老人性認知症疾患療養病棟を有

する病院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、療養病床、

診療所又は老人性認知症疾患療養病棟に係る病床数及び療養病床、診

療所又は老人性認知症疾患療養病棟に係る病室の定員を超えることと

なる利用者数 

⑾・⑿ （略） ⑾～⑿ （略） 

⒀ 居宅基準第 155 条の規定により指定短期入所療養介護の事業について

準用される居宅基準第 139 条の２の規定については、指定短期入所生活

介護と同様であるので、第３の一の３を参照されたい。 

（新設） 

⒁ （略） ⒀ （略） 

⒂ 準用 

居宅基準第 155 条の規定により、居宅基準第９条から第 13条まで、第

15 条、第 16 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条、

第 33 条、第 35 条から第 38 条まで（第 36 条の２第２項を除く。）、第 52

条、第 101 条、第 103 条、第 118 条、第 125 条、第 126 条第２項、第 139

条及び第 139 条の２の規定は、指定短期入所療養介護の事業について準

用されるものであるため、第３の一の３の⑶から⑺まで、⑽、⑿、⒂、

(24)、(25)、(27)から(30)まで（(29)の②を除く。）及び(32)、第３の二の３の⑷、第

３の三の３の⑵、第３の六の３の⑸及び⑺、第３の八の３の⑴、⑵、⒄及

び⒆を参照されたい。この場合において、準用される居宅基準第 101 条

第１項については、当該病院、診療所又は介護老人保健施設の従事者の

日々の勤務時間、常勤・非常勤の別等を勤務表上明確にし、人員に関する

基準が満たされていることを明らかにする必要があることとしたもので

あることに留意するものとする。 

なお、厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供

に係る基準等二のハの⑵及び居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係

る利用料等に関する指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関す

る取扱いは、居宅基準第 32 条に関する第３の一の３の(24)の①に準ずるも

のとする。 

⒁ 準用 

居宅基準第 155 条の規定により、居宅基準第９条から第 13条まで、第

15 条、第 16 条、第 19 条、第 21 条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条、

第 33 条、第 35 条から第 38 条まで（第 36 条の２第２項を除く。）、第 52

条、第 101 条、第 103 条、第 118 条、第 125 条、第 126 条第２項及び第

139 条の規定は、指定短期入所療養介護の事業について準用されるもの

であるため、第３の一の３の⑶から⑺まで、⑽、⑿、⒂、(24)、(25)、(27)から

(30)まで（(29)の②を除く。）及び(32)、第３の二の３の⑷、第３の三の３の⑵、

第３の六の３の⑸及び⑺並びに第３の八の３の⑴、⑵及び⒄を参照され

たい。この場合において、準用される居宅基準第 101 条第１項について

は、当該病院、診療所又は介護老人保健施設の従事者の日々の勤務時間、

常勤・非常勤の別等を勤務表上明確にし、人員に関する基準が満たされ

ていることを明らかにする必要があることとしたものであることに留意

するものとする。 

３ ユニット型指定短期入所療養介護の事業 

⑴～⑷ （略） 

３ ユニット型指定短期入所療養介護の事業 

⑴～⑷ （略） 
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⑸ 指定短期入所療養介護の取扱方針 

①・② （略） 

③ ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、居宅基準第 155 条の６

第６項の規定に基づき、身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し、２年間保存し

なければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、当該記録は主治医が診療録に行わなければならないものとす

る。 

⑸ 指定短期入所療養介護の取扱方針  

①・②（略） 

（新設） 

 

④ 居宅基準第 155 条の６第８項第１号の「身体的拘束等の適正化のた

めの対策を検討する委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対

策を検討する委員会であり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理

者及び従業者より構成する場合のほか、これらの職員に加えて、第三

者や専門家を活用した構成とすることが望ましく、その方策として、

精神科専門医等の専門医の活用等も考えられる。また、関係する職種、

取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置し

ている場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

ユニット型指定短期入所療養介護事業者が、報告、改善のための方

策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施

設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、

決して従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが

必要である。 

（新設） 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状

況、背景等を記録するとともに、イの様式に従い、身体的拘束等に
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ついて報告すること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析

し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適

正性と適正化策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

⑤ ユニット型指定短期入所療養介護事業者が整備する「身体的拘束等

の適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事

項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

二 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関

する基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

（新設） 

⑥ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための

研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な

知識を普及・啓発するとともに、当該指定短期入所療養介護事業者に

おける指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定短期入所療

養介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教

育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的拘

束等の適正化の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修

の実施は、職員研修事業所内での研修で差し支えない。 

（新設） 

⑶ 設備の基準 

① 居宅基準第 155 条の 4 第１項は、介護老人保健施設の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第 40 号)第 141 条

の規定と同趣旨であるため、「介護老人保健施設の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準について」(平成 12 年３月 17 日老企第 44 号)

⑶ 設備の基準 

① 居宅基準第 155 条の 4 第１号は、介護老人保健施設の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第 40 号)第 141 条

の規定と同趣旨であるため、「介護老人保健施設の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準について」(平成 12 年３月 17 日老企第 44 号)
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の第五の３の内容を参照されたい。 の第五の３の内容を参照されたい。 

② 同条第４号は、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関す

る基準（平成 30 年厚生労働省令第５号）第 45 条の規定と同趣旨であ

るため、「介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準に

ついて」（平成 30 年３月 22 日老老発 0322 第１号）の第六の３の内容

を参照されたい。 

② 同条第５号は、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関す

る基準（平成 30 年厚生労働省令第５号）第 45 条の規定と同趣旨であ

るため、「介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準に

ついて」（平成 30 年３月 22 日老老発 0322 第１号）の第六の３の内容

を参照されたい。 

③ 同条第２項及び３項における具体的な取扱いは以下のとおりである

こと。 

イ ユニットケアを行うためには、入院患者の自律的な生活を保障す

る病室（使い慣れた家具等を持ち込むことのできる個室）と、少人

数の家庭的な雰囲気の中で生活できる共同生活室（居宅での居間に

相当する部屋）が不可欠であることから、ユニット型の療養病床を

有する病院又は診療所は、施設全体を、こうした病室と共同生活室

によって一体的に構成される場所（ユニット）を単位として構成し、

運営しなければならない。 

ロ  利用者が、自室のあるユニットを超えて広がりのある日常生活を

楽しむことができるよう、他のユニットの利用者と交流したり、多

数の利用者が集まったりすることのできる場所を設けることが望ま

しい。 

ハ ユニット（第２項第２号イ） 

ユニットは、居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近

い日常の生活の中でケアを行うというユニットケアの特徴を踏まえ

たものでなければならない。 

ニ 病室（第２項第２号イ⑴及び第３項第２号イ⑴） 

ａ 前記イのとおりユニットケアには個室が不可欠なことから、病

室の定員は１人とする。ただし、夫婦で病室を利用する場合など

サービスの提供上必要と認められる場合は、２人部屋とすること

ができる。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の共同生活室に近接して一体的に設けなければならない。この場

合、「当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設け」られる

病室とは、次の３つをいう。 

(ⅰ) 当該共同生活室に隣接している病室 

(ⅱ) 当該共同生活室に隣接してはいないが、イの病室と隣接して

③ 同条第２号から第５号までは、指定介護療養型医療施設の人員、

設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 41 号）第 39 条、

第 40 条及び第 41 条の規定と同趣旨であるため、「指定介護療養型医

療施設の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成 12 年３

月 17 日老企第 45 号）の第５の３の内容を参照されたい。 
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いる病室 

(ⅲ) その他当該共同生活室に近接して一体的に設けられている病

室（他の共同生活室のイ及びロに該当する病室を除く。） 

ｃ ユニットの入居定員 

ユニット型の療養病床を有する病院又は診療所は、各ユニット

において利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を

営むことを支援するものであることから、一のユニットの入居定

員は、おおむね 10 人以下とすることを原則とする。 

ただし、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、

自律的な日常生活を営むことを支援するのに支障がないと認めら

れる場合には利用者の定員が 15 人までのユニットも認める。 

ｄ 病室の面積等 

ユニット型の療養病床を有する病院又は診療所では、居宅に近

い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常の生活の中でケ

アを行うため、利用者は長年使い慣れた箪笥などの家具を持ち込

むことを想定しており、病室は次のいずれかに分類される。 

(ⅰ) ユニット型個室 

一の病室の床面積は、10・65平方メートル以上（病室内に洗

面設備が設けられているときはその面積を含み、病室内に便所

が設けられているときはその面積を除く。）とするとともに、身

の回りの品を保管することができる設備は、必要に応じて備え

れば足りることとしている。 

また、利用者へのサービス提供上必要と認められる場合に２

人部屋とするときは 21・３平方メートル以上とすること。 

(ⅱ) ユニット型個室的多床室（経過措置） 

令和３年４月１日に現に存するユニット型の療養病床を有す

る病院又は診療所（基本的な設備が完成しているものを含み、

令和３年４月１日以降に増築され、又は全面的に改築された部

分を除く。）において、ユニットに属さない病室を改修してユニ

ットが造られている場合であり、床面積が、10・65 平方メート

ル以上（病室内に洗面設備が設けられているときはその面積を

含み、病室内に便所が設けられているときはその面積を除く。）

であるもの。この場合にあっては、利用者同士の視線が遮断さ

れ、利用者のプライバシーが十分に確保されていれば、天井と
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壁との間に一定の隙間が生じていても差し支えない。 

壁については、家具等のように可動のもので室内を区分した

だけのものは認められず、可動でないものであって、プライバ

シーの確保のために適切な素材であることが必要である。 

病室であるためには、一定程度以上の大きさの窓が必要であ

ることから、多床室を仕切って窓のない病室を設けたとしても

個室的多床室としては認められない。 

また、病室への入口が、複数の病室で共同であったり、カー

テンなどで仕切られているに過ぎないような場合には、十分な

プライバシーが確保されているとはいえず、個室的多床室とし

ては認められないものである。 

なお、ユニットに属さない病室を改修してユニットを造る場

合に、病室がイの要件を満たしていれば、ユニット型個室に分

類される。 

ホ 共同生活室（第２項第２号イ(2)及び第３項第２号イ(2)） 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユ

ニットの利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所とし

てふさわしい形状を有するものでなければならない。このために

は、次の２つの要件を満たす必要がある。 

(ⅰ) 他のユニットの利用者が、当該共同生活室を通過することな

く、施設内の他の場所に移動することができるようになっている

こと。 

(ⅱ) 当該ユニットの利用者全員とその介護等を行う職員が１度に

食事をしたり、談話等を楽しんだりすることが可能な備品を備え

た上で、当該共同生活室内を車椅子が支障なく通行できる形状が

確保されていること。 

ｂ 共同生活室の床面積 

共同生活室の床面積について「標準とする」とされている趣旨

は、病室の床面積について前記⑷の⑤にあるのと同様である。 

ｃ 共同生活室には、介護を必要とする者が食事をしたり、談話等

を楽しんだりするのに適したテーブル、椅子等の備品を備えなけ

ればならない。 

また、利用者が、その心身の状況に応じて家事を行うことがで

きるようにする観点から、簡易な流し・調理設備を設けることが
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望ましい。 

ト 洗面設備（第２項第２号ロ及び第３項第２号ロ） 

洗面設備は、病室ごとに設けることが望ましい。ただし、共同生

活室ごとに適当数設けることとしても差し支えない。この場合にあ

っては、共同生活室内の１か所に集中して設けるのではなく、２か

所以上に分散して設けることが望ましい。なお、病室ごとに設ける

方式と、共同生活室ごとに設ける方式とを混在させても差し支えな

い。 

チ 便所（第２項第２号イ⑷及び第３項第２号イ⑷） 

便所は、病室ごとに設けることが望ましい。ただし、共同生活室

ごとに適当数設けることとしても差し支えない。この場合にあって

は、共同生活室内の１か所に集中して設けるのではなく、２か所以

上に分散して設けることが望ましい。なお、病室ごとに設ける方式

と、共同生活室ごとに設ける方式とを混在させても差し支えない。 

リ 浴室 

浴室は、病室のある階ごとに設けることが望ましい。 

ヌ 浴室や機能訓練室等の設備については、療養病床を有する病院又

は診療所における短期入所療養介護の指定を受けた病棟と受けない

病棟とで共用することは当然認められるが、その場合には、利用者

数等からみて必要時に使用可能な広さを有することが必要である。 

ル 「火災に係る入所者の安全性が確保されている」と認められると

きは、次の点を考慮して判断されたい。 

ａ 病院においては、居宅基準第 155 の４の２条第２項第２号イ⑴ 

(ⅰ)、第２項第２号イ⑴(ⅲ)、第２項第２号ロ、第２項第２号ハ、第２

項第２号二及び、診療所においては、居宅基準第 155 の４の第３

項第２号イ⑴(ⅰ)、第３項第２号イ⑴(ⅲ)、第３項第２号ロ、第３項第

２号ハ及び第３項第２号二及び以下の要件のうち、満たしていな

いものについても、一定の配慮措置が講じられていること。  

(ⅰ) 談話室は、療養病床の利用者同士や利用者とその家族が談話

を楽しめる広さを有しなければならない。 

(ⅱ) 食堂は、内法による測定で、療養病床における利用者１人に

つき１平方メートル以上の広さを有しなければならない。 

ｂ 日常における又は火災時の火災に係る安全性の確保が、利用者

が身体的、精神的に障害を有する者であることにかんがみてなさ
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れていること。 

ｃ 管理者及び防火管理者は、当該療養病床を有する病院又は診療

所の建物の燃焼性に対する知識を有し、火災の際の危険性を十分

認識するとともに、職員等に対して、火気の取扱いその他火災予

防に関する指導監督、防災意識の高揚に努めること。 

ｄ 定期的に行うこととされている避難等の訓練は、当該療養病床

を有する病院又は診療所の建物の燃焼性を十分に勘案して行うこ

と。 

⑷～⑽ （略） ⑷～⑽ （略） 

⑾ 準用 

居宅基準第 155 条の 12 の規定により、第 144 条、第 147 条から第 149

条まで、第 154 条の２及び第 155 条の規定は、ユニット型指定短期入所

生活介護の事業について準用されるものであるため、第３の九の２の⑶

から⑸まで、⑼及び⑾から⒂までを参照されたい。 

なお、厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供

に係る基準等二のハの⑵及び居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係

る利用料等に関する指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関す

る取扱いは、居宅基準第 32 条に関する第３の一の３の(24)の①に準ずるも

のとする。 

⑾ 準用 

居宅基準第 155 条の 12 の規定により、第 144 条、第 147 条から第 149

条まで、第 154 条の２及び第 155 条の規定は、ユニット型指定短期入所

生活介護の事業について準用されるものであるため、第３の九の２の⑶

から⑸まで、⑼及び⑾から⒁までを参照されたい。 

一〇 特定施設入居者生活介護 一〇 特定施設入居者生活介護 

１ 人員に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 生産性向上に取り組む施設における看護職員及び介護職員の員数の柔

軟化 

居宅基準第 175 条第９項については、生産性向上の取組に当たっての

必要な安全対策について検討した上で、見守り機器等の複数のテクノロ

ジーの活用、職員間の適切な役割分担等の取組により、介護サービスの

質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められる指定特定施設

に係る当該指定特定施設ごとに置くべき看護職員及び介護職員の合計数

について、常勤換算方法で、要介護者である利用者の数が３（要支援者の

場合は 10）又はその端数を増すごとに 0.9 以上であることと規定したも

のである。適用にあたっての留意点等については、別途通知（「「指定居宅

サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」等における生産

性向上に先進的に取り組む特定施設等に係る人員配置基準の留意点につ

１ 人員に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

（新設） 
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いて」によるものとする。 

⑷・⑸ （略） 

 

⑷・⑸ （略） 

２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 利用料等の受領 

① 居宅基準第 182 条第１項、第２項及び第４項の規定は、指定訪問介

護に係る第 20 条第１項、第２項及び第４項の規定と同趣旨であるた

め、第３の一の３の⑾の①、②及び④を参照されたい。 

② （略） 

⑷ 利用料等の受領 

① 居宅基準第 182 条第１項、第２項及び第４項の規定は、指定訪問介

護に係る第 20 条第１項、第２項及び第４項の規定と同趣旨であるた

め、第３の三の３の⑾の①、②及び④を参照されたい。 

② （略） 

⑸ 指定特定施設入居者生活介護の提供の取扱方針 

① 居宅基準第 183 条第４項及び第５項は、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない

こととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 191 条の３第２項の規定に基づき、当該記録は、

２年間保存しなければならない。 

⑸ 指定特定施設入居者生活介護の提供の取扱方針 

① 居宅基準第 183 条第４項及び第５項は、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない

こととしたものである。 

② 同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会であり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、看護職員、介護職

員、生活相談員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を

明確にするとともに、身体的拘束等の適正化対応策を担当する者を決

めておくことが必要である。なお、同一事業所内での複数担当(※)の兼

務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者として

の職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各

事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を適切に把握

している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がないと

考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

② 同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」（以下「身体的拘束適正化検討委員会」という。）とは、身体

的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、幅広い職種

（例えば、施設長（管理者）、看護職員、介護職員、生活相談員）によ

り構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、

専任の身体的拘束等の適正化対応策を担当する者を決めておくことが

必要である。 

なお、身体的拘束適正化検討委員会は、関係する職種、取り扱う事

項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的

拘束適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ま

しい。また、身体的拘束適正化検討委員会には、第三者や専門家を活
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しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

なお、身体的拘束等適正化検討委員会は、関係する職種、取り扱う

事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的

拘束等適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望

ましい。また、身体的拘束等適正化検討委員会には、第三者や専門家

を活用することが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門

医の活用等が考えられる。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定特定施設が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目

的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情報共有し、今後

の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を目的

としたものではないことに留意することが必要である。具体的には、

次のようなことを想定している。 

イ・ロ （略） 

へ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロより報告された事例

を集計し、分析すること。 

ニ～ヘ （略） 

用することが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の

活用等が考えられる。 

また、身体的拘束適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生

労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守すること。 

指定特定施設が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目

的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情報共有し、今後

の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を目的

としたものではないことに留意することが必要である。具体的には、

次のようなことを想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

へ 身体的拘束適正化検討委員会において、ロより報告された事例を

集計し、分析すること。 

ニ～ヘ （略） 

③ 指定特定施設が整備する「身体的拘束等の適正化のための指針」に

は、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ （略） 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ～ト （略） 

③ 指定特定施設が整備する「身体的拘束等の適正化のための指針」に

は、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ （略） 

ロ 身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ～ト （略） 

④ （略） ④ （略） 

⑹・⑺ （略） ⑹・⑺ （略） 

⑻ 口腔衛生の管理 

居宅基準第 185 条の２は、特定施設入居者生活介護事業者の入居者に

（新設） 
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対する口腔衛生の管理について、入居者の口腔の健康状態に応じて、以

下の手順により計画的に行うべきことを定めたものである。別途通知

（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取

組について」）も参照されたい。 

① 当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生

士が、当該施設の介護職員に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言

及び指導を年２回以上行うこと。 

② ①の技術的助言及び指導に基づき、以下の事項を記載した、入所者

の口腔衛生の管理体制に係る計画を作成するとともに、必要に応じて、

定期的に当該計画を見直すこと。なお、口腔衛生の管理体制に係る計

画に相当する内容を特定施設サービス計画の中に記載する場合はその

記載をもって口腔衛生の管理体制に係る計画の作成に代えることがで

きるものとすること。 

イ 助言を行った歯科医師 

ロ 歯科医師からの助言の要点 

ハ 具体的方策 

ニ 当該施設における実施目標 

ホ 留意事項・特記事項 

③ 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対

する口腔清掃等に係る技術的助言及び指導又は②の計画に関する技術

的助言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生

指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。 

なお、当該施設と計画に関する技術的助言及び指導を行う歯科医師

又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士においては、実施事項等につ

いて文書で取り決めること。 

また、当該義務付けの適用に当たっては、指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和

６年厚生労働省令第 16 号）附則第５条において、３年間の経過措置を

設けており、令和９年３月 31日までの間は、努力義務とされている。 

⑼～⑿ （略） ⑻～⑾ （略） 

⒀ 業務継続計画の策定等 

① 居宅基準第 192 条の規定により指定特定施設入居者生活介護の事業

について準用される居宅基準第 30 条の２は、指定特定施設入居者生活

介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継

⑿ 業務継続計画の策定等 

① 居宅基準第 192 条の規定により指定特定施設入居者生活介護の事業

について準用される居宅基準第 30 条の２は、指定特定施設入居者生活

介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継
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続して指定特定施設入居者生活介護の提供を受けられるよう、業務継

続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、指定認知症対

応型共同生活介護事業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレー

ション）を実施しなければならないこととしたものである。なお、業務

継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、居宅基準第 192 条

の規定により指定特定施設入居者生活介護の事業について準用される

居宅基準第 30 条の２に基づき事業所に実施が求められるものである

が、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むこ

とが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての

従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

   

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画、感

染症の予防及びまん延の防止のための指針、災害に係る業務継続計画

並びに非常災害に関する具体的計画については、それぞれに対応する

項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差

し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

続して指定特定施設入居者生活介護の提供を受けられるよう、業務継

続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、指定認知症対

応型共同生活介護事業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレー

ション）を実施しなければならないこととしたものである。なお、業務

継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、居宅基準第 192 条

の規定により指定特定施設入居者生活介護の事業について準用される

居宅基準第 30 条の２に基づき事業所に実施が求められるものである

が、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むこ

とが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての

従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

  なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

３条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⒁  衛生管理等 

① （略） 

② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるも

のであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支

えない。 

⒀ 衛生管理等 

① （略） 

② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるも

のであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支

えない。 
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イ～ハ （略） 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

４条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

イ～ハ （略） 

⒂ 協力医療機関等 

居宅基準第 191 条は、特定施設の入居者の病状の急変時等に対応する

ための協力医療機関をあらかじめ定めておくこと、新興感染症の診療等

を行う医療機関と新興感染症発生時等における対応を取り決めるよう努

めること、歯科医療の確保の観点からあらかじめ協力歯科医療機関を定

めておくよう努めること等を規定したものであること。 

協力医療機関及び協力歯科医療機関は、特定施設から近距離にあるこ

とが望ましい。 

① 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の入院や休日夜間等

における対応について円滑な協力を得るため、協力医療機関との間で

あらかじめ必要な事項を取り決めておくものとする。 

② 協力医療機関との連携（第２項） 

特定施設入居者介護の入居者の病状の急変時等に、相談対応や診療

を行う体制を常時確保した協力医療機関を定めるよう努めなければな

らない。  

連携する医療機関は、在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所、地

域包括ケア病棟(200 床未満)を持つ医療機関等の在宅医療を支援する

地域の医療機関（以下、在宅療養支援病院等）と連携を行うことが想

定される。なお、令和６年度診療報酬改定において新設される地域包

括医療病棟を持つ医療機関は、前述の在宅療養支援病院等を除き、連

携の対象として想定される医療機関には含まれないため留意するこ

と。 

③ 協力医療機関との連携に係る届け出（第３項） 

協力医療機関と実効性のある連携体制を確保する観点から、年に１

回以上、協力医療機関と入居者の急変時等における対応を確認し、当

該医療機関の名称や当該医療機関との取り決めの内容等を都道府県に

届け出ることを義務づけたものである。届出については、別紙１によ

るものとする。協力医療機関の名称や契約内容の変更があった場合に

は、速やかに都道府県知事に届け出ること。 

④ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携（第４項） 

⒁ 協力医療機関等 

① 居宅基準第 191 条第１項及び第２項の協力医療機関及び協力歯科医

療機関は、特定施設から近距離にあることが望ましい。 

 

 

 

 

 

② 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の入院や休日夜間等

における対応について円滑な協力を得るため、協力医療機関との間で

あらかじめ必要な事項を取り決めておくものとする。 
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特定施設入居者介護事業者の入居者における新興感染症の発生時等

に、感染者の診療等を迅速に対応できる体制を平時から構築しておく

ため、感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関であ

る病院又は診療所との新興感染症発生時等における対応を取り決める

よう努めることとしたものである。 

取り決めの内容としては、流行初期期間経過後（新興感染症の発生

の公表後４か月程度から６カ月程度経過後）において、特定施設入居

者介護事業者の入居者が新興感染症に感染した場合に、相談、診療、

入院の要否の判断、入院調整等を行うことが想定される。なお、第二

種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの連携を行

うことを妨げるものではない。 

⑤ 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合（第５項） 

協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合には、第３項で

定められた入居者の急変時等における対応の確認と合わせ、当該協力

医療機関との間で、新興感染症の発生時等における対応について協議

を行うことを義務付けるものである。協議の結果、当該協力医療機関

との間で新興感染症の発生時等の対応の取り決めがなされない場合も

考えられるが、協力医療機関のように日頃から連携のある第二種協定

指定医療機関と取り決めを行うことが望ましい。 

⑥ 医療機関に入院した入居者の退院後の受け入れ（第６項） 

「速やかに入居させることができるよう努めなければならない」と

は、必ずしも退院後に再入居を希望する入居者のために常に居室を確

保しておくということではなく、できる限り円滑に再入居できるよう

努めなければならないということである。 

⒃ （略） ⒂ （略） 

⒄ 居宅基準第 192 条の規定により指定特定施設入居者生活介護の事業に

ついて準用される居宅基準第 37 条の２は、虐待の防止に関する事項につ

いて規定したものである。虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳の

保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、

指定特定施設入居者生活介護事業者は虐待の防止のために必要な措置を

講じなければならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した

場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止

法」という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、入居

⒃ 居宅基準第 192 条の規定により指定特定施設入居者生活介護の事業に

ついて準用される居宅基準第 37 条の２は、虐待の防止に関する事項につ

いて規定したものである。虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳

の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高

く、指定特定施設入居者生活介護事業者は虐待の防止のために必要な措

置を講じなければならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生

した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対

する支援等に関する法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待

防止法」という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、
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者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待

の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定特定施設入居者生活介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重

に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、

第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従

業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢

者虐待防止法等に規定する養介護施設の従業者としての責務・適切な

対応等を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定特定施設の従業者は、虐待等を発見しやすい立場にあることか

ら、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相

談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。

また、入居者及びその家族からの虐待等に係る相談、入居者から市町

村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定特定施設入居者生活介護事業者は当該通報の手続が迅速

かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力する

よう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

 

 

 

①～③ （略） 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定特定施設における虐待を防止するための体制として、①から③

までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置くことが必要で

ある。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従

業者が務めることが望ましい。なお、同一事業所内での複数担当(※)の

兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者とし

ての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の

入居者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点か

ら虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定特定施設入居者生活介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重

に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、

第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従

業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢

者虐待防止法等に規定する養介護施設の従業者としての責務・適切な

対応等を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定特定施設の従業者は、虐待等を発見しやすい立場にあることか

ら、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相

談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。

また、入居者及びその家族からの虐待等に係る相談、入居者から市町

村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定特定施設入居者生活介護事業者は当該通報の手続が迅速

かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力する

よう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２

条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定特定施設における虐待を防止するための体制として、①から③

までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが

必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同

一の従業者が務めることが望ましい。 
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各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を適切に把

握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がない

と考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

⒅ （略） ⒄ （略） 

 ⒆ 準用 

居宅基準第 192 条の規定により、居宅基準第 11 条、第 12条、第 21

条、第 26 条、第 30 条の２、第 32 条から第 34 条まで、第 35 条、第 36

条、第 37 条から第 38 条まで、第 51 条、第 52 条、第 103 条、第 104

条、第 132 条及び第 139 条の２の規定は、指定特定施設入居者生活介

護の事業に準用されるものであるため、第３の一の３の⑸、⑹、⑿、

⒂、(24)、(25)、(27)、(28)、(30)及び(32)、第３の二の３の⑶及び⑷、第３の六の

３の⑻並びに第３の八の３の⑻及び⒆を参照されたい。 

⒅ 準用 

居宅基準第 192 条の規定により、居宅基準第 11 条、第 12 条、第 21 条、

第 26 条、第 30 条の２、第 32 条から第 34 条まで、第 35 条、第 36 条、

第 37 条から第 38 条まで、第 51 条、第 52 条、第 103 条、第 104 条及び

第 132 条の規定は、指定特定施設入居者生活介護の事業に準用されるも

のであるため、第３の一の３の⑸、⑹、⑿、⒂、(24)、(25)、(27)、(28)、(30)及び

(32)、第３の二の３の⑶及び⑷、第３の六の３の⑻並びに第３の八の３の

⑻を参照されたい。 

十の二 （略） 十の二 （略） 

十一 福祉用具貸与 十一 福祉用具貸与 

１・２（略） 

３ 運営に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

１・２（略） 

３ 運営に関する基準 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 指定福祉用具貸与の具体的取扱方針及び福祉用具貸与計画の作成 

① （略） 

② 同条第２号の対象福祉用具（以下「対象福祉用具」という。）に係る

指定福祉用具貸与の提供に当たっては、同号の規定に基づき、福祉用

具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できること

や、それぞれのメリット及びデメリット等、利用者の選択に当たって

必要な情報を提供しなければならない。 

また、提案に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変化の

観点から、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門

員、居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等の担当

者等から聴取した意見又は、退院・退所時カンファレンス又はサービ

ス担当者会議といった多職種による協議の結果を踏まえた対象福祉用

⑶ 指定福祉用具貸与の具体的取扱方針及び福祉用具貸与計画の作成 

① （略） 

（新設） 
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具の利用期間の見通しを勘案するものとする。 

なお、提案に当たっては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士からのいずれかの意見を介護支援専門員等と連携するなどの方法に

より聴取するものとするが、利用者の安全の確保や自立を支援する必

要性から遅滞なくサービス提供を行う必要があるなど、やむを得ない

事情がある場合は、この限りではない。 

③ 同条第４号は、指定福祉用具貸与の提供に当たっての調整、説明及

び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、電動車いす、

移動用リフト等の使用に際し安全性の面から注意が必要な福祉用具に

ついては、訓練操作の必要性等利用に際しての注意事項について十分

説明するものとする。また、自動排泄処理装置等の使用に際し衛生管

理の面から注意が必要な福祉用具については、利用者又は家族等が日

常的に行わなければならない衛生管理（洗浄、点検等）について十分説

明するものとする。 

なお、同号の「福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対

応等を記載した文書」は、当該福祉用具の製造事業者、指定福祉用具

貸与事業者等の作成した取扱説明書をいうものである。 

② 同条第３号は、指定福祉用具貸与の提供に当たっての調整、説明及

び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、電動車いす、

移動用リフト等の使用に際し安全性の面から注意が必要な福祉用具に

ついては、訓練操作の必要性等利用に際しての注意事項について十分

説明するものとする。また、自動排泄処理装置等の使用に際し衛生管

理の面から注意が必要な福祉用具については、利用者又は家族等が日

常的に行わなければならない衛生管理（洗浄、点検等）について十分説

明するものとする。 

なお、同号の「福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対

応等を記載した文書」は、当該福祉用具の製造事業者、指定福祉用具

貸与事業者等の作成した取扱説明書をいうものである。 

④ 同条第５号は、指定福祉用具貸与の提供に当たっての随時の使用方

法の確認及び指導・修理について規定したものであるが、特に自動排

泄処理装置等の使用に際し衛生管理の面から注意が必要な福祉用具に

ついては、当該福祉用具の製造事業者が規定するメンテナンス要領等

に則り、定期的な使用状況の確認、衛生管理、保守・点検を確実に実施

すること。 

③ 同条第４号は、指定福祉用具貸与の提供に当たっての随時の使用方

法の確認及び指導・修理について規定したものであるが、特に自動排

泄処理装置等の使用に際し衛生管理の面から注意が必要な福祉用具に

ついては、当該福祉用具の製造事業者が規定するメンテナンス要領等

に則り、定期的な使用状況の確認、衛生管理、保守・点検を確実に実施

すること。 

⑤ 同条第６号及び第７号は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたも

のである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 204 条の２第２項の規定に基づき、当該記録は、

２年間保存しなければならない。 

（新設） 
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⑥ 同条第８号は、居宅サービス計画に指定福祉用具貸与が位置づけら

れる場合、主治の医師からの情報伝達及びサービス担当者会議の結果

を踏まえ、介護支援専門員は、当該計画へ指定福祉用具貸与の必要な

理由の記載が必要となるため、福祉用具専門相談員は、これらのサー

ビス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための助言及び

情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

また、必要に応じて随時、介護支援専門員は、同様の手続により、そ

の必要な理由を記載した内容が、現在の利用者の心身の状況及びその

置かれている環境等に照らして、妥当なものかどうかの検証が必要と

なるため、福祉用具専門相談員は、サービス担当者会議等を通じて、

福祉用具の適切な選定のための助言及び情報提供を行う等の必要な措

置を講じなければならない。 

④ 同条第５号は、居宅サービス計画に指定福祉用具貸与が位置づけら

れる場合、主治の医師からの情報伝達及びサービス担当者会議の結果

を踏まえ、介護支援専門員は、当該計画へ指定福祉用具貸与の必要な

理由の記載が必要となるため、福祉用具専門相談員は、これらのサー

ビス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための助言及び

情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

また、必要に応じて随時、介護支援専門員は、同様の手続により、そ

の必要な理由を記載した内容が、現在の利用者の心身の状況及びその

置かれている環境等に照らして、妥当なものかどうかの検証が必要と

なるため、福祉用具専門相談員は、サービス担当者会議等を通じて、

福祉用具の適切な選定のための助言及び情報提供を行う等の必要な措

置を講じなければならない。 

⑦ 同条第９号は、利用者が適切な福祉用具を選択するための情報の提

供について規定したものであるが、その提供に当たっては、現在の利

用者の心身の状況及びその置かれている環境等に照らして行うものと

する。 

⑤ 同条第６号は、利用者が適切な福祉用具を選択するための情報の提

供について規定したものであるが、その提供に当たっては、現在の利

用者の心身の状況及びその置かれている環境等に照らして行うものと

する。 

⑧ 福祉用具貸与計画の作成 

イ （略） 

ロ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画には、福祉用具の利用

目標、具体的な福祉用具の機種、当該機種を選定した理由、当該福

祉用具貸与計画の実施状況の把握（以下ホにおいて「モニタリング」

という。）を行う時期等を記載すること。その他、関係者間で共有す

べき情報（福祉用具使用時の注意事項等）がある場合には、留意事

項に記載すること。 

なお、福祉用具貸与計画の様式については、各事業所ごとに定め

るもので差し支えない。 

ハ・ニ （略） 

ホ 同条第５項から第７項までは、福祉用具専門相談員に対して、福

祉用具貸与計画に記載した時期にモニタリングを行うとともに、そ

の際、居宅サービスの提供状況等について記録し、その記録を居宅

介護支援事業者に報告することを義務づけるものである。当該報告

は、居宅介護支援事業者において、福祉用具貸与が居宅介護サービ

ス計画に即して適切に提供されているかどうか、また、当該福祉用

具貸与計画策定時からの利用者の身体の状況等の変化を踏まえ、利

⑥ 福祉用具貸与計画の作成 

イ （略） 

ロ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画には、福祉用具の利用目

標、具体的な福祉用具の機種、当該機種を選定した理由等を記載する

こと。その他、関係者間で共有すべき情報（福祉用具使用時の注意事項

等）がある場合には、留意事項に記載すること。 

なお、福祉用具貸与計画の様式については、各事業所ごとに定める

もので差し支えない。 

 

 

ハ・ニ （略） 

（新設） 
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用中の福祉用具が適切かどうかなどを確認するために行うものであ

る。福祉用具専門相談員は、当該モニタリングの結果により、解決

すべき課題の変化が認められるなどの場合においては、当該居宅介

護支援事業者とも相談の上、必要に応じて当該福祉用具貸与計画の

変更を行うこと。 

また、対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては、

利用開始時から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い、福

祉用具の利用の必要性を確認するとともに、必要に応じて、利用者

の選択に当たって必要な情報の提供を行う。当該検討に当たっては、

リハビリテーション会議又はサービス担当者会議といった多職種が

協議する場を活用するほか、関係者への聴取による方法も考えられ

る。なお、やむを得ない事情により利用開始時から六月以内にモニ

タリングを実施できなかった場合については、実施が可能となった

時点において、可能な限り速やかにモニタリングを実施するものと

する。 

⑷～⑻ （略） ⑷～⑻ （略） 

⑼ 記録の整備 

居宅基準第 204 条の２により、整備すべき記録は以下のとおりである

こと。なお、居宅基準第 204条の２第２項の「その完結の日」とは、同項

第１号、第２号及び第５号から第７号までの記録については、個々の利

用者につき、契約の終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者

の死亡、利用者の自立を含む。）により一連のサービス提供が終了した日、

同項第３号の記録については、居宅基準第 203 条第４項に規定する福祉

用具の保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせる場合の当該事

業者の業務の実施状況について確認した日を指すものとする。 

① 福祉用具貸与計画 

② 提供した個々の指定福祉用具貸与に関する記録 

③ ３の⑶の⑤の身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

④ ３の⑺の③の確認の結果の記録及び④の指示の文書 

⑤ 準用される居宅基準第 26条に係る市町村への通知に係る記録 

⑥ 準用される居宅基準第 36条第２項に係る苦情の内容等の記録 

⑦ 準用される居宅基準第 37 条第２項に係る事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

 ⑼ 記録の整備 

居宅基準第 204 条の２により、整備すべき記録は以下のとおりである

こと。なお、居宅基準第 204条の２第２項の「その完結の日」とは、同項

第１号、第２号及び第４号から第６号までの記録については、個々の利

用者につき、契約の終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者

の死亡、利用者の自立を含む。）により一連のサービス提供が終了した日、

同項第３号の記録については、居宅基準第 203 条第４項に規定する福祉

用具の保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせる場合の当該事

業者の業務の実施状況について確認した日を指すものとする。 

① 福祉用具貸与計画 

② 提供した個々の指定福祉用具貸与に関する記録 

（新設） 

 

③ ３の⑺の③の確認の結果の記録及び④の指示の文書 

④ 準用される居宅基準第 26条に係る市町村への通知に係る記録 

⑤ 準用される居宅基準第 36条第２項に係る苦情の内容等の記録 

⑥ 準用される居宅基準第 37 条第２項に係る事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 
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⑽ （略） ⑽ （略） 

４ （略） ４ （略） 

十二 特定福祉用具販売 十二 特定福祉用具販売 

１・２（略） １・２（略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶（略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶（略） 

⑷ 指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針及び特定福祉用具販売計画の

作成 

① （略） 

⑷ 指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針及び特定福祉用具販売計画の

作成 

① （略） 

② 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、同

条第２号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいず

れかを利用者が選択できることや、それぞれのメリット及びデメリッ

ト等、利用者の選択に当たって必要な情報を提供しなければならない。 

また、提案に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変化の

観点から、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門

員、居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等の担当

者等から聴取した意見又は、退院・退所時カンファレンス又はサービ

ス担当者会議といった多職種による協議の結果を踏まえた対象福祉用

具の利用期間の見通しを勘案するものとする。 

なお、提案に当たっては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士からのいずれかの意見を介護支援専門員等と連携するなどの方法に

より聴取するものとするが、利用者の安全の確保や自立を支援する必

要性から遅滞なくサービス提供を行う必要があるなど、やむを得ない

事情がある場合は、この限りではない。 

（新設） 

③ 同条第４号は、指定特定福祉用具販売の提供に当たっての調整、説

明及び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、腰掛便

座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際し衛生面から注意

が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際しての注

意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「福祉用具の使用方

法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書」は、当該特定

福祉用具の製造事業者、指定特定福祉用具販売事業者等の作成した取

扱説明書をいうものである。 

② 同条第３号は、指定特定福祉用具販売の提供に当たっての調整、説

明及び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、腰掛便

座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際し衛生面から注意

が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際しての注

意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「福祉用具の使用方

法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書」は、当該特定

福祉用具の製造事業者、指定特定福祉用具販売事業者等の作成した取

扱説明書をいうものである。 

④ 同条第８号は、居宅サービス計画に指定特定福祉用具販売が位置づ

けられる場合、主治の医師からの情報伝達及びサービス担当者会議の

③ 同条第４号は、居宅サービス計画に指定特定福祉用具販売が位置づ

けられる場合、主治の医師からの情報伝達及びサービス担当者会議の
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結果を踏まえ、介護支援専門員は、当該計画へ指定特定福祉用具販売

の必要な理由の記載が必要となるため、福祉用具専門相談員は、これ

らのサービス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための

助言及び情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

結果を踏まえ、介護支援専門員は、当該計画へ指定特定福祉用具販売

の必要な理由の記載が必要となるため、福祉用具専門相談員は、これ

らのサービス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための

助言及び情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

⑤ 対象福祉用具に係るサービスを提供した福祉用具専門相談員は利用

者等に対し、福祉用具の不具合時の連絡等使用に当たっての要請が行

えるよう連絡先を情報提供するものとする。 

（新設） 

⑥ 特定福祉用具販売計画の作成 

イ～ハ （略） 

ニ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、

当該計画の作成後、少なくとも１回、当該計画に記載した目標の達

成状況の確認を行うものとする。なお、目標の達成状況の確認方法

は、訪問に限らず、本人や関係者へのテレビ電話装置等の活用によ

る聴取等も含まれるものとし、テレビ電話装置等の活用に際しては、

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情

報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守するものとす

る。 

ホ （略） 

④ 特定福祉用具販売計画の作成 

イ～ハ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ （略） 

⑦ 同条第６号及び第７号は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたも

のである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 215 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年

間保存しなければならない。 

（新設） 

⑸～⑺ （略） ⑸～⑺ （略） 

⑻ 記録の整備 

居宅基準第 215 条により、整備すべき記録は以下のとおりであること。

なお、居宅基準第 204 条の２第２項の「その完結の日」とは、個々の利

⑻ 記録の整備 

居宅基準第 215 条により、整備すべき記録は以下のとおりであること。

なお、居宅基準第 204 条の２第２項の「その完結の日」とは、個々の利
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用者につき、契約終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の

死亡、利用者の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を指す

ものとする。 

① 特定福祉用具販売計画 

② 提供した個々の指定特定福祉用具販売に関する記録 

③ ３の⑷の⑦の身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

④ 準用される居宅基準第 26条に係る市町村への通知に係る記録 

⑤ 準用される居宅基準第 36条第２項に係る苦情の内容等の記録 

⑥ 準用される居宅基準第 37 条第２項に係る事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

用者につき、契約終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の

死亡、利用者の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を指す

ものとする。 

① 特定福祉用具販売計画 

② 提供した個々の指定特定福祉用具販売に関する記録 

（新設） 

 

③ 準用される居宅基準第 26条に係る市町村への通知に係る記録 

④ 準用される居宅基準第 36条第２項に係る苦情の内容等の記録 

⑤ 準用される居宅基準第 37 条第２項に係る事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

⑼ （略） ⑼ （略） 

第４ 介護予防サービス 第４ 介護予防サービス 

一・二 （略） 一・二 （略） 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ （略） 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ （略） 

２ 介護予防訪問看護 

⑴ （略） 

⑵ 指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針 

①・② （略） 

２ 介護予防訪問看護 

⑴ （略） 

⑵ 指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針 

①・② （略） 

③ 同条第 10 号及び第 11 号は、指定介護予防訪問看護の提供に当たっ

ては、医学の進歩に沿った適切な看護技術をもって対応できるよう、

新しい看護技術の習得等、研鑽を積むことを定めたものである。また、

第９号においては、医学の立場を堅持し、広く一般に認められていな

い看護等については行ってはならないこととしている。 

③ 同条第８号及び第９号は、指定介護予防訪問看護の提供に当たって

は、医学の進歩に沿った適切な看護技術をもって対応できるよう、新

しい看護技術の習得等、研鑽を積むことを定めたものである。また、第

９号においては、医学の立場を堅持し、広く一般に認められていない

看護等については行ってはならないこととしている。 

④ 同条第 12 号から第 15 号は、介護予防訪問看護計画に定める計画期

間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）、当該モニタリ

ングの結果も踏まえた介護予防訪問看護報告書の作成、当該報告書の

内容の担当する介護予防支援事業者への報告及び主治医への定期的な

提出を義務づけたものである。 

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に、訪問を行った日、提供し

た看護内容、介護予防訪問看護計画書に定めた目標に照らしたサービ

ス提供結果等を記載する。なお、当該報告書は、訪問の都度記載する

記録とは異なり、主治医に定期的に提出するものをいい、当該報告書

④ 同条第 10 号から第 13 号は、介護予防訪問看護計画に定める計画期

間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）、当該モニタリ

ングの結果も踏まえた介護予防訪問看護報告書の作成、当該報告書の

内容の担当する介護予防支援事業者への報告及び主治医への定期的な

提出を義務づけたものである。 

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に、訪問を行った日、提供し

た看護内容、介護予防訪問看護計画書に定めた目標に照らしたサービ

ス提供結果等を記載する。なお、当該報告書は、訪問の都度記載する

記録とは異なり、主治医に定期的に提出するものをいい、当該報告書
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の記載と先に主治医に提出した介護予防訪問看護計画書（当該計画書

を予防基準第 76 条第 15 号において診療記録の記載をもって代えた場

合を含む。）の記載において重複する箇所がある場合は、当該報告書に

おける重複箇所の記載を省略しても差し支えないこととする。 

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に記載する内容について、担

当する介護予防支援事業者に報告するとともに、当該報告書自体は、

主治医に提出するものとする。 

また、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定介護予防訪問

看護を提供している利用者については、介護予防訪問看護計画書及び

介護予防訪問看護報告書は、看護職員（准看護師を除く。）と理学療法

士、作業療法士若しくは言語聴覚士が連携し作成すること。作成に当

たり、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供するものも含め

介護予防訪問看護の内容を一体的に介護予防訪問看護計画書に記載す

るとともに、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供した指定

介護予防訪問看護の内容とその結果等を記載した文書を添付するこ

と。なお、管理者にあっては、介護予防訪問看護計画に沿った実施状

況を把握し、計画書及び報告書に関し、助言、指導等必要な管理を行

わなければならない。 

の記載と先に主治医に提出した介護予防訪問看護計画書（当該計画書

を予防基準第 76 条第 15 号において診療記録の記載をもって代えた場

合を含む。）の記載において重複する箇所がある場合は、当該報告書に

おける重複箇所の記載を省略しても差し支えないこととする。 

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に記載する内容について、担

当する介護予防支援事業者に報告するとともに、当該報告書自体は、

主治医に提出するものとする。 

また、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定介護予防訪問

看護を提供している利用者については、介護予防訪問看護計画書及び

介護予防訪問看護報告書は、看護職員（准看護師を除く。）と理学療法

士、作業療法士若しくは言語聴覚士が連携し作成すること。作成に当

たり、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供するものも含め

介護予防訪問看護の内容を一体的に介護予防訪問看護計画書に記載す

るとともに、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供した指定

介護予防訪問看護の内容とその結果等を記載した文書を添付するこ

と。なお、管理者にあっては、介護予防訪問看護計画に沿った実施状

況を把握し、計画書及び報告書に関し、助言、指導等必要な管理を行

わなければならない。 

⑤ 同条第 17 号は、指定介護予防訪問看護事業所が保険医療機関である

場合は、主治医への介護予防訪問看護計画書の提出は、診療記録への

記載をもって代えることができることとしたものであり、「訪問看護計

画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（平成 12 年３月 30 日老

企第 55 号）に定める訪問看護計画書を参考に事業所ごとに定めるもの

で差し支えない。 

⑤ 同条第 15 号は、指定介護予防訪問看護事業所が保険医療機関である

場合は、主治医への介護予防訪問看護計画書の提出は、診療記録への

記載をもって代えることができることとしたものであり、「訪問看護計

画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（平成 12 年３月 30 日老

企第 55 号）に定める訪問看護計画書を参考に事業所ごとに定めるもの

で差し支えない。 

⑥ （略） ⑥ （略） 

３ 介護予防訪問リハビリテーション 

⑴ 指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針 

予防基準第 85 条にいう指定介護予防訪問リハビリテーションの基本

取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

① （略） 

（削る） 

３ 介護予防訪問リハビリテーション 

⑴ 指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針 

予防基準第 85 条にいう指定介護予防訪問リハビリテーションの基本

取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

① （略） 

② 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定介護予

防訪問リハビリテーションの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテー

ションの目的に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中の
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留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基準、

当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等の指示を行う

こと。 

（削る） ③ 介護予防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、１人ひ

とりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活

を営むことができるよう支援することを目的として行われるものであ

ることに留意しつつ行うこと。 

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組

が不可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利用者の意

欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、様々な工夫を

して、適切な働きかけを行うよう努めること。 

④ 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、利用者

の心身の状態、リハビリテーションの内容やそれを提供する目的、具

体的な方法、リハビリテーションに必要な環境の整備、療養上守るべ

き点及び療養上必要な目標等、療養上必要な事項について利用者及び

家族に理解しやすいよう指導又は説明を行うこと。 

また、介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的

な取組が不可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利用

者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、様々な

工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。 

③・④ （略） 

（削る） 

⑤・⑥ （略） 

⑦ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事

業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リ

ハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫など

の情報を伝達していること。 

⑵ 指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針 

① 予防基準第 86 条第１号及び第２号は、医師及び理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士は、介護予防訪問リハビリテーション計画を作成

しなければならないこととしたものである。介護予防訪問リハビリテ

ーション計画の作成に当たっては、主治医又は主治の歯科医師からの

情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用

者の病状、心身の状況、置かれている環境等を把握・分析し、指定介護

予防訪問リハビリテーションの提供によって解決すべき問題状況を明

らかにした上で（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標

を明確にし、提供するサービスの具体的内容、期間等を定めるものと

する。また、進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直

すこと。なお、介護予防訪問リハビリテーション計画の様式について

⑵ 指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針 

① 予防基準第 86 条第１号から第３号は、医師及び理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士は、介護予防訪問リハビリテーション計画を作成

しなければならないこととしたものである。介護予防訪問リハビリテ

ーション計画の作成に当たっては、主治医又は主治の歯科医師からの

情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用

者の病状、心身の状況、置かれている環境等を把握・分析し、指定介護

予防訪問リハビリテーションの提供によって解決すべき問題状況を明

らかにした上で（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標

を明確にし、提供するサービスの具体的内容、期間等を明らかにする

ものとする。なお、既に介護予防サービス計画が作成されている場合

には、当該計画に沿って介護予防訪問リハビリテーション計画を立案
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は、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体

的取組について」に示す様式を参考に作成すること。 

する。介護予防訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評

価し、必要に応じて当該計画を見直していること。 

② 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定介護予

防訪問リハビリテーションの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテー

ションの目的に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中の

留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基準、

当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等の指示を行う

こと。 

（新設） 

③ 介護予防訪問リハビリテーション計画は、介護予防サービス計画に

沿って作成されなければならないことから、介護予防訪問リハビリテ

ーション計画の作成後に介護予防サービス計画が作成された場合は、

当該介護予防訪問リハビリテーション計画が介護予防サービス計画に

沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。 

（新設） 

④ 介護予防訪問リハビリテーション計画は、利用者の日常生活全般の

状況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、サー

ビス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、その内容

について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけるもの

である。医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、介護

予防訪問リハビリテーション計画の目標や内容等（利用者の心身の状

態、リハビリテーションの内容やそれを提供する目的、具体的な方法、

リハビリテーションに必要な環境の整備、療養上必要な事項など）に

ついて、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うとと

もに、その実施状況や評価についても説明を行うものとする。 

② 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又はそ

の家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護予防訪問

リハビリテーション計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を

踏まえて作成されなければならないものであり、その内容について説

明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることにより、サ

ービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようとするもの

である。医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、介護

予防訪問リハビリテーション計画の目標や内容等について、利用者又

はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うとともに、その実施状

況や評価についても説明を行うものとする。 

また、介護予防訪問リハビリテーション計画を作成した際には、当

該リハビリテーション計画書を遅滞なく利用者に交付しなければなら

ず、当該リハビリテーション計画書は、予防基準第 83 条第２項の規定

に基づき、２年間保存しなければならないこととしている。 

⑤ 医療機関から退院した利用者に対し介護予防訪問リハビリテーショ

ン計画を作成する場合には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の

高いリハビリテーションを行う観点から、当該医療機関が作成したリ

ハビリテーション実施計画書等を入手し、当該利用者に係るリハビリ

テーションの情報を把握しなければならない。 

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に

（新設） 
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係る文書を用いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実

施計画書の内容（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の

実施及び一体的取組について」の別紙様式２－２－１の項目である「本

人・家族等の希望」「健康状態、経過」「心身機能・構造」「活動」「リハ

ビリテーションの短期目標」「リハビリテーションの長期目標」「リハ

ビリテーションの方針」「本人・家族への生活指導の内容（自主トレ指

導含む）」「リハビリテーション実施上の留意点」「リハビリテーション

の見直し・継続理由」「リハビリテーションの終了目安」）が含まれて

いなければならない。 

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供

されない場合においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日

付を記録に残すこと。 

⑥ 同条第７号は、指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が、指

定介護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、

リハビリテーション会議の開催等を通じて、指定介護予防訪問リハビ

リテーション及び指定介護予防通所リハビリテーションの目標並びに

当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性のと

れた介護予防訪問リハビリテーション計画を作成した場合について

は、介護予防通所リハビリテーション計画に係る基準を満たすことに

よって、介護予防訪問リハビリテーション計画に係る基準を満たして

いるとみなすことができることとしたものであること。 

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、

共通目標を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割

を明確にした上で、利用者に対して一連のサービスとして提供できる

よう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な提供

内容等を１つの計画として分かりやすく記載するよう留意すること。 

（新設） 

⑦ 指定介護予防通所リハビリテーション及び指定介護予防訪問リハビ

リテーションにおいて整合性のとれた計画に従いリハビリテーション

を実施した場合には、診療記録を一括して管理しても差し支えないも

のであること。 

（新設） 

⑧ 同条第 12 号は、指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当た

っては、医学の進歩に沿った適切な技術をもって対応できるよう、新

しい技術の習得等、研鑽を積むことを定めたものである。 

③ 同条第８号は、指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当た

っては、医学の進歩に沿った適切な技術をもって対応できるよう、新

しい技術の習得等、研鑽を積むことを定めたものである。 

⑨ 同条第 14 号から第 16 号は、事業者に対して介護予防サービスの提 ④ 同条第 10 号から第 12 号は、介護予防訪問リハビリテーション計画
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供状況等について介護予防支援事業者に対する報告及び介護予防訪問

リハビリテーション計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づ

けるものである。介護予防支援事業者に対する報告については、サー

ビスが介護予防サービス計画に即して適切に提供されているかどう

か、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異なることと

なっていないか等を確認するために行うものであり、毎月行うことと

している。 

また、併せて、事業者は介護予防訪問リハビリテーション計画に定

める計画期間が終了するまでに１回はモニタリングを行い、利用者の

介護予防訪問リハビリテーション計画に定める目標の達成状況の把握

等を行うとともに、当該モニタリングの結果により、解決すべき課題

の変化が認められる場合等については、担当する介護予防支援事業者

等とも相談の上、必要に応じて当該介護予防訪問リハビリテーション

計画の変更を行うこととしたものである。 

に定める計画期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリン

グ）、当該モニタリング結果の記録の作成、当該記録の担当する介護予

防支援事業者への報告を義務づけたものである。 

⑩ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、指定介護予防支援事業者等を通じて、指定訪

問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者

に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の

工夫などの情報を伝達していること。 

（新設） 

（削る） ⑤ 介護予防サービス計画に基づきサービスを提供している指定介護予

防訪問リハビリテーション事業者については、介護予防訪問リハビリ

テーション計画の作成に当たっては、利用者の状況を把握・分析し、介

護予防訪問リハビリテーションの提供によって解決すべき問題状況を

明らかにし（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標を明

確にし、担当する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供する

サービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにするものとする。

なお、介護予防訪問リハビリテーション計画の様式については、事業

所ごとに定めるもので差し支えない。 

４ （略） ４ （略） 

５ 介護予防通所リハビリテーション 

⑴ 指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針 

予防基準第 85 条にいう指定介護予防訪問リハビリテーションの基本

取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

（削る） 

５ 介護予防通所リハビリテーション 

⑴ 指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針 

予防基準第 85 条にいう指定介護予防訪問リハビリテーションの基本

取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

① 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、介護予
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①～③ （略） 

防とは、単に高齢者の運動機能や栄養改善といった特定の機能の改善

だけを目指すものではなく、これらの心身機能の改善や環境調整等を

通じて、１人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自

立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的として行

われるものであることに留意しつつ行うこと。 

②～④ （略） 

⑵ 指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針 

① 予防基準第 125 条第１号及び第２号は、医師及び理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士は、介護予防通所リハビリテーション計画を作

成しなければならないこととしたものである。介護予防通所リハビリ

テーション計画の作成に当たっては、主治医又は主治の歯科医師から

の情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利

用者の病状、心身の状況、置かれている環境等を把握・分析し、介護予

防通所リハビリテーションの提供によって解決すべき問題状況を明ら

かにし（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標を明確に

し、提供するサービスの具体的内容、期間等を定めるものとする。ま

た、進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直すこと。

なお、介護予防通所リハビリテーション計画の様式については、「リハ

ビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につ

いて」に示す様式を参考に作成すること。 

⑵ 指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針 

① 予防基準第 125 条第１号及び第２号は、医師及び理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士は、介護予防通所リハビリテーション計画を作

成しなければならないこととしたものである。介護予防通所リハビリ

テーション計画の作成に当たっては、主治医又は主治の歯科医師から

の情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利

用者の状況を把握・分析し、介護予防通所リハビリテーションの提供

によって解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメント）、これに基

づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体的内

容、所要時間、日程等を明らかにするものとする。なお、介護予防通所

リハビリテーション計画の様式については、事業所ごとに定めるもの

で差し支えない。介護予防通所リハビリテーション計画の進捗状況を

定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。 

② （略） 

（削る） 

② （略） 

③ リハビリテーション会議の構成員は、医師、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、指定介護予防支援等基準省令第２条に規定する担当

職員、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービ

ス等の担当者、看護師、准看護師、介護職員、介護予防・日常生活支援

総合事業のサービス担当者及び保健師等とすること。 

指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、リハビリテーショ

ン会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利

用者の状況等に関する情報を当該構成員と共有するよう努めること。 

なお、リハビリテーション会議は、利用者及びその家族の参加を基

本とするものであるが、家庭内暴力等によりその参加が望ましくない

場合や、家族が遠方に住んでいる等によりやむを得ず参加できない場

合は、必ずしもその参加を求めるものではないこと。 

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、サー
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ビス担当者の事由等により、構成員がリハビリテーション会議を欠席

した場合は、速やかに当該会議の内容について欠席者との情報共有を

図ること。 

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この③にお

いて「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装

置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、

テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

③ 介護予防通所リハビリテーション計画は、介護予防サービス計画に

沿って作成されなければならないことから、介護予防通所リハビリテ

ーション計画の作成後に介護予防サービス計画が作成された場合は、

当該介護予防通所リハビリテーション計画が介護予防サービス計画に

沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。 

④ 同条第３号は、介護予防通所リハビリテーション計画は、介護予防

サービス計画に沿って作成されなければならないこととしたものであ

る。 

なお、介護予防通所リハビリテーション計画の作成後に介護予防サ

ービス計画が作成された場合は、当該介護予防通所リハビリテーショ

ン計画が介護予防サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に

応じて変更するものとする。 

④ 介護予防通所リハビリテーション計画は、利用者の日常生活全般の

状況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、サー

ビス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、その内容

について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけるもの

である。医師等の従業者は、介護予防通所リハビリテーション計画の

目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で

説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うもの

とする。 

⑤ 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又はそ

の家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護予防通所

リハビリテーション計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を

踏まえて作成されなければならないものであり、その内容について説

明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることにより、サ

ービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようとするもの

である。医師等の従業者は、介護予防通所リハビリテーション計画の

目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で

説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うもの

とする。 

また介護予防通所リハビリテーション計画を作成した際には、当該

リハビリテーション計画書を遅滞なく利用者に交付しなければなら

ず、当該リハビリテーション計画書は、予防基準第 122 条第２項の規

定に基づき、２年間保存しなければならないこととしている。 

⑤ 医療機関から退院した利用者に対し介護予防通所リハビリテーショ

ン計画を作成する場合には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の

（新設） 
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高いリハビリテーションを行う観点から、当該医療機関が作成したリ

ハビリテーション実施計画書等を入手し、当該利用者に係るリハビリ

テーションの情報を把握しなければならない。 

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に

係る文書を用いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実

施計画書の内容（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の

実施及び一体的取組について」の別紙様式２－２－１の項目である「本

人・家族等の希望」「健康状態、経過」「心身機能・構造」「活動」「リハ

ビリテーションの短期目標」「リハビリテーションの長期目標」「リハ

ビリテーションの方針」「本人・家族への生活指導の内容（自主トレ指

導含む）」「リハビリテーション実施上の留意点」「リハビリテーション

の見直し・継続理由」「リハビリテーションの終了目安」）が含まれて

いなければならない。 

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供

されない場合においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日

付を記録に残すこと。 

⑥ 同条第７号は、指定介護予防通所リハビリテーション事業者が、指

定介護予防訪問リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、

リハビリテーション会議の開催等を通じて、指定介護予防通所リハビ

リテーション及び指定介護予防訪問リハビリテーションの目標並びに

当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性のと

れた介護予防通所リハビリテーション計画を作成した場合について

は、介護予防訪問リハビリテーション計画に係る基準を満たすことに

よって、介護予防通所リハビリテーション計画に係る基準を満たして

いるとみなすことができることとしたものであること。 

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、

共通目標を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割

を明確にした上で、利用者に対して一連のサービスとして提供できる

よう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な提供

内容等を一つの計画として分かりやすく記載するよう留意すること。 

⑥ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者が、指定介護予防訪問

リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテー

ション会議の開催等を通じて、指定介護予防通所リハビリテーション

及び指定介護予防訪問リハビリテーションの目標及び当該目標を踏ま

えたリハビリテーション提供内容について整合性のとれた介護予防通

所リハビリテーション計画を作成した場合については、予防基準第 86

条第２項から第５項の基準を満たすことによって、予防基準第 125 条

第２項から第５項の基準を満たしているとみなすことができることと

したものであること。 

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、

共通目標を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割

を明確にした上で、利用者に対して一連のサービスとして提供できる

よう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な提供

内容等を一つの計画として分かりやすく記載するよう留意すること。 

⑦ 指定介護予防通所リハビリテーション及び指定介護予防訪問リハビ

リテーションにおいて整合性のとれた計画に従いリハビリテーション

を実施した場合には、診療記録を一括して管理しても差し支えないも

のであること。 

⑦ 指定介護予防通所リハビリテーション及び指定介護予防訪問リハビ

リテーションにおいて整合性のとれた計画に従いリハビリテーション

を実施した場合には、予防基準第 125 条第 10 項に規定する診療記録を

一括して管理しても差し支えないものであること。 
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⑧ 同条第 12 号は、指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当た

っては、介護技術の進歩に対応した適切なサービスが提供できるよう、

常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることとした

ものである。 

⑧ 同条第８号は、指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当た

っては、介護技術の進歩に対応した適切なサービスが提供できるよう、

常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることとした

ものである。 

⑨ 同条第 13 号から第 15 号は、事業者に対して介護予防サービスの提

供状況等について介護予防支援事業者に対する報告及び介護予防通所

リハビリテーション計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づ

けるものである。介護予防支援事業者に対する報告については、サー

ビスが介護予防サービス計画に即して適切に提供されているかどう

か、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異なることと

なっていないか等を確認するために行うものであり、毎月行うことと

している。 

また、併せて、事業者は介護予防通所リハビリテーション計画に定

める計画期間が終了するまでに１回はモニタリングを行い、利用者の

介護予防通所リハビリテーション計画に定める目標の達成状況の把握

等を行うとともに、当該モニタリングの結果により、解決すべき課題

の変化が認められる場合等については、担当する介護予防支援事業者

等とも相談の上、必要に応じて当該介護予防通所リハビリテーション

計画の変更を行うこととしたものである。 

⑨ 同条第９号から第 11 号は、事業者に対して介護予防サービスの提供

状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務づけを行うと

ともに、介護予防通所リハビリテーション計画に定める計画期間終了

後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づけるもので

ある。介護予防支援事業者に対する実施状況等の報告については、サ

ービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供されているかどう

か、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異なることと

なっていないか等を確認するために行うものであり、毎月行うことと

している。 

また、併せて、事業者は介護予防通所リハビリテーション計画に定

める計画期間が終了するまでに１回はモニタリングを行い、利用者の

介護予防通所リハビリテーション計画に定める目標の達成状況の把握

等を行うこととしており、当該モニタリングの結果により、解決すべ

き課題の変化が認められる場合等については、担当する介護予防支援

事業者等とも相談の上、必要に応じて当該介護予防通所リハビリテー

ション計画の変更を行うこととしたものである。 

（削る） ⑩ 介護予防サービス計画に基づきサービスを提供している指定介護予

防通所リハビリテーション事業者については、第４の三の３の⑵の⑤

を準用する。この場合において、「介護予防訪問リハビリテーション計

画」とあるのは「介護予防通所リハビリテーション計画」と読み替え

る。 

⑪ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、指定介護予防支援事業者等を通じて、指定訪

問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者

に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の

工夫などの情報を伝達していること。 

⑪ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事

業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リ

ハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫など

の情報を伝達していること。 

６～８ （略） ６～８ （略） 

９ 介護予防福祉用具貸与 

⑴ （略） 

⑵ 指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針 

９ 介護予防福祉用具貸与 

⑴ （略） 

⑵ 指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針 
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① （略） 

② 対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たって

は、同条第４号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売

のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメリット及びデ

メリット等、利用者の選択に当たって必要な情報を提供しなければな

らない。 

また、提案に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変化の

観点から、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、指定介護予防

支援事業所の担当職員（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防

支援事業所の場合にあっては、介護支援専門員。以下⑶の④及び 10 の

⑵の②において同じ。）、介護予防サービス計画の原案に位置づけた指

定介護予防サービス等の担当者等から聴取した意見又は、退院・退所

時カンファレンス又はサービス担当者会議といった多職種による協議

の結果を踏まえた対象福祉用具の利用期間の見通しを勘案するものと

する。 

なお、提案に当たっては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士からのいずれかの意見を介護支援専門員等と連携するなどの方法に

より聴取するものとするが、利用者の安全の確保や自立を支援する必

要性から遅滞なくサービス提供を行う必要があるなど、やむを得ない

事情がある場合は、この限りではない。 

① （略） 

（新設） 

③ 同条第６号は、指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっての調整、

説明及び使用方法の指導について規定したものである。同号の「福祉

用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書」

は、当該福祉用具の製造事業者、指定介護予防福祉用具貸与事業者等

の作成した取扱説明書をいうものである。 

また、自動排泄処理装置等の使用に際し衛生管理の面から注意が必要

な福祉用具については、利用者又は家族等が日常的に行わなければな

らない衛生管理（洗浄、点検等）について十分説明するものとする。 

② 同条第５号は、指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっての調整、

説明及び使用方法の指導について規定したものである。同号の「福祉

用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書」

は、当該福祉用具の製造事業者、指定介護予防福祉用具貸与事業者等

の作成した取扱説明書をいうものである。 

また、自動排泄処理装置等の使用に際し衛生管理の面から注意が必

要な福祉用具については、利用者又は家族等が日常的に行わなければ

ならない衛生管理（洗浄、点検等）について十分説明するものとする。 

④ 同条第７号は、福祉用具の修理については、専門的な技術を有する

者に行わせても差し支えないが、この場合にあっても、福祉用具専門

相談員が責任をもって修理後の点検を行うものとする。 

特に自動排泄処理装置等の使用に際し衛生管理の面から注意が必要

な福祉用具については、当該福祉用具の製造事業者が規定するメンテ

ナンス要領等に則り、定期的な使用状況の確認、衛生管理、保守・点検

③ 同条第６号は、福祉用具の修理については、専門的な技術を有する

者に行わせても差し支えないが、この場合にあっても、福祉用具専門

相談員が責任をもって修理後の点検を行うものとする。 

特に自動排泄処理装置等の使用に際し衛生管理の面から注意が必要

な福祉用具については、当該福祉用具の製造事業者が規定するメンテ

ナンス要領等に則り、定期的な使用状況の確認、衛生管理、保守・点検
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を確実に実施すること。 を確実に実施すること。 

⑤ 同条第 10 号は、利用者が適切な福祉用具を選択するための情報の提

供について規定したものであるが、その提供に当たっては、現在の利

用者の心身の状況及びその置かれている環境等に照らして行うものと

する。 

④ 同条第７号は、利用者が適切な福祉用具を選択するための情報の提

供について規定したものであるが、その提供に当たっては、現在の利

用者の心身の状況及びその置かれている環境等に照らして行うものと

する。 

⑶ 介護予防福祉用具貸与計画の作成 

① 予防基準第 278 条の２第１項は、福祉用具専門相談員は、介護予防

福祉用具貸与計画を作成しなければならないこととしたものである。

介護予防福祉用具貸与計画作成に当たっては、福祉用具の利用目標、

具体的な福祉用具の機種、当該機種を選定した理由、当該介護予防福

祉用具貸与計画の実施状況の把握（以下④において「モニタリング」と

いう。）を行う時期等を明らかにするものとする。その他、関係者間で

共有すべき情報（福祉用具使用時の注意事項等）がある場合には、留意

事項に記載すること。 

なお、介護予防福祉用具貸与計画の様式については、各事業所ごと

に定めるもので差し支えない。 

②・③ （略） 

④ 同条第５項から第７項までは、福祉用具専門相談員に対して、介護

予防福祉用具貸与計画に記載した時期にモニタリングを行うととも

に、その際、介護予防サービスの提供状況等について記録し、その記録

を指定介護予防支援事業者に報告することを義務づけるものである。

当該報告は、介護予防支援事業者において、介護予防福祉用具貸与が

介護予防サービス計画に即して適切に提供されているかどうか、また、

当該介護予防福祉用具貸与計画策定時からの利用者の身体の状況等の

変化を踏まえ、利用中の福祉用具が適切かどうかなどを確認するため

に行うものである。福祉用具専門相談員は、当該モニタリングの結果

により、解決すべき課題の変化が認められるなどの場合においては、

当該担当する介護予防支援事業者とも相談の上、必要に応じて当該介

護予防福祉用具貸与計画の変更を行うこと。 

また、対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当た

っては、利用開始時から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行

い、福祉用具の利用の必要性を確認するとともに、必要に応じて、利

用者の選択に当たって必要な情報の提供を行う。当該検討に当たって

は、リハビリテーション会議又はサービス担当者会議といった多職種

⑶ 介護予防福祉用具貸与計画の作成 

① 予防基準第 278 条の２第１項は、福祉用具専門相談員は、介護予防

福祉用具貸与計画を作成しなければならないこととしたものである。

介護予防福祉用具貸与計画作成に当たっては、福祉用具の利用目標、

具体的な福祉用具の機種、当該機種を選定した理由等を明らかにする

ものとする。その他、関係者間で共有すべき情報（福祉用具使用時の注

意事項等）がある場合には、留意事項に記載すること。 

なお、介護予防福祉用具貸与計画の様式については、各事業所ごと

に定めるもので差し支えない。 

 

 

②・③ （略） 

④ 同条第５項から第７項は、事業者に対して介護予防サービスの提供

状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務づけを行うと

ともに、介護予防福祉用具貸与計画に定める計画期間終了後の当該計

画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づけるものである。介護予

防支援事業者に対する実施状況等の報告については、サービスが介護

予防サービス計画に即して適切に提供されているかどうか、また、当

該計画策定時からの利用者の身体の状況等の変化を踏まえ、利用中の

福祉用具が適切かどうか等を確認するために行うものであり、必要に

応じて行うこととしている。 

ただし、事業者は介護予防福祉用具貸与計画に定める計画期間が終

了するまでに、少なくとも１回を目安としてモニタリングを行い、利

用者の介護予防福祉用具貸与計画に定める目標の達成状況の把握等を

行うよう努めることとし、当該モニタリングの結果により、解決すべ

き課題の変化が認められる場合等については、担当する介護予防支援

事業者とも相談の上、必要に応じて当該介護予防福祉用具貸与計画の

変更を行うこと。 
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が協議する場を活用するほか、関係者への聴取による方法も考えられ

る。なお、やむを得ない事情により利用開始時から６月以内にモニタ

リングを実施できなかった場合については、実施が可能となった時点

において、可能な限り速やかにモニタリングを実施するものとする。 

 

10 特定介護予防福祉用具販売 

⑴ （略） 

⑵ 指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針 

① （略） 

② 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっ

ては、同条第３号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定福祉用具販

売のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメリット及び

デメリット等、利用者の選択に当たって必要な情報を提供しなければ

ならない。 

また、提案に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変化の

観点から、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士指定介護予防支

援事業所の担当職員（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支

援事業所の場合にあっては、介護支援専門員。以下⑶の④及び 10 の⑵

の②において同じ。）、介護予防サービス計画の原案に位置づけた指定

介護予防サービス等の担当者等から聴取した意見又は、退院・退所時

カンファレンス又はサービス担当者会議といった多職種による協議の

結果を踏まえた対象福祉用具の利用期間の見通しを勘案するものとす

る。 

なお、提案に当たっては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士からのいずれかの意見を介護支援専門員等と連携するなどの方法に

より聴取するものとするが、利用者の安全の確保や自立を支援する必

要性から遅滞なくサービス提供を行う必要があるなど、やむを得ない

事情がある場合は、この限りではない。 

③ 同条第５号は、指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっての

調整、説明及び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、

腰掛便座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際し衛生面か

ら注意が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際し

ての注意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「特定介護予防

福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した

文書」は、当該特定介護予防福祉用具の製造事業者、指定特定介護予防

10 特定介護予防福祉用具販売 

⑴ （略） 

⑵ 指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針 

① （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 同条第４号は、指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっての

調整、説明及び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、

腰掛便座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際し衛生面か

ら注意が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際し

ての注意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「特定介護予防

福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した

文書」は、当該特定介護予防福祉用具の製造事業者、指定特定介護予防
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福祉用具販売事業者等の作成した取扱説明書をいうものである。 

④ 同条第９号は、介護予防サービス計画に指定特定介護予防福祉用具

販売が位置づけられる場合、主治の医師等からの情報伝達及びサービ

ス担当者会議の結果を踏まえ、指定介護予防支援等基準第２条第１項

に規定する担当職員（以下④において「担当職員」という。）は、当該

計画へ指定特定介護予防福祉用具販売の必要な理由の記載が必要とな

るため、福祉用具専門相談員は、これらのサービス担当者会議等を通

じて、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基

本として、特定介護予防福祉用具の適切な選定のための助言及び情報

提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

⑤ 対象福祉用具に係るサービスを提供した福祉用具専門相談員は利用

者等に対し、福祉用具の不具合時の連絡等使用に当たっての要請が行

えるよう連絡先を情報提供するものとする。 

⑶ 特定介護予防福祉用具販売計画の作成 

①～③ （略） 

④ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、当

該計画の作成後、少なくとも１回、当該計画に記載した目標の達成状

況の確認を行うものとする。なお、目標の達成状況の確認方法は、訪問

に限らず、本人や関係者へのテレビ電話装置等の活用による聴取等も

含まれるものとし、テレビ電話装置等の活用に際しては、個人情報保

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」を遵守するものとする。 

⑤ （略） 

福祉用具販売事業者等の作成した取扱説明書をいうものである。 

③ 同条第５号は、介護予防サービス計画に指定特定介護予防福祉用具

販売が位置づけられる場合、主治の医師等からの情報伝達及びサービ

ス担当者会議の結果を踏まえ、指定介護予防支援等基準第２条に規定

する担当職員（以下③において「担当職員」という。）は、当該計画へ

指定特定介護予防福祉用具販売の必要な理由の記載が必要となるた

め、福祉用具専門相談員は、これらのサービス担当者会議等を通じて、

「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本と

して、特定介護予防福祉用具の適切な選定のための助言及び情報提供

を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（新設） 

 

 

⑶ 特定介護予防福祉用具販売計画の作成 

①～③ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

④ （略） 

第５ 雑則 第５ 雑則 

１・２ （略） １・２ （略） 

３ 令和６年４月から５月までの取扱い 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部

を改正する省令（令和６年厚生労働省令第 16 号）において、訪問看護、訪

問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハビリテーション、介護

予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理

指導及び介護予防通所リハビリテーション（以下「訪問看護等」という。）

に係る改正は令和６年６月施行となっているところ、令和６年４月から５

月までの間の訪問看護等については、「「指定居宅サービスに要する費用の

 （新設） 
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額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用

具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の一部改正について」

（令和６年３月 15 日老高発 0315001 号老認発 0315001 号老健発 0315001

号）による改正前の本通知を参照すること。 

  

別紙１ （新設） 

 



（別紙１）

令和 年 月 日

各許可権者 殿

ー ）

□ 1  (介護予防)特定施設入居者生活介護 □ 2  地域密着型特定施設入居者生活介護
□ 3  (介護予防)認知症対応型共同生活介護 □ 4  介護老人福祉施設
□ 5 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 □ 6  介護老人保健施設
□ 7  介護医療院 □ 8  養護老人ホーム
□ 9  軽費老人ホーム

ー ）

備考 1 各協力医療機関との協力内容が分かる書類（協定書等）を添付してください。

2

3 協力医療機関や協力医療機関との契約内容に変更があった場合には速やかに届出を行ってください。

診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。
特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、軽費老人ホームは第１号及び第２号
「3か月以内に地域の在宅療養支援病院等をリストアップし協議先を検討する」など具体的な計画を記載

（※2） 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
（※3）
（※4）

（※6）

各サービス種別における協力医療機関に係る施設基準は裏面を参照。

関係書類 別添のとおり

特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、軽費老人ホームについては「施
設基準（※1）第3号の規定を満たす協力病院」の欄の記載は不要です。

（※1）

（※5）

※在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、地域包括ケア病棟を持つ医療機関(200床未満)、在宅療養後方支援病
院等を想定

協議を行う予定時期 令和　　　年　　　　月

(協議を行う予定の医療機関がない場合)
基準を満たす協力医療機関を定める
ための今後の具体的な計画（※6）

上記以外の協力医療機関
医療機関名 医療機関コード

医療機関名（複数可）

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名
医療機関名 医療機関コード

施
設
基
準
第
1
号
、

第
2
号
及
び
第
3
号
の
規
定
を
満

た
す
協
力
医
療
機
関
を
定
め
て
い
な
い
場
合

(

※
5

)

第1号から第3号の規定(※5)にあたり
過去1年間に協議を行った医療機関数

協議をした医療機関との対応の
取り決めが困難であった理由

(過去1年間に協議を行っていない場合)
医療機関と協議を行わなかった理由

届出後1年以内に協議を行う
予定の医療機関

医療機関名 医療機関コード

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名

協
力
医
療
機
関

①施設基準（※1）第1号（※2）
　の規定を満たす協力医療機関

医療機関名 医療機関コード

（事業所・施設種別４～８のみ）

③施設基準（※1）第3号（※4）
　の規定を満たす協力病院

医療機関名 医療機関コード

②施設基準（※1）第2号（※3）
　の規定を満たす協力医療機関

医療機関名 医療機関コード

(郵便番号
　

事業所番号

事業所・施設種別

代表者の職・氏名 職名 氏名

各指定権者

協力医療機関に関する届出書

届
　
出
　
者

フリガナ
名　　称

事務所・施設の所在地
(郵便番号
　
　(ビルの名称等)

連 絡 先 電話番号 FAX番号

代表者の住所



（各サービス種別における協力医療機関に係る施設基準）
特定施設入居者生活介護　　　　　　　　　　：指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第191条第2項
地域密着型特定施設入居者生活介護　　　　　：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第127条第2
項
認知症対応型共同生活介護　　　　　　　　　：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第105条第2
項
介護老人福祉施設　　　　　　　　　　　　　：指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第28条第1項
地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護   ：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第152条第1
項
介護老人保健施設　　　　　　　　　　　　　：介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第30条第1項
介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　：介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第34条第1項



 
別紙 11 

○ 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（平成18年３月31日老計発第0331004号、老振発第

0331004号、老老発第0331017号）（抄）  

 

1 

新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 総論 

１ （略） 

第２ 総論 

１ （略） 

２ 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしている

ところであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意

味をより明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であっ

て、定義規定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

２ 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしている

ところであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意

味をより明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であっ

て、定義規定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

⑴ 「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に

換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業

所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例

えば、指定小規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活

介護事業所を併設している場合であって、ある従業者が指定小規模多機

能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者と指定認知症対応

型共同生活介護事業所の介護従業者を兼務する場合、指定小規模多機能

型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者の勤務延時間数に

は、指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業

者としての勤務時間だけを算入することとなるものであること。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介

護休業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定す

る所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治

療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に

設ける所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定

労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上

の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき

時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

⑴ 「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に

換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業

所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例

えば、指定小規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活

介護事業所を併設している場合であって、ある従業者が指定小規模多機

能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者と指定認知症対応

型共同生活介護事業所の介護従業者を兼務する場合、指定小規模多機能

型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者の勤務延時間数に

は、指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業

者としての勤務時間だけを算入することとなるものであること。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介

護休業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定す

る所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働

時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上の勤

務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間

数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 
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⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている

常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本

とする。）に達していることをいうものである。ただし、母性健康管理措

置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が講じ

られている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所とし

て整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時

間として取り扱うことを可能とする。 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所（同一敷地内に

所在する又は道路を隔てて隣接する事業所をいう。ただし、管理上支障

がない場合は、その他の事業所を含む。）の職務であって、当該事業所の

職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものにつ

いては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時

間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。例え

ば、１の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支

援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居

宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が

所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労

働基準法（昭和22年法律第49号）第65条に規定する休業（以下「産前産後

休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規

定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護

休業（以下「介護休業」という。）、同法第23条第２項の育児休業に関する

制度に準ずる措置又は同法第24条第１項（第２号に係る部分に限る。）の

規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる

措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期

間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常

勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満

たすことが可能であることとする。 

⑶ 「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている

常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本

とする。）に達していることをいうものである。ただし、母性健康管理措

置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられて

いる者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っ

ている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間とし

て取り扱うことを可能とする。 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考

えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業

者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものである

こととする。例えば、１の事業者によって行われる指定訪問介護事業所

と指定居宅介護支援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所

の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、その

勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすことと

なる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労

働基準法（昭和22年法律第49号）第65条に規定する休業（以下「産前産後

休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規

定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護

休業（以下「介護休業」という。）、同法第23条第２項の育児休業に関する

制度に準ずる措置又は同法第24条第１項（第２号に係る部分に限る。）の

規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる

措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期

間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常

勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満

たすことが可能であることとする。 

⑷・⑸ （略） ⑷・⑸ （略） 

３ （略） ３ （略） 

第３ 地域密着型サービス 第３ 地域密着型サービス 

一 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 一 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
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１ （略） １ （略） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第３条の５） 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は常勤であり、

かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。ただ

し、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他

の職務を兼ねることができるものとする。なお、管理者はオペレーター、

定期巡回サービスを行う訪問介護員等、随時訪問サービスを行う訪問介護

員等又は訪問看護サービスを行う看護師等である必要はないものである。 

①・② （略） 

③ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従

業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の

管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者へのサービス提供の場面等

で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管

理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理

者又は従事者としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施

設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰で

あると個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者に

対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合（施設における

勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊急時に

おいて管理者自身が速やかに当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所又は利用者へのサービス提供の現場に駆け付けることができ

ない体制となっている場合などは、管理業務に支障があると考えられ

る。） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第３条の５） 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は常勤であり、

かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。た

だし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、

他の職務を兼ねることができるものとする。なお、管理者はオペレータ

ー、定期巡回サービスを行う訪問介護員等、随時訪問サービスを行う訪

問介護員等又は訪問看護サービスを行う看護師等である必要はないもの

である。 

①・② （略） 

③ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の

管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等があ

る場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従事者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わ

ないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断され

る場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を

行う看護・介護職員と兼務する場合などは、管理業務に支障があると

考えられる。ただし、施設等における勤務時間が極めて限られている

職員である場合等、個別に判断の上、例外的に認める場合があっても

差し支えない。） 

３ （略） ３ （略） 

４ 運営に関する基準 

⑴～⑻ （略） 

４ 運営に関する基準 

⑴～⑻ （略） 

⑼ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

基準第３条の 15 は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、居宅

サービス計画（法第８条第 24項に規定する居宅サービス計画をいう。以

下同じ。）に沿って提供されなければならないことを規定したものであ

る。指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期巡回サービス、随時

⑼ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

基準第３条の 15 は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、居宅

サービス計画（法第８条第 23項に規定する居宅サービス計画をいう。以

下同じ。）に沿って提供されなければならないことを規定したものであ

る。指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期巡回サービス、随時
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対応サービス、随時訪問サービス及び訪問看護サービスを利用者の心身

の状況に応じて、柔軟に提供するものであり、随時の訪問を行う場合や、

定期巡回サービスの訪問時間帯又は内容等の変更を行った場合は、当該

利用者を担当する介護支援専門員に対し適宜報告を行う等、基準第３条

の 13 の趣旨を踏まえて適切な連携を図るものとする。 

対応サービス、随時訪問サービス及び訪問看護サービスを利用者の心身

の状況に応じて、柔軟に提供するものであり、随時の訪問を行う場合や、

定期巡回サービスの訪問時間帯又は内容等の変更を行った場合は、当該

利用者を担当する介護支援専門員に対し適宜報告を行う等、基準第３条

の 13 の趣旨を踏まえて適切な連携を図るものとする。 

⑽～⑿ （略） ⑽～⑿ （略） 

⒀ 利用料等の受領  

① 基準第３条の 19 第１項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、法定代理受領サービスとして提供される指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護についての利用者負担として、地域密着型介護

サービス費用基準額の１割、２割又は３割（法第 50 条又は第 69 条第

５項の規定の適用により保険給付の率が９割、８割又は７割でない場

合については、それに応じた割合）の支払を受けなければならないこ

とを規定したものである。 

②～⑤ （略） 

⒀ 利用料等の受領  

① 基準第３条の 19 第１項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、法定代理受領サービスとして提供される指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護についての利用者負担として、地域密着型介護

サービス費用基準額の１割、２割又は３割（法第 50 条又は第 69 条第

５項の規定の適用により保険給付の率が９割、８割又は７割でない場

合については、それに応じた割合）の支払を受けなければならないこ

とを規定したものである。 

②～⑤ （略） 

⒁ （略） ⒁ （略） 

⒂ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本的取扱方針及び具体的

取扱方針 

基準第３条の 21 及び第３条の 22 における指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の取扱方針について、特に留意すべきことは、次のとおりで

ある。 

①～④ （略） 

⑤ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合

に身体的拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら

ないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時

性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確

認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について

記録しておくことが必要である。 

なお、基準第３条の 40 第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間

保存しなければならない。 

⒂ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本的取扱方針及び具体的

取扱方針 

基準第３条の 21 及び第３条の 22 における指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の取扱方針について、特に留意すべきことは、次のとおり

である。 

①～④ （略） 

（新設） 
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⑥ （略） ⑥ （略） 

⒃～⒆ （略） ⒃～⒆ （略） 

⒇ 管理者等の責務 

基準第３条の 28 は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

管理者と計画作成責任者の役割分担について規定したものであり、管理

者の責務を、介護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提

供を行うため、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時か

つ適切に把握しながら、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者に基準第１

章の２第４節（運営に関する基準）を遵守させるため必要な指揮命令を

行うこととし、計画作成責任者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の利用の申込みに係る調整及びサービスの内容の管理を行うこととし

たものである。 

⒇ 管理者等の責務 

基準第３条の 28 は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

管理者と計画作成責任者の役割分担について規定したものであり、管理

者は、従業者及び業務の一元的管理並びに従業者に基準第１章の２第４

節（運営に関する基準）を遵守させるための指揮命令を、計画作成責任者

は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用の申込みに係る調整

及びサービスの内容の管理を行うこととしたものである。 

(21 ) （略） (21 ) （略） 

(22) 勤務体制の確保等 

基準第３条の 30 は、利用者に対する適切な指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供を確保するため、職員の勤務体制等について規定し

たものであるが、次の点に留意する必要がある。 

①～③ （略） 

④ 基準第３条の 30 第３項は、随時対応サービスに限り、複数の指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の間での一体的実施ができる

こととしたものである。この場合において、一体的実施ができる範囲

について市町村・都道府県を越えることを妨げるものではなく、随時

対応サービスが単なる通報受け付けサービスではないことを踏まえ、

それぞれの事業所における利用者情報（提供されている具体的なサー

ビスの内容、利用者の心身の状況や家族の状況等）、事業所周辺の医療

機関の情報、随時の気象状況や道路状況等、当該事業所が随時対応サ

ービスを行うために必要な情報が随時把握されており、かつ、平均的

な随時対応件数を踏まえて適切な体制が確実に確保されており、利用

者の心身の状況に応じて必要な対応を行うことができる場合に認めら

れるものであること。なお、一体的実施に当たっては同一法人の事業

所間に限らず、別法人の事業所間でも認められるものであるが、この

場合、契約に基づくこととし、当該契約において、当該業務に要する委

託料及び当該委託業務に要する委託料並びに利用者に関する情報の取

(22) 勤務体制の確保等 

基準第３条の 30 は、利用者に対する適切な指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供を確保するため、職員の勤務体制等について規定し

たものであるが、次の点に留意する必要がある。 

①～③ （略） 

④ 基準第３条の 30 第３項は、随時対応サービスに限り、複数の指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の間での一体的実施ができる

こととしたものである。この場合において、一体的実施ができる範囲

について市町村を越えることを妨げるものではなく、随時対応サービ

スが単なる通報受け付けサービスではないことを踏まえ、それぞれの

事業所における利用者情報（提供されている具体的なサービスの内容、

利用者の心身の状況や家族の状況等）、事業所周辺の医療機関の情報、

随時の気象状況や道路状況等、当該事業所が随時対応サービスを行う

ために必要な情報が随時把握されており、かつ、平均的な随時対応件

数を踏まえて適切な体制が確保されており、利用者の心身の状況に応

じて必要な対応を行うことができる場合に認められるものであり、全

国の利用者に対する随時対応サービスを一か所の指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所に集約するような業務形態は想定していな

い。なお、一体的実施に当たっては同一法人の事業所間に限らず、別法

人の事業所間でも認められるものであるが、この場合、契約に基づく
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扱い方法、随時訪問サービスの具体的な実施方法、事故発生時等の責

任の所在及び緊急時等の対応方法等について定めるとともに、利用者

に対して当該契約の内容についての説明を十分に行うこと。なお随時

対応サービスの一体的実施により、随時対応サービスを行わない指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所は、当該時間帯における定

期巡回サービス、随時訪問サービス及び訪問看護サービスについては、

実施しなければならないこと。 

 

 

⑤・⑥ （略） 

こととし、当該契約において、当該業務に要する委託料及び当該委託

業務に要する委託料並びに利用者に関する情報の取扱い方法、随時訪

問サービスの具体的な実施方法、事故発生時等の責任の所在及び緊急

時等の対応方法等について定めるとともに、利用者に対して当該契約

の内容についての説明を十分に行うこと。なお随時対応サービスの一

体的実施により、随時対応サービスを行わない指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所は、当該時間帯における定期巡回サービス、

随時訪問サービス及び訪問看護サービスについては、実施しなければ

ならないこと。 

⑤・⑥ （略） 

(23) 業務継続計画の策定等 

①  基準第３条の 30 の２は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続し

て指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を受けられるよう、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業

務継続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に対して、必要な研修及び

訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたもの

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第３条の 30 の２に基づき事業所に実施が求められるものである

が、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むこ

とが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての

従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

   

 

 

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

(23) 業務継続計画の策定等 

① 基準第３条の 30 の２は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を受けられるよう、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務

継続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に対して、必要な研修及び

訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたもの

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第３条の 30 の２に基づき事業所に実施が求められるものである

が、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むこ

とが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての

従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

  なお、当該義務付けの適用に当たっては、指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和

３年厚生労働省令第９号。以下「令和３年改正省令」という。）附則第

３条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定
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によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞ

れに対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定する

こととして差し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

 

 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

(24) 衛生管理等 

① （略） 

② 同条第３項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとする

こと。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え

ない。 

 

 

 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策

を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染

対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望

ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も

含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び

役割分担を明確にするとともに、感染対策を担当する者（以下「感染

対策担当者」という。）を決めておくことが必要である。なお、同一

事業所内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の

兼務については、担当者としての職務に支障がなければ差し支えな

い。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利

用者や事業所の状況を適切に把握している者など、各担当者として

の職務を遂行する上で支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望

ましい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又は

その再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、

(24) 衛生管理等 

① （略） 

② 同条第３項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いと

すること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められ

るものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも

差し支えない。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則

第４条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31

日までの間は、努力義務とされている。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、

感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成するこ

とが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外

部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバー

の責任及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担

当する者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが

必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況

に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感

染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要が

ある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像

を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を

活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委

員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切
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虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施する

ための担当者 

感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おお

むね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行す

る時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

また、感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画

像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を

活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員

会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等によ

り行うことも差し支えない。 

ロ・ハ （略） 

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの

安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これ

と一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所

に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携

等により行うことも差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ・ハ （略） 

(25) 掲示 

① 基準第３条の 32 第１項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、運営規程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの

第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した

評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選

択に資すると認められる重要事項を指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の見やすい場所に掲示することを規定したものである。

また、同条第３項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、

原則として、重要事項を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者のウェブサイトに掲載しなければならないことを規定したもので

あるが、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情

報公表システムのことをいう。なお、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うに

あたり、次に掲げる点に留意する必要がある。 

イ・ロ （略） 

ハ 介護保険法施行規則第 140 条の 44 各号に掲げる基準に該当する指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者については、介護サービ

(25) 掲示 

① 基準第３条の 32 第１項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、運営規程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの

第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した

評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選

択に資すると認められる重要事項を指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の見やすい場所に掲示することを規定したものである

が、次に掲げる点に留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

（新設） 
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ス情報制度における報告義務の対象ではないことから、基準省令第３

条の 32 第３項の規定によるウェブサイトへの掲載は行うことが望ま

しいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１

項の規定による掲示は行う必要があるが、これを同条第２項や基準省

令第 183 条第１項の規定による措置に代えることができること。 

② （略） 

 

 

 

 

 

② （略） 

(26)・(27) （略） (26)・(27) （略） 

(28) 苦情処理 

① 基準第３条の 36 第１項にいう「必要な措置」とは、具体的には、相

談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理す

るために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその

家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する対応の内容につ

いても併せて記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイト

に掲載すること等である。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱い

は、第３の一の４の(25)の①に準ずるものとする。 

②・③ （略） 

(28) 苦情処理 

① 基準第３条の 36 第１項にいう「必要な措置」とは、具体的には、相

談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理す

るために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその

家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する対応の内容につ

いても併せて記載するとともに、事業所に掲示すること等である。 

 

 

②・③ （略） 

(29) 地域との連携等 

①（略） 

②（略） 

イ～ハ （略） 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提

供するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サー

ビス情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人

のホームページへの掲載、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福

祉医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」の利用、事業所

内の外部の者にも確認しやすい場所への掲示、市町村窓口や地域包

括支援センターへの掲示等により公表することも差し支えない。 

ホ （略） 

③～⑤ （略） 

(29) 地域との連携等 

①（略） 

②（略） 

イ～ハ （略） 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供

するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービ

ス情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホ

ームページへの掲載、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所への

掲示、市町村窓口や地域包括支援センターへの掲示等により公表する

ことも差し支えない。 

 

ホ （略） 

③～⑤ （略） 

(30) （略） (30) （略） 

(31) 虐待の防止 

基準第３条の 38 の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者

の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定定期巡回・

(31) 虐待の防止 

基準第３条の 38 の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者

の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定定期巡回・
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随時対応型訪問介護看護事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じ

なければならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合

の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援

等に関する法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」

という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の

尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の

防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は高齢者の尊厳保持・

人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要

があり、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通

じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業

者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責

務・適切な対応等を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者は、虐待等

又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場に

あることから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等

に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていること

が望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利

用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は当該通報の

手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等

に協力するよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

 

 

 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

随時対応型訪問介護看護事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じ

なければならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合

の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援

等に関する法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」

という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の

尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の

防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は高齢者の尊厳保持・

人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要

があり、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通

じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業

者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責

務・適切な対応等を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者は、虐待等

又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場に

あることから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等

に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていること

が望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利

用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は当該通報の

手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等

に協力するよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２

条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 
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指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待を防止

するための体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施する

ため、担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防

止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、

同一事業所内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)

の兼務については、担当者としての職務に支障がなければ差し支えな

い。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利

用者や事業所の状況を適切に把握している者など、各担当者としての

職務を遂行する上で支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待を防止

するための体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施する

ため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、

虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望まし

い。 

(32)・(33) （略） 

５ （略） 

(32)・(33) （略） 

５ （略） 

二 夜間対応型訪問介護 二 夜間対応型訪問介護 

１ （略） １ （略） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第７条） 

指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則と

して専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、当該指

定夜間対応型訪問介護事業所のオペレーションセンター従業者（面接相

談員を含む。）又は訪問介護員等としての職務に従事する場合であって、

当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることがで

きるものとする。また、日中のオペレーションセンターサービスを実施

する場合であって、指定訪問介護事業者の指定を併せて受けて、一体的

に運営するときは、指定訪問介護事業所の職務に従事することができる

ものとし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せ

て受けて、一体的に運営するときは、以下の場合であって、当該事業所の

管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとす

る。 

① （略） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第７条） 

指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則と

して専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、当該指

定夜間対応型訪問介護事業所のオペレーションセンター従業者（面接相

談員を含む。）又は訪問介護員等としての職務に従事する場合であって、

当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることがで

きるものとする。また、日中のオペレーションセンターサービスを実施

する場合であって、指定訪問介護事業者の指定を併せて受けて、一体的

に運営するときは、指定訪問介護事業所の職務に従事することができる

ものとし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せ

て受けて、一体的に運営するときは、以下の場合であって、当該事業所の

管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとす

る。 

① （略） 
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② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設

等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、指定夜間対

応型訪問介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象

を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令

に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従事

者としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事

業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると

個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対し

サービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合（施設における勤

務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊急時に

おいて管理者自身が速やかに指定夜間対応型訪問介護事業所又は利用

者へのサービス提供の現場に駆け付けることができない体制となって

いる場合などは、管理業務に支障があると考えられる。） 

なお、管理者はオペレーションセンター従業者又は訪問介護員等で

ある必要はないものとする。 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の

管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等があ

る場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従事者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わ

ないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断され

る場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を

行う看護・介護職員と兼務する場合などは、管理業務に支障があると

考えられる。ただし、施設等における勤務時間が極めて限られている

職員である場合等、個別に判断の上、例外的に認める場合があっても

差し支えない。） 

 

 

 

 

なお、管理者はオペレーションセンター従業者又は訪問介護員等で

ある必要はないものとする。 

３ （略） ３ （略） 

４ 運営に関する基準 

⑴ 指定夜間対応型訪問介護の基本的取扱方針及び具体的取扱方針 

基準第９条及び第 10 条にいう指定夜間対応型訪問介護の取扱方針に

ついて、特に留意すべきことは、次のとおりである。 

①・②（略） 

４ 運営に関する基準 

⑴ 指定夜間対応型訪問介護の基本的取扱方針及び具体的取扱方針 

基準第９条及び第 10 条にいう指定夜間対応型訪問介護の取扱方針に

ついて、特に留意すべきことは、次のとおりである。 

①・②（略） 

③ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的

拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこ

ととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 17 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

（新設） 
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④～⑥（略） ③～⑤（略） 

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略） 

⑷ 管理者等の責務 

基準第 13 条は、指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者とオペレーシ

ョンセンター従業者の役割分担について規定したものであり、管理者の

責務を、介護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提供を

行うため、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適

切に把握しながら、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、当

該指定夜間対応型訪問介護事業所の従業者に基準第２章第４節（運営に

関する基準）を遵守させるために必要な指揮命令を行うこととし、オペ

レーションセンター従業者は、オペレーションセンターサービスのほか、

指定夜間対応型訪問介護の利用の申込みに係る調整、訪問介護員等に対

する技術指導等のサービスの内容の管理を行うこととしたものである。 

⑷ 管理者等の責務 

基準第 13 条は、指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者とオペレーシ

ョンセンター従業者の役割分担について規定したものであり、管理者は、

従業者及び業務の一元的管理並びに従業者に基準第２章第４節（運営に

関する基準）を遵守させるための指揮命令を、オペレーションセンター

従業者は、オペレーションセンターサービスのほか、指定夜間対応型訪

問介護の利用の申込みに係る調整、訪問介護員等に対する技術指導等の

サービスの内容の管理を行うものである。 

⑸～⑿ （略） ⑸～⑿ （略） 

二の二 地域密着型通所 二の二 地域密着型通所 

 １ 人員に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

 １ 人員に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 管理者（基準第 21 条） 

指定地域密着型通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則と

して専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、以下の

場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を

兼ねることができるものとする。なお、管理者は、地域密着型通所介護従

事者である必要はないものである。 

① （略） 

② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設

等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定地

域密着型通所介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる

事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮

命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等

の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であ

ると個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者に

対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合（施設におけ

⑷ 管理者（基準第 21 条） 

指定地域密着型通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則と

して専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、以下の

場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を

兼ねることができるものとする。なお、管理者は、地域密着型通所介護従

事者である必要はないものである。 

① （略） 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の

管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等があ

る場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わ

ないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断され

る場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を

行う看護・介護職員と兼務する場合などは、管理業務に支障があると

考えられる。ただし、施設における勤務時間が極めて限られている職

員である場合等、個別に判断の上、例外的に認める場合があっても差

し支えない。） 



14 

 

る勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊急

時において管理者自身が速やかに当該指定地域密着型通所介護事業所

に駆け付けることができない体制となっている場合などは、管理業務

に支障があると考えられる。） 

２ （略） ２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定地域密着型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定地域密着型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針について

は、基準第 25 条及び第 26 条の定めるところによるほか、次の点に留意

するものとする。 

⑵ 指定地域密着型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定地域密着型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針について

は、基準第 25 条及び第 26 条の定めるところによるほか、次の点に留意

するものとする。 

①・②（略） ①・②（略） 

③ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的

拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこ

ととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 36 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

（新設） 

④～⑥ （略） ③～⑤ （略） 

⑶ （略） ⑶ （略） 

⑷ 管理者の責務 

基準第 28 条は、指定地域密着型通所介護事業所の管理者の責務を、介

護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提供を行うため、

利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握し

ながら、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者に基準

の第２章の２第４節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこと

としたものである。 

⑷ 管理者の責務 

基準第 28 条は、指定地域密着型通所介護事業所の管理者の責務を、指

定地域密着型通所介護事業所の従業者の管理及び指定地域密着型通所介

護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一

元的に行うとともに、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者に基

準の第２章の２第４節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこ

ととしたものである。 

⑸ （略） ⑸ （略） 
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⑹ 勤務体制の確保等 

基準第 30 条は、利用者に対する適切な指定地域密着型通所介護の提供

を確保するため、職員の勤務体制等について規定したものであるが、こ

のほか次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

③ 同条第３項前段は、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者の

質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修

への参加の機会を計画的に確保することとしたものであること。 

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員

のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基

礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づけること

としたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を

向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知

症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するものであるこ

と。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等にお

いて、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者と

することとし、具体的には、同条第３項において規定されている看護

師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護

職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員

基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、

社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、

はり師、きゅう師等とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 勤務体制の確保等 

基準第 30 条は、利用者に対する適切な指定地域密着型通所介護の提供

を確保するため、職員の勤務体制等について規定したものであるが、こ

のほか次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

③ 同条第３項前段は、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者の

質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修

への参加の機会を計画的に確保することとしたものであること。 

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員

のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基

礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づけること

としたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を

向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知

症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するものであるこ

と。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等にお

いて、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者と

することとし、具体的には、同条第３項において規定されている看護

師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護

職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員

基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、

社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、

はり師、きゅう師等とする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

５条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。指定地域密着型通所介護事業者は、

令和６年３月 31 日までに医療・福祉関係資格を有さない全ての地域密

着型通所介護従業者に対し認知症介護基礎研修を受講させるための必

要な措置を講じなければならない。また、新卒採用、中途採用を問わ

ず、事業所が新たに採用した従業者（医療・福祉関係資格を有さない

者に限る。）に対する当該義務付けの適用については、採用後１年間の

猶予期間を設けることとし、採用後１年を経過するまでに認知症介護

基礎研修を受講させることとする（この場合についても、令和６年３
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④ （略） 

月 31 日までは努力義務で差し支えない）。 

④ （略） 

⑺ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 37 条により指定地域密着型通所介護の事業について準用さ

れる基準第３条の 30 の２は、指定地域密着型通所介護事業者は、感染

症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して指定地域密着

型通所介護の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するととも

に、当該業務継続計画に従い、地域密着型通所介護従業者に対して、必

要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこ

ととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施

については、基準第３条の 30の２に基づき事業所に実施が求められる

ものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し

支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取

り組むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、

全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

 

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画、感

染症の予防及びまん延の防止のための指針、災害に係る業務継続計画

並びに非常災害に関する具体的計画については、それぞれに対応する

項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差

し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⑺ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 37 条により指定地域密着型通所介護の事業について準用さ

れる基準第３条の 30 の２は、指定地域密着型通所介護事業者は、感染

症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して指定地域密着

型通所介護の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するととも

に、当該業務継続計画に従い、地域密着型通所介護従業者に対して、必

要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこ

ととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施

については、基準第３条の 30の２に基づき事業所に実施が求められる

ものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し

支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取

り組むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、

全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

３条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⑻ （略） ⑻ （略） 

⑼ 衛生管理等 

① （略） 

⑼ 衛生管理等 

① （略） 
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② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるも

のであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支

えない。 

 

 

 

イ～ハ （略） 

② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるも

のであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支

えない。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

４条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

イ～ハ （略） 

⑽～⒀ （略） ⑽～⒀ （略） 

⒁ 準用 

基準第 37 条の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、第

３条の 13 から第３条の 16 まで、第３条の 18、第３条の 20、第３条の

26、第３条の 30 の２、第３条の 32 から第３条の 36 まで、第３条の 38

の２、第３条の 39 及び第 12 条は、指定地域密着型通所介護の事業につ

いて準用されるものであるため、第３の一の４の⑵から⑽まで、⑿、⒁、

⒅、(25)から(28)まで及び(32)並びに第３の二の４の⑶を参照されたい。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針（平成 17 年厚生労働省告示第 419 号）一のハに規定するウェブサイ

トへの掲載に関する取扱いは、準用される基準省令第３条の 32 に関する

第３の一の４の(25)の①に準ずるものとする。 

⒁ 準用 

基準第 37 条の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、第

３条の 13 から第３条の 16 まで、第３条の 18、第３条の 20、第３条の

26、第３条の 30 の２、第３条の 32 から第３条の 36 まで、第３条の 38

の２、第３条の 39 及び第 12 条は、指定地域密着型通所介護の事業につ

いて準用されるものであるため、第３の一の４の⑵から⑽まで、⑿、⒁、

⒅、(25)から(28)まで及び(32)並びに第３の二の４の⑶を参照されたい。 

４ 共生型地域密着型通所介護に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 運営等に関する基準（基準第 37 条の３） 

基準第 37 条の３の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、

第３条の 13 から第３条の 16まで、第３条の 18、第３条の 20、第３条の

26、第３条の 30 の２、第３条の 32 から第３条の 36 まで、第３条の 38

の２、第３条の 39、第 12 条及び第 19 条、第 21 条、第 22条第４項並び

に第２章の２第４節（第 37 条を除く。）の規定は、共生型地域密着型通

所介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の４の⑵か

ら⑽まで、⑿、⒁、⒅、(25)から(28)まで及び(32)、第３の二の４の⑶並びに第

３の二の二の２の⑸及び３の⑴から⒀までを参照されたいこと。 

この場合において、準用される基準第 29 条第４号及び第 31 条の規定

について、共生型地域密着型通所介護の利用定員は、共生型地域密着型

４ 共生型地域密着型通所介護に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 運営等に関する基準（基準第 37 条の３） 

基準第 37 条の３の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、

第３条の 13 から第３条の 16まで、第３条の 18、第３条の 20、第３条の

26、第３条の 30 の２、第３条の 32 から第３条の 36 まで、第３条の 38

の２、第３条の 39、第 12 条及び第 19 条、第 21 条、第 22条第４項並び

に第２章の２第４節（第 37 条を除く。）の規定は、共生型地域密着型通

所介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の４の⑵か

ら⑽まで、⑿、⒁、⒅、(25)から(28)まで及び(32)、第３の二の４の⑶並びに第

３の二の二の２の⑸及び３の⑴から⒀までを参照されたいこと。 

この場合において、準用される基準第 29 条第４号及び第 31 条の規定

について、共生型地域密着型通所介護の利用定員は、共生型地域密着型
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通所介護の指定を受ける指定生活介護事業所等において同時にサービス

提供を受けることができる利用者数の上限をいうものであること。つま

り、介護給付の対象となる利用者（要介護者）の数と障害給付の対象とな

る利用者（障害者及び障害児）の数との合計数により、利用定員を定める

こと。例えば、利用定員が 10人という場合、要介護者と障害者及び障害

児とを合わせて 10 人という意味であり、利用日によって、要介護者が５

人、障害者及び障害児が５人であっても、要介護者が２人、障害者及び障

害児が８人であっても、差し支えないこと。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる基準省令第３条の 32 に関する第３の一の４の(25)の①に準ずるもの

とする。 

通所介護の指定を受ける指定生活介護事業所等において同時にサービス

提供を受けることができる利用者数の上限をいうものであること。つま

り、介護給付の対象となる利用者（要介護者）の数と障害給付の対象とな

る利用者（障害者及び障害児）の数との合計数により、利用定員を定める

こと。例えば、利用定員が 10人という場合、要介護者と障害者及び障害

児とを合わせて 10 人という意味であり、利用日によって、要介護者が５

人、障害者及び障害児が５人であっても、要介護者が２人、障害者及び障

害児が８人であっても、差し支えないこと。 

５ 指定療養通所介護 

⑴ （略） 

５ 指定療養通所介護 

⑴ （略） 

⑵ 人員に関する基準 

① （略） 

② 管理者（基準第 40 条の２） 

イ 指定療養通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則とし

て専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、以下

の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の

職務を兼ねることができるものとする。 

ａ （略） 

ｂ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者

又は従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業

所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、

当該指定療養通所介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等

で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務に関し、

一元的な管理及び指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事

業所等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場

合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理

すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設さ

れる入所施設における看護業務（管理業務を含む。）と兼務する場

合（施設における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、

事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定療

⑵ 人員に関する基準 

① （略） 

② 管理者（基準第 40 条の２） 

イ 指定療養通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則とし

て専ら当該指定療養通所介護の管理業務に従事するものとする。た

だし、以下の場合であって、当該指定療養通所介護の管理業務に支

障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

ａ （略） 

ｂ 訪問看護ステーションなど他の事業所、施設等が同一敷地内に

ある場合に、当該他の事業所等の管理者又は従業者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は

問わないが、例えば、併設される入所施設における看護業務（管理

業務を含む。）との兼務は管理者の業務に支障があると考えられ

る。） 
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養通所介護事業所に駆け付けることができない体制となっている

場合などは、管理者の業務に支障があると考えられる。） 

ロ・ハ （略） ロ・ハ （略） 

⑶ （略） ⑶ （略） 

⑷ 運営に関する基準 ⑷ 運営に関する基準 

①・② （略） ①・② （略） 

③ 指定療養通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定療養通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針については、

基準第 25 条及び第 40 条の８に定めるところによるほか、次の点に留

意するものとする。 

イ （略） 

③ 指定療養通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定療養通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針については、

基準第 25 条及び第 40 条の８に定めるところによるほか、次の点に留

意するものとする。 

イ （略） 

ロ 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘

束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない

こととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要

件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内

容について記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 40 条の 15 第２項の規定に基づき、当該記録は、２

年間保存しなければならない。 

（新設） 

ハ・ニ （略） ロ・ハ （略） 

④～⑧ （略） ④～⑧ （略） 

⑨ 記録の整備 

基準第 40 条の 15 第２項は、指定療養通所介護事業者が同項各号に

規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこととしたも

のである。 

なお、「その完結の日」とは、同項第１号及び第３号から第７号まで

の記録については、個々の利用者につき、契約の終了（契約の解約・解

除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立を含む。）により

一連のサービス提供が終了した日、同項第２号の記録については、基

準第 40 条の 14 の安全・サービス提供管理委員会を開催し、指定療養

⑨ 記録の整備 

基準第 40 条の 15 第２項は、指定療養通所介護事業者が同項各号に

規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこととしたも

のである。 

なお、「その完結の日」とは、同項第１号及び第３号から第６号まで

の記録については、個々の利用者につき、契約の終了（契約の解約・解

除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立を含む。）により

一連のサービス提供が終了した日、同項第２号の記録については、基

準第 40 条の 14 の安全・サービス提供管理委員会を開催し、指定療養
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通所介護事業所における安全かつ適切なサービスの提供を確保するた

めの方策の検討を行った日、基準第 40 条の 15 第２項第８号の記録に

ついては、基準第 34 条第１項の運営推進会議を開催し、基準第 34 条

第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録を公表した日を指

すものとする。 

通所介護事業所における安全かつ適切なサービスの提供を確保するた

めの方策の検討を行った日、基準第 40 条の 15 第２項第７号の記録に

ついては、基準第 34 条第１項の運営推進会議を開催し、基準第 34 条

第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録を公表した日を指

すものとする。 

三 認知症対応型通所介護 三 認知症対応型通所介護 

１ （略） １ （略） 

２ 人員及び設備に関する基準 

⑴ 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対応型通所介

護 

①～③ （略） 

④ 管理者（基準第 43 条） 

イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は常勤

であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するも

のとする。ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に

支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

・ 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者

としての職務に従事する場合 

・ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者

又は従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業

所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、

当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の利用者へ

のサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握で

き、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないと

きに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は

問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に

判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対しサ

ービス提供を行う看護職員又は介護職員と兼務する場合（施設に

おける勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時

等の緊急時において管理者自身が速やかに当該単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護事業所に駆け付けることができない体制

となっている場合などは、管理業務に支障があると考えられる。） 

ロ （略） 

２ 人員及び設備に関する基準 

⑴ 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対応型通所介

護 

①～③ （略） 

④ 管理者（基準第 43 条） 

イ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は常勤

であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するも

のとする。ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に

支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

・ 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者

としての職務に従事する場合 

・ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業

所の管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施

設等がある場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者

としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の

事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰で

あると個別に判断される場合や、併設される入所施設において入

所者に対しサービス提供を行う看護職員又は介護職員と兼務する

場合などは、管理業務に支障があると考えられる。ただし、施設に

おける勤務時間が極めて限られている職員である場合等、個別に

判断の上、例外的に認める場合があっても差し支えない。） 

 

 

 

 

 

ロ （略） 
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⑤ （略） ⑤ （略） 

⑵ 共用型指定認知症対応型通所介護 

①～③ （略） 

④ 管理者（第 47 条） 

イ 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は常勤であり、

かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。

ただし、以下のいずれかに該当する場合であって、当該事業所の管

理業務に支障がないときは、他の職務に従事することができるもの

とする。 

ａ・ｂ （略） 

ｃ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等（本体事

業所等を除く。）の管理者又は従業者としての職務に従事する場合

であって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての

職務に従事する時間帯も、当該共用型指定認知症対応型通所介護

事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時か

つ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支

障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の職務に従事する

場合（この場合、他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、

例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場

合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を

行う看護職員又は介護職員と兼務する場合（施設における勤務時

間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊急時に

おいて管理者自身が速やかに当該単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所に駆け付けることができない体制となっている

場合などは、管理業務に支障があると考えられる。） 

ｄ・ｅ （略） 

ロ （略） 

⑵ 共用型指定認知症対応型通所介護 

①～③ （略） 

④ 管理者（第 47 条） 

イ 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は常勤であり、

かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。

ただし、以下のいずれかに該当する場合であって、当該事業所の管

理業務に支障がないときは、他の職務に従事することができるもの

とする。 

ａ・ｂ （略） 

ｃ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業

所の管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施

設等（本体事業所等を除く。）がある場合に、当該他の事業所、施

設等の職務に従事する場合（この場合、他の事業所、施設等の事業

の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰である

と個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者

に対しサービス提供を行う看護職員又は介護職員と兼務する場合

などは、管理業務に支障があると考えられる。ただし、施設におけ

る勤務時間が極めて限られている職員である場合等、個別に判断

の上、例外的に認める場合があっても差し支えない。） 

 

 

 

 

 

ｄ・ｅ （略） 

ロ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ 指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針につい

ては、基準第 50 条及び第 51 条の定めるところによるほか、次の点に留

意するものとする。 

３ 運営に関する基準 

⑴ 指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針につい

ては、基準第 50 条及び第 51 条の定めるところによるほか、次の点に留

意するものとする。 

①～④（略） ①～④（略） 

⑤ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他 （新設） 
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の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的

拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこ

ととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 60 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

⑵～⑺ （略） ⑵～⑺ （略） 

⑻ 準用 

基準第 61 条の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、第

３条の 13 から第３条の 16 まで、第３条の 18、第３条の 20、第３条の

26、第３条の 30 の２、第３条の 32 から第３条の 36 まで、第３条の 38

の２、第３条の 39、第 12 条、第 23 条、第 24 条、第 28 条及び第 30 条か

ら第 35 条までの規定は、指定認知症対応型通所介護の事業について準用

されるものであるため、第３の一の４の⑵から⑽まで、⑿、⒁、⒅、(25)か

ら(28)まで及び(32)、第３の二の４の⑶並びに第３の二の二の３の⑴、⑷、

⑹、⑻、⑽及び⑾を参照されたい。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる基準省令第３条の 32 に関する第３の一の４の(25)の①に準ずるもの

とする。 

⑻ 準用 

基準第 61 条の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、第

３条の 13 から第３条の 16 まで、第３条の 18、第３条の 20、第３条の

26、第３条の 30 の２、第３条の 32 から第３条の 36 まで、第３条の 38

の２、第３条の 39、第 12 条、第 23 条、第 24 条、第 28 条及び第 30 条か

ら第 35 条までの規定は、指定認知症対応型通所介護の事業について準用

されるものであるため、第３の一の４の⑵から⑽まで、⑿、⒁、⒅、(25)か

ら(28)まで及び(32)、第３の二の４の⑶並びに第３の二の二の３の⑴、⑷、

⑹、⑻、⑽及び⑾を参照されたい。 

四 小規模多機能型居宅介護 

１ （略） 

四 小規模多機能型居宅介護 

１ （略） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第 64 条） 

① 指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、

原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、

以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他

の職務を兼ねることができるものとする。 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第 64 条） 

① 指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、

原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、

以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他

の職務を兼ねることができるものとする。 
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イ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介

護従業者としての職務に従事する場合 

ロ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又

は従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、

施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該

小規模多機能型居宅介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等

で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な

管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等

の管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場合の他の

事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事

業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施

設において入所者に対しサービス提供を行う看護職員又は介護職員

と兼務する場合（施設における勤務時間が極めて限られている場合

を除く。）、事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所又は利用者へのサービス提供

の現場に駆け付けることができない体制となっている場合などは、

管理業務に支障があると考えられる。） 

（削る） 

 

 

②・③ （略） 

⑶ （略） 

３ （略） 

イ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介

護従業者としての職務に従事する場合 

ロ 事業所に併設する基準第 63 条第６項各号に掲げる施設等の職務

に従事する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職

務に従事する場合（当該事業所が、指定夜間対応型訪問介護、指定

訪問介護又は指定訪問看護の事業を一体的に運営している場合の当

該事業に係る職務を含む。） 

②・③ （略） 

⑶ （略） 

３ （略） 

４ 運営に関する基準 

⑴～⑷ 

４ 運営に関する基準 

⑴～⑷ 

⑸ 指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針（基準第 73 条） 

①・② （略） 

⑸ 指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針（基準第 73 条） 

①・② （略） 

③ 同条第５号及び第６号は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

③ 同条第５号及び第６号は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 
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の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 87 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

 

 

なお、基準第 87 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

④ 同条第第７号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委

員会」（以下「身体的拘束等適正化検討委員会」という。）とは、身体的

拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、委員会の構成

メンバーは、事業所の管理者及び従業者より構成する場合のほか、こ

れらの職員に加えて、第三者や専門家を活用した構成とすることが望

ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等も考えら

れる。また、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認め

られる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営す

ることとして差し支えない。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定小規模多機能型居宅介護事業者が、報告、改善のための方策を

定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全

体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決し

て従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要

である。 

（新設） 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状

況、背景等を記録するとともに、イの様式に従い、身体的拘束等に

ついて報告すること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

二 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析

し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適

正性と適正化策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 
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へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

⑤ 指定小規模多機能型居宅介護事業者が整備する「身体的拘束等の適

正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事

項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

二 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関

する基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

（新設） 

⑥ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための

研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な

知識を普及・啓発するとともに、当該指定小規模多機能型居宅介護事

業者における指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期

的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身

体的拘束等の適正化の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修

の実施は、職員研修事業所内での研修で差し支えない。 

（新設） 

⑦ 基準第 73 条第８号に定める「通いサービスの利用者が登録定員に比

べて著しく少ない」とは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安と

なる。登録定員が 25 人の場合は通いサービスの利用者が８人以下であ

れば、著しく少ない状態といえる。 

④ 基準第 73 条第７号に定める「通いサービスの利用者が登録定員に比

べて著しく少ない」とは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安と

なる。登録定員が 25 人の場合は通いサービスの利用者が８人以下であ

れば、著しく少ない状態といえる。 

⑧ 同条第９号に定める「適切なサービス」とは、１の利用者に対して、

通いサービス、宿泊サービス及び訪問サービスを合わせて概ね週４回

以上行うことが目安となるものである。指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、通いサービス、宿泊サービス及び訪問サービスを提供しな

い日であっても、電話による見守りを含め、利用者に何らかの形で関

わることが望ましい。 

なお、指定小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限

られないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等を行

⑤ 同条第８号に定める「適切なサービス」とは、１の利用者に対して、

通いサービス、宿泊サービス及び訪問サービスを合わせて概ね週４回

以上行うことが目安となるものである。指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、通いサービス、宿泊サービス及び訪問サービスを提供しな

い日であっても、電話による見守りを含め、利用者に何らかの形で関

わることが望ましい。 

なお、指定小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限

られないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等を行
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った場合でも訪問サービスの回数に含めて差し支えない。 った場合でも訪問サービスの回数に含めて差し支えない。 

⑹～⒆ （略） ⑹～⒆ （略） 

⒇ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の開催 

地域密着型基準第 86 条の２は、介護現場の生産性向上の取組を促進す

る観点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、事業所の状況

に応じた必要な対応を検討し、利用者の尊厳や安全性を確保しながら事

業所全体で継続的に業務改善に取り組む環境を整備するため、利用者の

安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会の設置及び開催について規定したものである。な

お、本条の適用に当たっては、令和６年改正省令附則第４条において、３

年間の経過措置を設けており、令和９年３月 31 日までの間は、努力義務

とされている。 

本委員会は、生産性向上の取組を促進する観点から、管理者やケア等

を行う職種を含む幅広い職種により構成することが望ましく、各事業所

の状況に応じ、必要な構成メンバーを検討すること。なお、生産性向上の

取組に関する外部の専門家を活用することも差し支えないものであるこ

と。 

また、本委員会は、定期的に開催することが必要であるが、開催する頻

度については、本委員会の開催が形骸化することがないよう留意した上

で、各事業所の状況を踏まえ、適切な開催頻度を決めることが望ましい。 

あわせて、本委員会の開催に当たっては、厚生労働省老健局高齢者支

援課「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン」等

を参考に取組を進めることが望ましい。また、本委員会はテレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとし、この際、個人情報保護委員

会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

なお、事務負担軽減の観点等から、本委員会は、他に事業運営に関する

会議（事故発生の防止のための委員会等）を開催している場合、これと一

体的に設置・運営することとして差し支えない。本委員会は事業所毎に

実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。委員会の名称について、法令では「利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

（新設） 
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討するための委員会」と規定されたところであるが、他方、従来から生産

性向上の取組を進めている事業所においては、法令とは異なる名称の生

産性向上の取組を進めるための委員会を設置し、開催している場合もあ

るところ、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減に資する方策が適切に検討される限りにおいては、法令とは異なる

委員会の名称を用いても差し支えない。 

(21)～(23) （略） ⒇～(22) （略） 

(24) 準用 

 基準第 88 条の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、第

３条の 18、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32か

ら第３条の 36 まで、第３条の 38 から第３条の 39 まで、第 28 条、第 30

条、第 33 条及び第 34 条までの規定は、指定小規模多機能型居宅介護の

事業について準用されるものであるため、第３の一の４の⑵から⑹まで、

⑿、⒁、⒅、(25)から(28)まで、(30)及び(32)並びに第３の二の二の３の⑷、⑹及

び⑽を参照されたい。この場合において、準用される基準第 34 条の規定

について、指定小規模多機能型居宅介護事業所は、１年に１回以上、サー

ビスの改善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービ

スについて評価・点検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果に

ついて、運営推進会議において第三者の観点からサービスの評価（外部

評価）を行うこととし、実施にあたっては以下の点に留意すること。ま

た、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催す

る回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えな

いこととするとともに、外部評価を行う運営推進会議は、単独開催で行

うこと。 

イ～ハ （略） 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供

するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス

情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホー

ムページへの掲載、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉医療

情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」の利用、事業所内の外部

の者にも確認しやすい場所への掲示、市町村窓口や地域包括支援セン

ターへの掲示等により公表することも差し支えない。 

ホ （略） 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

(23) 準用 

 基準第 88 条の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、第

３条の 18、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32 か

ら第３条の 36 まで、第３条の 38 から第３条の 39 まで、第 28 条、第 30

条、第 33 条及び第 34 条までの規定は、指定小規模多機能型居宅介護の

事業について準用されるものであるため、第３の一の４の⑵から⑹まで、

⑿、⒁、⒅、(25)から(28)まで、(30)及び(32)並びに第３の二の二の３の⑷、⑹及

び⑽を参照されたい。この場合において、準用される基準第 34 条の規定

について、指定小規模多機能型居宅介護事業所は、１年に１回以上、サー

ビスの改善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービ

スについて評価・点検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果に

ついて、運営推進会議において第三者の観点からサービスの評価（外部

評価）を行うこととし、実施にあたっては以下の点に留意すること。ま

た、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催す

る回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えな

いこととするとともに、外部評価を行う運営推進会議は、単独開催で行

うこと。 

イ～ハ （略） 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供

するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス

情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホー

ムページへの掲載、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所への掲

示、市町村窓口や地域包括支援センターへの掲示等により公表するこ

とも差し支えない。 

 

ホ （略） 
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指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる基準省令第３条の 32 に関する第３の一の４の(25)の①に準ずるもの

とする。 

五 認知症対応型共同生活介護 五 認知症対応型共同生活介護 

１ （略） １ （略） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第 91 条） 

① 指定認知症対応型共同生活介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、

原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、

以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他

の職務を兼ねることができるものとする。 

イ （略） 

ロ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又

は従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、

施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該

指定認知症対応型共同生活介護事業所の利用者へのサービス提供の

場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一

元的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、

施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場合

の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理す

べき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される

訪問系サービスの事業所のサービス提供を行う従業者と兼務する場

合（訪問系サービス事業所における勤務時間が極めて限られている

場合を除く。）、事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やか

に指定認知症対応型共同生活介護事業所に駆け付けることができな

い体制となっている場合などは、一般的には管理業務に支障がある

と考えられる。） 

  なお、１の事業所に複数の共同生活住居を設ける場合、それぞれ

の共同生活住居の管理上支障がない場合は、同一事業所の他の共同

生活住居との兼務もできるものとする。また、サテライト事業所の

管理者は本体事業所の管理者を充てることができるが、この場合、

２⑴の①のニに掲げる要件をいずれも満たす必要があること。 

② （略） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第 91 条） 

① 指定認知症対応型共同生活介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、

原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。ただし、

以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他

の職務を兼ねることができるものとする。 

イ （略） 

ロ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所

の管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等

がある場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者として

の職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内

容は問わないが、例えば、併設される訪問系サービスの事業所のサ

ービス提供を行う従業者との兼務は一般的には管理業務に支障があ

ると考えられるが、訪問系サービス事業所における勤務時間が極め

て限られている職員の場合には、例外的に認められる場合もありう

る。）。 

 

 

 

 

 

 

  なお、１の事業所に複数の共同生活住居を設ける場合、それぞれ

の共同生活住居の管理上支障がない場合は、同一事業所の他の共同

生活住居との兼務もできるものとする。また、サテライト事業所の

管理者は本体事業所の管理者を充てることができるが、この場合、

２⑴の①のニに掲げる要件をいずれも満たす必要があること。 

② （略） 
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⑶ （略） ⑶ （略） 

３ （略） ３ （略） 

４ 運営に関する基準 ４ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略） 

⑷ 指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針  

①・②（略） 

③ 同条第５項及び第６項は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 107 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

⑷ 指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針  

①・②（略） 

③ 同条第５項及び第６項は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

なお、基準第 107 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

④ 同条第７項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会であり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より

構成する場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用

した構成とすることが望ましく、その方策として、精神科専門医等の

専門医の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り扱う事項等が

相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、これ

と一体的に設置・運営することとして差し支えない。 

 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定認知症対応型共同生活介護が、報告、改善のための方策を定め、

周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情

報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従業

④ 同条第７項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」（以下「身体的拘束適正化検討委員会」という。）とは、身体

的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、委員会の構

成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より構成する場合のほか、

これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用した構成とすることが

望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等も考え

られる。また、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認

められる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営

することとして差し支えない。 

また、身体的拘束適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生

労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守すること。 

指定認知症対応型共同生活介護事業者が、報告、改善のための方策

を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、事業

所全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、
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者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要であ

る。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ・ロ （略） 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

ニ～ヘ （略） 

⑤ 身体的拘束等の適正化のための指針（第７項第２号） 

指定認知症対応型共同生活介護事業者が整備する「身体的拘束等の

適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ （略） 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事

項 

ハ～ト （略） 

決して従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが

必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ・ロ （略） 

ハ 身体的拘束適正化検討委員会において、ロにより報告された事例

を集計し、分析すること。 

ニ～ヘ （略） 

⑤ 身体的拘束等の適正化のための指針（第７項第２号） 

指定認知症対応型共同生活介護事業者が整備する「身体的拘束等の

適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ （略） 

ロ 身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

 

ハ～ト （略） 

⑥・⑦ （略） ⑥・⑦ （略） 

⑸～⑼ （略） ⑸～⑼ （略） 

⑽ 協力医療機関等 

① 基準省令第 105 条は、指定認知症対応型共同生活介護事業者の入居

者の病状の急変時等に対応するための協力医療機関をあらかじめ定め

ておくこと、新興感染症の診療等を行う医療機関と新興感染症発生時

等における対応を取り決めるよう努めること、歯科医療の確保の観点

からあらかじめ協力歯科医療機関を定めておくよう努めること等を規

定したものであること。 

協力医療機関の及び協力歯科医療機関は、共同生活住居から近距離

にあることが望ましい。 

② 協力医療機関との連携（第２項） 

指定認知症対応型共同生活介護事業者の入居者の病状の急変時等

に、相談対応や診療を行う体制を常時確保した協力医療機関を定める

よう努めなければならない。 

連携する医療機関は、在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所、地

域包括ケア病棟(200 床未満)を持つ医療機関等の在宅医療を支援する

地域の医療機関（以下、在宅療養支援病院等）と連携を行うことが想

定される。なお、令和６年度診療報酬改定において新設される地域包

括医療病棟を持つ医療機関は、前述の在宅療養支援病院等を除き、連

⑽ 協力医療機関等 

① 基準第 105 条第１項及び第２項の協力医療機関及び協力歯科医療機

関は、共同生活住居から近距離にあることが望ましい。 
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携の対象として想定される医療機関には含まれないため留意するこ

と。 

③ 協力医療機関との連携に係る届け出（第３項） 

協力医療機関と実効性のある連携体制を確保する観点から、年に１

回以上、協力医療機関と入居者の急変時等における対応を確認し、当

該医療機関の名称や当該医療機関との取り決めの内容等を指定権者に

届け出ることを義務づけたものである。届出については、別紙３によ

るものとする。協力医療機関の名称や契約内容の変更があった場合に

は、速やか指定権者に届け出ること。 

④ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携（第４項） 

指定認知症対応型共同生活介護事業者の入居者における新興感染症

の発生時等に、感染者の診療等を迅速に対応できる体制を平時から構

築しておくため、感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医

療機関である病院又は診療所との新興感染症発生時等における対応を

取り決めるよう努めることとしたものである。 

取り決めの内容としては、流行初期期間経過後（新興感染症の発生

の公表後４か月程度から６カ月程度経過後）において、指定認知症対

応型共同生活介護事業者の入居者が新興感染症に感染した場合に、相

談、診療、入院の要否の判断、入院調整等を行うことが想定される。な

お、第二種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの

連携を行うことを妨げるものではない。 

⑤ 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合（第５項） 

協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合には、第３項で

定められた入居者の急変時等における対応の確認と合わせ、当該協力

機関との間で、新興感染症の発生時等における対応について協議を行

うことを義務付けるものである。協議の結果、当該協力医療機関との

間で新興感染症の発生時等の対応の取り決めがなされない場合も考え

られるが、協力医療機関のように日頃から連携のある第二種協定指定

医療機関と取り決めを行うことが望ましい。 

⑥ 医療機関に入院した入居者の退院後の受け入れ（第６項） 

「速やかに入居させることができるよう努めなければならない」と

は、必ずしも退院後に再び入居を希望する入居者のために常に居室を

確保しておくということではなく、できる限り円滑に再び入居できる

よう努めなければならないということである。 
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⑦ 同条第７項は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービス

の提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福

祉施設、介護老人保健施設、病院等のバックアップ施設との間の連携

及び支援の体制を整えなければならない旨を規定したものである。こ

れらの協力医療機関やバックアップ施設から、利用者の入院や休日夜

間等における対応について円滑な協力を得るため、当該協力医療機関

等との間であらかじめ必要な事項を取り決めておくものとする。 

② 同条第３項は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービス

の提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福

祉施設、介護老人保健施設、病院等のバックアップ施設との間の連携

及び支援の体制を整えなければならない旨を規定したものである。こ

れらの協力医療機関やバックアップ施設から、利用者の入院や休日夜

間等における対応について円滑な協力を得るため、当該協力医療機関

等との間であらかじめ必要な事項を取り決めておくものとする。 

⑾ （略） ⑾ （略） 

⑿ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 108 条により準用される基準第３条の 30 の２は、指定認知症

対応型共同生活介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあって

も、利用者が継続して指定認知症対応型共同生活介護の提供を受けら

れるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に従

い、指定認知症対応型共同生活介護事業者に対して、必要な研修及び

訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたもの

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第３条の 30 の２に基づき事業所に実施が求められるものである

が、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むこ

とが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての

従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

 

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画、感

染症の予防及びまん延の防止のための指針、災害に係る業務継続計画

並びに非常災害に関する具体的計画については、それぞれに対応する

項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差

⑿ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 108 条により準用される基準第３条の 30 の２は、指定認知症

対応型共同生活介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあって

も、利用者が継続して指定認知症対応型共同生活介護の提供を受けら

れるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に従

い、指定認知症対応型共同生活介護事業者に対して、必要な研修及び

訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたもの

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第３条の 30 の２に基づき事業所に実施が求められるものである

が、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むこ

とが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての

従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

３条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 
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し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⒀ 衛生管理等  

① （略） 

② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとする

こと。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え

ない。 

 

 

 

イ～ハ （略） 

⒀ 衛生管理等  

① （略） 

② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとする

こと。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え

ない。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

４条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

イ～ハ （略） 

⒁ 基準第 108条により準用される基準省令第３条の 38の２は虐待の防止

に関する事項について規定したものである。虐待は、法の目的の１つであ

る高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可

能性が極めて高く、指定認知症対応型共同生活介護事業者は虐待の防止

のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止するた

めの対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、高

齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17 年法律第 124 号。

以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところであり、そ

の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次

に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定認知症対応型共同生活介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊

重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があ

り、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、

従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高

齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切

な対応等を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定認知症対応型共同生活介護事業所の従業者は、虐待等を発見し

やすい立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要な

⒁ 基準第 108条により準用される基準省令第３条の 38の２は虐待の防止

に関する事項について規定したものである。虐待は、法の目的の１つで

ある高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす

可能性が極めて高く、指定認知症対応型共同生活介護事業者は虐待の防

止のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止する

ための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17 年法律第 124 号。

以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところであり、そ

の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次

に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定認知症対応型共同生活介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊

重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があ

り、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、

従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高

齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切

な対応等を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定認知症対応型共同生活介護事業所の従業者は、虐待等を発見し

やすい立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要な
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措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとら

れていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に

係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応を

すること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定認知症対応型共同生活介護事業者は当該通報の手続が迅

速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力す

るよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

 

 

 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定認知症対応型共同生活介護事業所における虐待を防止するため

の体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、担

当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委

員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、同一事

業所内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務

については、担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。た

だし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や

事業所の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を

遂行する上で支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとら

れていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に

係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応を

すること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定認知症対応型共同生活介護事業者は当該通報の手続が迅

速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力す

るよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２

条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定認知症対応型共同生活介護事業所における虐待を防止するため

の体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専

任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止

検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

⒂ （略） ⒂ （略） 

⒃ 準用 

基準第 108 条の規定により、基準第３条の７、第３条の８、第３条の

⒃ 準用 

基準第 108 条の規定により、基準第３条の７、第３条の８、第３条の
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10、第３条の 11、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30の２、第３条

の 32 から第３条の 34 まで、第３条の 36、第３条の 38 から第３条の 39

まで、第 28 条、第 33 条、第 34 条第１項から第４項まで、第 80 条、第

82 条の２、第 84 条及び第 86条の２の規定は、指定認知症対応型共同生

活介護の事業に準用されるものであるため、第３の一の４の⑵、⑶、⑸、

⑹、⒁、⒅、(25)から(28)まで、(30)及び(32)並びに第３の二の二の３の⑷及び⑽

の①から④まで並びに第３の四の４の⑿、⒃、⒆及び⒇を参照されたい。

この場合において、準用される基準第 34 条第１項から第４項までの規定

について、指定認知症対応型共同生活介護事業所は、１年に１回以上、サ

ービスの改善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサー

ビスについて評価・点検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果

について、運営推進会議において第三者の観点からサービスの評価（外

部評価）を行うことができることとし、実施にあたっては以下の点に留

意すること。また、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、

合同で開催する回数が、一年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の

半数を超えないこととするとともに、外部評価を行う運営推進会議は単

独開催で行うこと。 

イ～ハ （略） 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供

するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス

情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホー

ムページへの掲載、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉医療

情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」の利用、事業所内の外部

の者にも確認しやすい場所への掲示、市町村窓口や地域包括支援セン

ターへの掲示等により公表することも差し支えない。 

ホ （略） 

10、第３条の 11、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30の２、第３条

の 32 から第３条の 34 まで、第３条の 36、第３条の 38 から第３条の 39

まで、第 28 条、第 33 条、第 34 条第１項から第４項まで、第 80 条、第

82 条の２及び第 84 条の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業

に準用されるものであるため、第３の一の４の⑵、⑶、⑸、⑹、⒁、⒅、

(25)から(28)まで、(30)及び(32)並びに第３の二の二の３の⑷及び⑽の①から④

まで並びに第３の四の４の⑿、⒃及び⒆を参照されたい。この場合にお

いて、準用される基準第 34 条第１項から第４項までの規定について、指

定認知症対応型共同生活介護事業所は、１年に１回以上、サービスの改

善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについ

て評価・点検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果について、

運営推進会議において第三者の観点からサービスの評価（外部評価）を

行うことができることとし、実施にあたっては以下の点に留意すること。

また、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催

する回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超え

ないこととするとともに、外部評価を行う運営推進会議は単独開催で行

うこと。 

イ～ハ （略） 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供

するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス

情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホー

ムページへの掲載、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所への掲

示、市町村窓口や地域包括支援センターへの掲示等により公表するこ

とも差し支えない。 

 

ホ （略） 

六 地域密着型特定施設入居者生活介護 

１ 人員に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

六 地域密着型特定施設入居者生活介護 

１ 人員に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 生産性向上に取り組む施設における看護職員及び介護職員の員数の柔

軟化 

地域密着型基準第 110 条第 11項については、生産性向上の取組に当た

っての必要な安全対策について検討した上で、見守り機器等の複数のテ

クノロジーの活用、職員間の適切な役割分担等の取組により、介護サー

（新設） 
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ビスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められる指定地

域密着型特定施設に係る当該指定地域密着型特定施設ごとに置くべき看

護職員及び介護職員の合計数について、常勤換算方法で、要介護者であ

る利用者の数が３又はその端数を増すごとに 0.9 以上であることと規定

したものである。適用にあたっての留意点等については、別途通知（「「指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」等におけ

る生産性向上に先進的に取り組む特定施設等に係る人員配置基準の留意

点について」）によるものとする。 

⑸ （略） ⑷ （略） 

⑹ 計画作成担当者（基準第 110 条第７項） 

サテライト型特定施設の計画作成担当者については、本体施設（介護

老人保健施設又は介護医療院に限る。）の介護支援専門員によるサービス

提供が、本体施設の入所者又は入院患者及びサテライト型特定施設の入

居者に適切に行われると認められるときは、これを置かないことができ

る。 

⑸ 計画作成担当者（基準第 110 条第７項） 

サテライト型特定施設の計画作成担当者については、本体施設（介護

老人保健施設、介護医療院又は病院（指定介護療養型医療施設に限る。）

に限る。）の介護支援専門員によるサービス提供が、本体施設の入所者又

は入院患者及びサテライト型特定施設の入居者に適切に行われると認め

られるときは、これを置かないことができる。 

⑺ （略） ⑹ （略） 

⑻ 管理者（基準第 111 条） 

指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業所の管理者は常勤であ

り、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。

ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないとき

は、他の職務を兼ねることができるものとする。 

① （略） 

② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設

等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定地

域密着型特定施設入居者生活介護事業所の利用者へのサービス提供の

場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元

的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等

の管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場合の他の事

業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数

が過剰であると個別に判断される場合や、併設される訪問系サービス

の事業所のサービス提供を行う従業者と兼務する場合（訪問系サービ

ス事業所における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故

発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定地域密着型

⑺ 管理者（基準第 111 条） 

指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業所の管理者は常勤であ

り、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものである。

ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないとき

は、他の職務を兼ねることができるものとする。 

① （略） 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の

管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等があ

る場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務

に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わ

ないが、例えば、併設される訪問系サービスの事業所のサービス提供

を行う従業者との兼務は一般的には管理業務に支障があると考えられ

るが、訪問系サービス事業所における勤務時間が極めて限られている

職員の場合には、例外的に認められる場合もありうる。）。 
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特定施設入居者生活介護事業所に駆け付けることができない体制とな

っている場合などは、一般的には管理業務に支障があると考えられ

る。） 

③ （略） 

 

 

 

③ （略） 

⑼・⑽ （略） ⑻・⑼ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑷ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供の取扱方針 

① 基準第 118 条第４項及び第５項は、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 128 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

⑸ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供の取扱方針 

① 基準第 118 条第４項及び第５項は、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。 

なお、基準第 128 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

② 同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会であり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、看護職員、介護職

員、生活相談員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を

明確にするとともに、身体的拘束等の適正化対応策を担当する者を決

めておくことが必要である。なお、同一事業所内での複数担当(※)の兼

務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者として

の職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各

事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を適切に把握

している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がないと

考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

② 同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会であり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、看護職員、介護職

員、生活相談員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を

明確にするとともに、専任の身体的拘束等の適正化対応策を担当する

者を決めておくことが必要である。 

なお、身体的拘束適正化検討委員会は、関係する職種、取り扱う事

項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的

拘束適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ま

しい。また、身体的拘束適正化検討委員会には、第三者や専門家を活

用することが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の

活用等が考えられる。 
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の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

なお、身体的拘束等適正化検討委員会は、関係する職種、取り扱う

事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的

拘束等適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望

ましい。また、身体的拘束等適正化検討委員会には、第三者や専門家

を活用することが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門

医の活用等が考えられる。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定地域密着型特定施設が、報告、改善のための方策を定め、周知

徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情報共

有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の

懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ・ロ （略） 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

二～ヘ （略） 

また、身体的拘束適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生

労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守すること。 

指定地域密着型特定施設が、報告、改善のための方策を定め、周知

徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情報共

有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の

懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

ハ 身体的拘束適正化検討委員会において、ロにより報告された事例

を集計し、分析すること。 

ニ～ヘ （略） 

③ 指定地域密着型特定施設が整備する「身体的拘束等の適正化のため

の指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ （略） 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ～ト （略） 

③ 指定地域密着型特定施設が整備する「身体的拘束等の適正化のため

の指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ （略） 

ロ 身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ～ト （略） 

④（略） ④（略） 

⒀ 協力医療機関等 

① 基準第 127 条第１項から第６項までは、指定認知症対応型共同生活

介護に係る第 105 条第１項から第６項までと同趣旨であるので、第３

の五の４の⑽の①を参照されたい。 

⒀ 協力医療機関等 

① 基準第 127 条第１項及び第２項は、指定認知症対応型共同生活介護

に係る第 105 条第１項及び第２項と同趣旨であるので、第３の五の４

の⑽の①を参照されたい。 



39 

 

② （略） ② （略） 

⒁～⒃ （略） ⒁～⒃ （略） 

⒄ 準用 

基準第 129 条の規定により、基準第３条の 10、第３条の 11、第３条の

20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32 から第３条の 36 まで、

第３条の 38 から第３条の 39 まで、第 28 条、第 32 条、第 33 条、第 34

条第１項から第４項まで、第 80 条及び第 86 条の２の規定は、指定地域

密着型特定施設入居者生活介護の事業に準用されるものであるため、第

３の一の４の⑸、⑹、⒁、⒅、(25)から(28)まで、(30)及び(32)、第３の二の二の

３の⑷、⑻及び⑽の①から④まで並びに第３の四の４の⑿、⒇を参照さ

れたい。この場合において、準用される基準第 34 条第１項から第４項ま

での規定について、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、

合同で開催する回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の

半数を超えないこととすること。 

⒄ 準用 

基準第 129 条の規定により、基準第３条の 10、第３条の 11、第３条の

20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32 から第３条の 36 まで、

第３条の 38 から第３条の 39 まで、第 28 条、第 32 条、第 33 条、第 34

条第１項から第４項まで及び第 80 条の規定は、指定地域密着型特定施設

入居者生活介護の事業に準用されるものであるため、第３の一の４の⑸、

⑹、⒁、⒅、(25)から(28)まで、(30)及び(32)、第３の二の二の３の⑷、⑻及び⑽

の①から④まで並びに第３の四の４の⑿を参照されたい。この場合にお

いて、準用される基準第 34 条第１項から第４項までの規定について、運

営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催する回数

が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えないこと

とすること。 

七 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

１ （略） 

七 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

１ （略） 

２ 人員に関する基準（基準第 131 条） 

⑴～⑸ （略） 

２ 人員に関する基準（基準第 131 条） 

⑴～⑸ （略） 

⑹ 介護支援専門員 

介護支援専門員については、入所者の処遇に支障がない場合は、当該

指定地域密着型介護老人福祉施設の他の職務に従事することができるも

のとする。この場合、兼務を行う当該介護支援専門員の配置により、介護

支援専門員の配置基準を満たすこととなると同時に、兼務を行う他の職

務に係る常勤換算上も、当該介護支援専門員の勤務時間の全体を当該他

の職務に係る勤務時間として算入することができるものとすること。 

なお、居宅介護支援事業者の介護支援専門員との兼務は認められない

ものである。ただし、増員に係る非常勤の介護支援専門員については、こ

の限りでない。 

また、サテライト型居住施設の介護支援専門員については、本体施設

（指定介護老人福祉施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、介護老人

保健施設又は介護医療院に限る。）の介護支援専門員によるサービス提供

が、本体施設の入所者又は入院患者及びサテライト型居住施設の入所者

に適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。

（基準第 131 条第８項） 

⑹ 介護支援専門員 

介護支援専門員については、入所者の処遇に支障がない場合は、当該

指定地域密着型介護老人福祉施設の他の職務に従事することができるも

のとする。この場合、兼務を行う当該介護支援専門員の配置により、介護

支援専門員の配置基準を満たすこととなると同時に、兼務を行う他の職

務に係る常勤換算上も、当該介護支援専門員の勤務時間の全体を当該他

の職務に係る勤務時間として算入することができるものとすること。 

なお、居宅介護支援事業者の介護支援専門員との兼務は認められない

ものである。ただし、増員に係る非常勤の介護支援専門員については、こ

の限りでない。 

また、サテライト型居住施設の介護支援専門員については、本体施設

（指定介護老人福祉施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、介護老人

保健施設、介護医療院又は病院（指定介護療養型医療施設に限る。）に限

る。）の介護支援専門員によるサービス提供が、本体施設の入所者又は入

院患者及びサテライト型居住施設の入所者に適切に行われると認められ

るときは、これを置かないことができる。（基準第 131 条第８項） 
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⑺～⑾ （略） ⑺～⑾ （略） 

３ （略） ３ （略） 

４ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

４ 運営に関する基準 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針 

①（略） 

⑷ 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針 

①（略） 

② 同条第４項及び第５項は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 156 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

② 同条第４項及び第５項は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

なお、基準第 128 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

 

③ 同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会であり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看

護職員、介護職員、生活相談員）により構成する。構成メンバーの責務

及び役割分担を明確にするとともに、身体的拘束等の適正化対応策を

担当する者を決めておくことが必要である。なお、同一施設内での複

数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、

担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的

に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、入所者や施設の状況を

適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支

障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。） 、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

なお、身体的拘束等適正化検討委員会は、関係する職種、取り扱う

③ 同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会であり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看

護職員、介護職員、生活相談員）により構成する。構成メンバーの責務

及び役割分担を明確にするとともに、専任の身体的拘束等の適正化対

応策を担当する者を決めておくことが必要である。 

なお、身体的拘束適正化検討委員会は、関係する職種、取り扱う事

項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的

拘束適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ま

しい。また、身体的拘束適正化検討委員会には、第三者や専門家を活

用することが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の

活用等が考えられる。 

また、身体的拘束適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生

労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する
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事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的

拘束等適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望

ましい。また、身体的拘束等適正化検討委員会には、第三者や専門家

を活用することが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門

医の活用等が考えられる。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定地域密着型介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を定

め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体

で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して

従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要で

ある。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ・ロ （略） 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

ニ～ヘ （略） 

ガイドライン」等を遵守すること。 

指定地域密着型介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を定

め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体

で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して

従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要で

ある。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

ハ 身体的拘束適正化検討委員会において、ロにより報告された事例

を集計し、分析すること。 

ニ～ヘ （略） 

④ 指定地域密着型介護老人福祉施設が整備する「身体的拘束等の適正

化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ （略） 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ～ト （略） 

④ 指定地域密着型特定施設が整備する「身体的拘束等の適正化のため

の指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ （略） 

ロ 身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ～ト （略） 

⑤ （略） ⑤ （略） 

⑸ （略） ⑸ （略） 

⑹ 介護（基準第 139 条） 

①～④ （略） 

⑤ 「指定地域密着型介護老人福祉施設は、褥瘡が発生しないよう適切

な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しなけ

ればならない。」とは、施設において褥瘡の予防のための体制を整備す

るとともに、介護職員等が褥瘡に関する基礎的知識を有し、日常的な

⑹ 介護（基準第 139 条） 

①～④ （略） 

⑤ 「指定地域密着型介護老人福祉施設は、褥瘡が発生しないよう適切

な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しなけ

ればならない。」とは、施設において褥瘡の予防のための体制を整備す

るとともに、介護職員等が褥瘡に関する基礎的知識を有し、日常的な
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ケアにおいて配慮することにより、褥瘡発生の予防効果を向上させる

ことを想定している。例えば、次のようなことが考えられる。 

イ （略） 

ロ 当該施設において、施設内褥瘡予防対策を担当する者（看護師が

望ましい。）を決めておく。なお、同一施設内での複数担当(※)の兼務

や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者として

の職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の

各事業所内の業務に従事しており、入所者や施設の状況を適切に把

握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がな

いと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望

ましい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。） 、事故の発生又

はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当

者、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施

するための担当者 

ハ～ホ （略） 

ケアにおいて配慮することにより、褥瘡発生の予防効果を向上させる

ことを想定している。例えば、次のようなことが考えられる。 

イ （略） 

ロ 当該施設において、専任の施設内褥瘡予防対策を担当する者（看

護師が望ましい。）を決めておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ～ホ （略） 

⑺～⑽ （略） ⑺～⑽ （略） 

⑾ 栄養管理 

基準第 143 条の２は、指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者に対

する栄養管理について、管理栄養士が、入所者の栄養状態に応じて、計画

的に行うべきことを定めたものである。ただし、栄養士のみが配置され

ている施設や栄養士又は管理栄養士を置かないことができる施設につい

ては、併設施設や外部の管理栄養士の協力により行うこととする。 

栄養管理について、以下の手順により行うこととする。 

 

①～③ （略） 

④ 栄養ケア・マネジメントの実務等については、別途通知（「リハビリ

テーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につい

て」）において示しているので、参考とされたい。 

⑾ 栄養管理 

基準第 143 条の２は、指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者に対

する栄養管理について、令和三年度より栄養マネジメント加算を廃止し、

栄養ケア・マネジメントを基本サービスとして行うことを踏まえ、管理

栄養士が、入所者の栄養状態に応じて、計画的に行うべきことを定めた

ものである。ただし、栄養士のみが配置されている施設や栄養士又は管

理栄養士を置かないことができる施設については、併設施設や外部の管

理栄養士の協力により行うこととする。 

栄養管理について、以下の手順により行うこととする。 

①～③ （略） 

④ 栄養ケア・マネジメントの実務等については、「リハビリテーション・

個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方

並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日

老認発 0316 第 3 号、老老発 0316 第２号）第４において示しているの

で、参考とされたい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

８条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま
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での間は、努力義務とされている。 

⑿～⒁ （略） ⑿～⒁ （略） 

⒂ 緊急時等の対応（基準第 145 条の２） 

① 基準省令第 145 条の２は、入所者の病状の急変等に備えるため、施

設に対して、配置医師及び協力医療機関の協力を得て、あらかじめ配

置医師による対応又はその他の方法による対応方針を定めなければな

らないことを義務付けるものである。対応方針に定める規定としては、

例えば、緊急時の注意事項や病状等についての情報共有の方法、曜日

や時間帯ごとの医師や協力医療機関との連携方法、診察を依頼するタ

イミング等があげられる。 

また、当該対応方針については、１年に１回以上、配置医師及び協

力医療機関の協力を得て見直しを行い、必要に応じて変更すること。

見直しの検討に当たっては、施設内の急変対応の事例について関係者

で振り返りを行うことなどが望ましい。なお、基準省令第 28 条第２項

において、１年に１回以上、協力医療機関との間で入所者の病状が急

変した場合等の対応の確認をすることとされており、この確認につい

て、当該対応方針の見直しとあわせて行うことも考えられる。 

⒂ 緊急時等の対応（基準第 145 条の２） 

① 基準省令第 20 条の２は、入所者の病状の急変等に備えるため、施設

に対してあらかじめ配置医師による対応その他の方法による対応方針

を定めなければならないことを義務付けるものである。対応方針に定

める規定としては、例えば、緊急時の注意事項や病状等についての情

報共有の方法、曜日や時間帯ごとの医師との連携方法や診察を依頼す

るタイミング等があげられる。 

 

 

⒃ 管理者による管理（基準第 146 条） 

指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は常勤であり、かつ、原則

として専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理業務に従事する

ものである。ただし、以下の場合であって、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができ

るものとする。 

① （略） 

② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設

等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定地

域密着型介護老人福祉施設の入所者へのサービス提供の場面等で生じ

る事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指

揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又

は従業者としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設

等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰で

あると個別に判断される場合や、事故発生時等の緊急時において管理

者自身が速やかに当該指定地域密着型介護老人福祉施設に駆け付ける

⒃ 管理者による管理（基準第 146 条） 

指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は常勤であり、かつ、原則

として専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理業務に従事する

ものである。ただし、以下の場合であって、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができ

るものとする。 

① （略） 

② 当該指定地域密着型介護老人福祉施設と同一敷地内にある他の事業

所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合であって、

特に当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理業務に支障がないと

認められる場合 
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ことができない体制となっている場合などは、一般的には管理業務に

支障があると考えられる。） 

③ （略） 

 

 

③ （略） 

⒄～(21) （略） ⒄～(21) （略） 

(22) 協力医療機関等 

基準省令第 152 条は、指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の病

状の急変時等に対応するための協力医療機関をあらかじめ定めておくこ

と、新興感染症の診療等を行う医療機関と新興感染症発生時等における

対応を取り決めるよう努めること、歯科医療の確保の観点からあらかじ

め協力歯科医療機関を定めておくよう努めること等を規定したものであ

ること。 

協力医療機関及び協力歯科医療機関は、指定地域密着型介護老人福祉

施設から近距離にあることが望ましい。 

① 協力医療機関との連携（第１項） 

指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の病状の急変時等に、相

談対応や診療を行う体制を常時確保した協力医療機関及び緊急時に原

則入院できる体制を確保した協力病院を定めなければならない。その

際、例えば同条第１項第１号及び第２号の要件を満たす医療機関と同

条第１項第３号の要件を満たす医療機関を別に定めるなど、複数の医

療機関を定めることにより要件を満たすこととしても差し支えない。 

連携する医療機関は、在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所、地

域包括ケア病棟(200 床未満)を持つ医療機関、在宅療養後方支援病院

等の在宅医療を支援する地域の医療機関（以下、在宅療養支援病院等）

と連携を行うことが想定される。なお、令和６年度診療報酬改定にお

いて新設される地域包括医療病棟を持つ医療機関は、前述の在宅療養

支援病院等を除き、連携の対象として想定される医療機関には含まれ

ないため留意すること。 

また、第３号の要件については、必ずしも当該指定地域密着型介護

老人福祉施設の入所者が入院するための専用の病床を確保する場合で

なくとも差し支えなく、一般的に当該地域で在宅療養を行う者を受け

入れる体制が確保されていればよい。 

なお、協力医療機関との連携に係る義務付けの適用に当たっては、

令和６年改正省令附則第６条において、３年間の経過措置を設けてお

り、令和９年３月 31 日までの間は、努力義務とされているが、経過措

(22) 協力病院等 

基準第152条第１項の協力病院及び同条第２項の協力歯科医療機関は、

指定地域密着型介護老人福祉施設から近距離にあることが望ましい。 
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置期限を待たず、可及的速やかに連携体制を構築することが望ましい。 

② 協力医療機関との連携に係る届け出（第２項） 

協力医療機関と実効性のある連携体制を確保する観点から、年に１

回以上、協力医療機関と入所者の急変時等における対応を確認し、当

該医療機関の名称や当該医療機関との取り決めの内容等を指定権者に

届け出ることを義務づけたものである。届出については、別紙３によ

るものとする。協力医療機関の名称や契約内容の変更があった場合に

は、速やかに指定権者に届け出ること。同条第１項の規定の経過措置

期間において、同条第１項第１号、第２号及び第３号の要件を満たす

協力医療機関を確保できていない場合は、経過措置の期限内に確保す

るための計画を併せて届け出を行うこと。 

③ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携（第３項） 

指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者における新興感染症の発

生時等に、感染者の診療等を迅速に対応できる体制を平時から構築し

ておくため、感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機

関である病院又は診療所との新興感染症発生時等における対応を取り

決めるよう努めることとしたものである。 

取り決めの内容としては、流行初期期間経過後（新興感染症の発生

の公表後４か月程度から６カ月程度経過後）において、指定地域密着

型介護老人福祉施設の入所者が新興感染症に感染した場合に、相談、

診療、入院の要否の判断、入院調整等を行うことが想定される。なお、

第二種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの連携

を行うことを妨げるものではない。 

④ 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合（第４項） 

協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合には、第２項で

定められた入所者の急変時等における対応の確認と合わせ、当該協力

機関との間で、新興感染症の発生時等における対応について協議を行

うことを義務付けるものである。協議の結果、当該協力医療機関との

間で新興感染症の発生時等の対応の取り決めがなされない場合も考え

られるが、協力医療機関のように日頃から連携のある第二種協定指定

医療機関と取り決めを行うことが望ましい。 

⑤ 医療機関に入院した入所者の退院後の受け入れ（第５項） 

「速やかに入所させることができるよう努めなければならない」と

は、必ずしも退院後に再入所を希望する入所者のために常にベッドを
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確保しておくということではなく、できる限り円滑に再入所できるよ

う努めなければならないということである。 

(23)～(25) （略） (23)～(25) （略） 

(26) 事故発生の防止及び発生時の対応（基準第 155 条） 

①～④ （略） 

⑤ 事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者（第１項第４

号） 

指定地域密着型介護老人福祉施設における事故発生を防止するため

の体制として、①から④までに掲げる措置を適切に実施するため、担

当者を置くことが必要である。当該担当者としては、事故防止検討委

員会の安全対策担当者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、

同一施設内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の

兼務については、担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。

ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、入居者

や施設の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を

遂行する上で支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

⑥ （略） 

(26) 事故発生の防止及び発生時の対応（基準第 155 条） 

①～④ （略） 

⑤ 事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者（第１項第４

号） 

指定地域密着型介護老人福祉施設における事故発生を防止するため

の体制として、①から④までに掲げる措置を適切に実施するため、専

任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、事故防止

検討委員会の安全対策担当者と同一の従業者が務めることが望まし

い。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

10 条において、６か月間の経過措置を設けており、令和３年９月 30 日

までの間は、努力義務とされている。 

 

 

 

 

 

 

⑥ （略） 

(27) （略） (27) （略） 

(28) 準用 

基準第 157 条の規定により、基準第３条の７、第３条の８、第３条の

10、第３条の 11、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30の２、第３条

の 32、第３条の 34、第３条の 36、第３条の 38 の２、第３条の 39、第 28

条、第 32 条、第 34 条第１項から第４項まで及び第 86 条の２の規定は、

指定地域密着型介護老人福祉施設に準用されるものであるため、第３の

一の４の⑵、⑶、⑸、⑹、⒁、⒅、(25)、(28)及び(32)並びに第３の二の二の３

の⑷、⑻及び⑽の①から④まで並びに第３の四の４の⒇を参照されたい。

この場合において、準用される基準第 34 条第１項から第４項までの規定

について、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で

開催する回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を

(28) 準用 

基準第 157 条の規定により、基準第３条の７、第３条の８、第３条の

10、第３条の 11、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30の２、第３条

の 32、第３条の 34、第３条の 36、第３条の 38 の２、第３条の 39、第 28

条、第 32 条及び第 34 条第１項から第４項までの規定は、指定地域密着

型介護老人福祉施設に準用されるものであるため、第３の一の４の⑵、

⑶、⑸、⑹、⒁、⒅、(25)、(28)及び(32)並びに第３の二の二の３の⑷、⑻及び

⑽の①から④までを参照されたい。この場合において、準用される基準

第 34 条第１項から第４項までの規定について、運営推進会議の複数の事

業所の合同開催については、合同で開催する回数が、１年度に開催すべ

き運営推進会議の開催回数の半数を超えないこととすること。 
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超えないこととすること。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる基準省令第３条の 32 に関する第３の一の４の(25)の①に準ずるもの

とする。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設 

⑴～⑶ 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設 

⑴～⑶ 

⑷ 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針 

①・② （略） 

③ 同条第６項及び第７項は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 169 条において準用する基準第 156 条第２項の規定に

基づき、当該記録は、２年間保存しなければならない。 

⑷ 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針 

①・② （略） 

（新設） 

 

④ 同条第第８項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討

する委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委

員会であり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、

看護職員、介護職員、生活相談員）により構成する。構成メンバーの責

務及び役割分担を明確にするとともに、身体的拘束等の適正化対応策

を担当する者を決めておくことが必要である。なお、同一施設内での

複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、

担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的

に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、入居者や施設の状況を

適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支

障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

（新設） 
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の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

なお、身体的拘束等適正化検討委員会は、関係する職種、取り扱う

事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的

拘束等適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望

ましい。また、身体的拘束適正化等検討委員会には、第三者や専門家

を活用することが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門

医の活用等が考えられる。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定ユニット型地域密着型介護老人福祉施設が、報告、改善のため

の方策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、

施設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、

決して従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが

必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護職員その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、

背景等を記録するとともに、イの様式に従い、身体的拘束等につい

て報告すること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析

し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適

正性と適正化策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

 

⑤ 指定ユニット型地域密着型介護老人福祉施設が整備する「身体的拘

束等の適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むことと

する。 

（新設） 
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イ 施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

二 施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関す

る基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

⑥ 介護職員その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研

修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知

識を普及・啓発するとともに、当該指定ユニット型地域密着型介護老

人福祉施設における指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定ユニット型

地域密着型介護老人福祉施設が指針に基づいた研修プログラムを作成

し、定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には

必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修

の実施は、職員研修施設内での研修で差し支えない。 

（新設） 

⑸～⑼（略） ⑸～⑼（略） 

⑽ 準用 

基準第 169 条の規定により、第３条の７、第３条の８、第３条の 10、

第３条の 11、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32、

第３条の 34、第３条の 36、第３条の 38 の２、第３条の 39、第 28 条、第

32 条、第 34 条第１項から第４項まで、第 86 条の２、第 133条から第 135

条まで、第 138 条、第 141 条、第 143 条から第 147 条まで及び第 151 条

から第 156 条までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設に準用されるものであるため、第３の一の４の⑵、⑶、⑸、⑹、⒁、⒅

(25)、(28)及び(32)、第３の二の二の３の⑷及び⑽の①から④まで、第３の四の

４の⒇並びに第３の七の４の⑴、⑵、⑸、⑻、⑽から⒄まで及び⒇から(27)

までを参照されたい。この場合において、準用される基準第 34 条第１項

から第４項までの規定について、運営推進会議の複数の事業所の合同開

催については、合同で開催する回数が、１年度に開催すべき運営推進会

議の開催回数の半数を超えないこととすること。 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

⑽ 準用 

基準第 169 条の規定により、第３条の７、第３条の８、第３条の 10、

第３条の 11、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32、

第３条の 34、第３条の 36、第３条の 38 の２、第３条の 39、第 28 条、第

32 条、第 34 条第１項から第４項まで、第 133 条から第 135 条まで、第

138 条、第 141 条、第 143 条から第 147 条まで及び第 151 条から第 156 条

までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に準用され

るものであるため、第３の一の４の⑵、⑶、⑸、⑹、⒁、⒅、(25)、(28)及び

(32)、第３の二の二の３の⑷及び⑽の①から④まで並びに第３の七の４の

⑴、⑵、⑸、⑻、⑽から⒄まで及び⒇から(27)までを参照されたい。この場

合において、準用される基準第 34 条第１項から第４項までの規定につい

て、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催す

る回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えな

いこととすること。 
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指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる基準省令第３条の 32 に関する第３の一の４の(25)の①に準ずるもの

とする。 

八 看護小規模多機能型居宅介護 

１ （略） 

八 看護小規模多機能型居宅介護 

１ （略） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第 172 条） 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は常勤であり、か

つ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する者である。ただ

し、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がない場合に

は、他の職務を兼ねることができるものとする。 

イ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能

型居宅介護従業者としての職務に従事する場合 

ロ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又

は従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、

施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該

看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用者へのサービス提供の場

面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元

的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施

設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場合の

他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべ

き事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入

所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護職員又は介護

職員と兼務する場合（施設における勤務時間が極めて限られている

場合を除く。）、事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やか

に当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は利用者へのサー

ビス提供の現場に駆け付けることができない体制となっている場合

などは、管理業務に支障があると考えられる。） 

（削除） 

 

 

②～⑤ （略） 

⑶ （略） 

２ 人員に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 管理者（基準第 172 条） 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は常勤であり、か

つ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する者である。ただ

し、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がない場合に

は、他の職務を兼ねることができるものとする。 

イ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能

型居宅介護従業者としての職務に従事する場合 

ロ 事業所に併設する基準第 171 条第７項各号に掲げる施設等の職務

に従事する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が健康保険法による

指定を受けた訪問看護ステーションである場合に、当該指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の管理者又は従事者としての職務に従

事する場合 

②～⑤ （略） 

⑶ （略） 
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３ （略） ３ （略） 

４ 運営に関する基準 

⑴ 指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針（基準第 177 条） 

①・②（略） 

③ 基準第 177 条第５号及び第６号は、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 181 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

４ 運営に関する基準 

⑴ 指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針（基準第 177 条） 

①・②（略） 

③ 基準第 177 条第５号及び第６号は、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。 

なお、基準第 181 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

④ 同条第第７号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委

員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会で

あり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より構成

する場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用した

構成とすることが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門

医の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り扱う事項等が相互

に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、これと一

体的に設置・運営することとして差し支えない。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が、報告、改善のための方

策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施

設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、

決して従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが

必要である。 

（新設） 
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具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状

況、背景等を記録するとともに、イの様式に従い、身体的拘束等に

ついて報告すること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事

例を集計し、分析すること。 

二 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析

し、身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適

正性と適正化策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

（新設） 

⑤ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が整備する「身体的拘束等

の適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事

項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

二 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関

する基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

（新設） 

⑥ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための

研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な

知識を普及・啓発するとともに、当該指定看護小規模多機能型居宅介

護事業者における指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定看護小規模

多機能型居宅介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、

定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必

ず身体的拘束等の適正化の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修

の実施は、職員研修事業所内での研修で差し支えない。 

（新設） 

⑦ 基準第 177 条第８号に定める「通いサービスの利用者が登録定員に ④ 基準第 177 条第７号に定める「通いサービスの利用者が登録定員に
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比べて著しく少ない」とは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安

となる。登録定員が 25 人の場合は通いサービスの利用者が８人以下で

あれば、著しく少ない状態といえる。 

比べて著しく少ない」とは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安

となる。登録定員が 25 人の場合は通いサービスの利用者が８人以下で

あれば、著しく少ない状態といえる。 

⑧ 基準第 177 条第９号に定める「適切なサービス」とは、１の利用者

に対して、通いサービス及び訪問サービスを合わせて概ね週４日以上

行うことが目安となるものである。指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者は、通いサービス及び訪問サービスを提供しない日であっても、

電話による見守りを含め、利用者に何らかの形で関わることが望まし

い。 

なお、指定看護小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護

に限られないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等

を行った場合でも訪問サービスの回数に含めて差し支えない。 

⑤ 基準第 177 条第８号に定める「適切なサービス」とは、１の利用者

に対して、通いサービス及び訪問サービスを合わせて概ね週４日以上

行うことが目安となるものである。指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者は、通いサービス及び訪問サービスを提供しない日であっても、

電話による見守りを含め、利用者に何らかの形で関わることが望まし

い。 

なお、指定看護小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護

に限られないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等

を行った場合でも訪問サービスの回数に含めて差し支えない。 

⑨ 基準第 177 条第 10 号で定める「適切な看護技術」とは、医学の進歩

に沿った適切な看護技術をもって対応できるよう、新しい技術の修得

等、研鑽を積むことを定めたものであり、医学の立場を堅持し、広く一

般に認められていない看護等については行ってはならない。 

⑥ 基準第 177 条第９号で定める「適切な看護技術」とは、医学の進歩

に沿った適切な看護技術をもって対応できるよう、新しい技術の修得

等、研鑽を積むことを定めたものであり、医学の立場を堅持し、広く一

般に認められていない看護等については行ってはならない。 

⑵～⑻ （略） ⑵～⑻ （略） 

⑼ 準用（基準第 182 条） 

基準第 182 条の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、第

３条の 18、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32か

ら第３条の 36 まで、第３条の 38 から第３条の 39 まで、第 28 条、第 30

条、第 33 条、第 34 条、第 68 条から第 71 条まで、第 74 条から第 76 条

まで、第 78 条、第 79 条、第 81 条から第 84 条まで、第 86 条及び第 86

条の２の規定は、指定看護小規模多機能型居宅介護の事業について準用

されるものであるため、第３の一の４の⑵から⑹まで、⑿、⒁、⒅、、(25)

から(28)まで、(30)及び(32)、第３の二の二の３の⑷、⑹及び⑽並びに第３の四

の４の⑴から⑷まで、⑹から⑻まで、⑽、⑾及び⒀から(22)までを参照され

たい。この場合において、準用される基準第 34 条の規定について、指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所は、１年に１回以上、サービスの改

善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについ

て評価・点検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果について、

運営推進会議において第三者の観点からサービスの評価（外部評価）を

行うこととし、実施にあたっては以下の点に留意すること。また、運営推

進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催する回数が、

⑼ 準用（基準第 182 条） 

基準第 182 条の規定により、基準第３条の７から第３条の 11 まで、第

３条の 18、第３条の 20、第３条の 26、第３条の 30 の２、第３条の 32 か

ら第３条の 36 まで、第３条の 38 から第３条の 39 まで、第 28 条、第 30

条、第 33 条、第 34 条、第 68 条から第 71 条まで、第 74 条から第 76 条

まで、第 78 条、第 79 条、第 81 条から第 84 条まで及び第 86 条の規定

は、指定看護小規模多機能型居宅介護の事業について準用されるもので

あるため、第３の一の４の⑵から⑹まで、⑿、⒁、⒅、(25)から(28)まで、(30)

及び(32)、第３の二の二の３の⑷、⑹及び⑽並びに第３の四の４の⑴から

⑷まで、⑹から⑻まで、⑽、⑾及び⒀から(21)までを参照されたい。この場

合において、準用される基準第 34 条の規定について、指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所は、１年に１回以上、サービスの改善及び質の向

上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検

（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果について、運営推進会議

において第三者の観点からサービスの評価（外部評価）を行うこととし、

実施にあたっては以下の点に留意すること。また、運営推進会議の複数

の事業所の合同開催については、合同で開催する回数が、１年度に開催
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１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えないこととす

るとともに、外部評価を行う運営推進会議は、単独開催で行うこと。 

イ～ハ （略） 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供

するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス

情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホー

ムページへの掲載、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉医療

情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」の利用、事業所内の外部

の者にも確認しやすい場所への掲示、市町村窓口や地域包括支援セン

ターへの掲示等により公表することも差し支えない。 

ホ （略） 

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる基準省令第３条の 32 に関する第３の一の４の(25)の①に準ずるもの

とする。 

すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えないこととするとともに、

外部評価を行う運営推進会議は、単独開催で行うこと。 

イ～ハ （略） 

ニ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供

するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス

情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホー

ムページへの掲載、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所への掲

示、市町村窓口や地域包括支援センターへの掲示等により公表するこ

とも差し支えない。 

 

ホ （略） 

第４ 地域密着型介護予防サービス 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

 １ 介護予防認知症対応型通所介護 

  ⑴ 指定介護予防認知症対応型通所介護の基本取扱方針 

予防基準第 41 条にいう指定介護予防認知症対応型通所介護の基本取

扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

①～④ 

⑤ 同条第 11 号は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっ

ては、介護技術の進歩に対応した適切なサービスが提供できるよう、

常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることとした

ものである。 

⑥ 同条第 12 号から第 14 号は、事業者に対して地域密着型介護予防サ

ービスの提供状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務

づけを行うとともに、介護予防認知症対応型通所介護計画に定める計

画期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づ

けるものである。介護予防支援事業者に対する実施状況等の報告につ

いては、サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供されて

いるかどうか、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異

なることとなっていないか等を確認するために行うものであり、毎月

第４ 地域密着型介護予防サービス 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

 １ 介護予防認知症対応型通所介護 

  ⑴ 指定介護予防認知症対応型通所介護の基本取扱方針 

予防基準第 41 条にいう指定介護予防認知症対応型通所介護の基本取

扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

①～④ 

⑤ 同条第 10 号は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっ

ては、介護技術の進歩に対応した適切なサービスが提供できるよう、

常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることとした

ものである。 

⑥ 同条第 11 号から第 13 号は、事業者に対して地域密着型介護予防サ

ービスの提供状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務

づけを行うとともに、介護予防認知症対応型通所介護計画に定める計

画期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づ

けるものである。介護予防支援事業者に対する実施状況等の報告につ

いては、サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供されて

いるかどうか、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異

なることとなっていないか等を確認するために行うものであり、毎月
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行うこととしている。 

また、併せて、事業者は介護予防認知症対応型通所介護計画に定め

る計画期間が終了するまでに１回はモニタリングを行い、利用者の介

護予防認知症対応型通所介護計画に定める目標の達成状況の把握等を

行うこととしており、当該モニタリングの結果により、解決すべき課

題の変化が認められる場合等については、担当する介護予防支援事業

者等とも相談の上、必要に応じて当該介護予防認知症対応型通所介護

計画の変更を行うこととしたものである。 

⑦ （略） 

２・３ （略） 

行うこととしている。 

また、併せて、事業者は介護予防認知症対応型通所介護計画に定め

る計画期間が終了するまでに１回はモニタリングを行い、利用者の介

護予防認知症対応型通所介護計画に定める目標の達成状況の把握等を

行うこととしており、当該モニタリングの結果により、解決すべき課

題の変化が認められる場合等については、担当する介護予防支援事業

者等とも相談の上、必要に応じて当該介護予防認知症対応型通所介護

計画の変更を行うこととしたものである。 

⑦ （略） 

２・３ （略） 

第５ （略） 第５ （略） 

  

別紙３ （新設） 

 



（別紙３）

令和 年 月 日

各許可権者 殿

ー ）

□ 1  (介護予防)特定施設入居者生活介護 □ 2  地域密着型特定施設入居者生活介護
□ 3  (介護予防)認知症対応型共同生活介護 □ 4  介護老人福祉施設
□ 5 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 □ 6  介護老人保健施設
□ 7  介護医療院 □ 8  養護老人ホーム
□ 9  軽費老人ホーム

ー ）

備考 1 各協力医療機関との協力内容が分かる書類（協定書等）を添付してください。

2

3 協力医療機関や協力医療機関との契約内容に変更があった場合には速やかに届出を行ってください。

診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。
特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、軽費老人ホームは第１号及び第２号
「3か月以内に地域の在宅療養支援病院等をリストアップし協議先を検討する」など具体的な計画を記載

各指定権者

協力医療機関に関する届出書

届
　
出
　
者

フリガナ
名　　称

事務所・施設の所在地
(郵便番号
　
　(ビルの名称等)

連 絡 先 電話番号 FAX番号

代表者の住所
(郵便番号
　

事業所番号

事業所・施設種別

代表者の職・氏名 職名 氏名

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名

協
力
医
療
機
関

①施設基準（※1）第1号（※2）
　の規定を満たす協力医療機関

医療機関名 医療機関コード

（事業所・施設種別４～８のみ）

③施設基準（※1）第3号（※4）
　の規定を満たす協力病院

医療機関名 医療機関コード

②施設基準（※1）第2号（※3）
　の規定を満たす協力医療機関

医療機関名 医療機関コード

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名
医療機関名 医療機関コード

施
設
基
準
第
1
号
、

第
2
号
及
び
第
3
号
の
規
定
を
満

た
す
協
力
医
療
機
関
を
定
め
て
い
な
い
場
合

(

※
5

)

第1号から第3号の規定(※5)にあたり
過去1年間に協議を行った医療機関数

協議をした医療機関との対応の
取り決めが困難であった理由

(過去1年間に協議を行っていない場合)
医療機関と協議を行わなかった理由

届出後1年以内に協議を行う
予定の医療機関

医療機関名 医療機関コード

※在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、地域包括ケア病棟を持つ医療機関(200床未満)、在宅療養後方支援病
院等を想定

協議を行う予定時期 令和　　　年　　　　月

(協議を行う予定の医療機関がない場合)
基準を満たす協力医療機関を定める
ための今後の具体的な計画（※6）

上記以外の協力医療機関
医療機関名 医療機関コード

医療機関名（複数可）

（※2） 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
（※3）
（※4）

（※6）

各サービス種別における協力医療機関に係る施設基準は裏面を参照。

関係書類 別添のとおり

特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、軽費老人ホームについては「施
設基準（※1）第3号の規定を満たす協力病院」の欄の記載は不要です。

（※1）

（※5）



（各サービス種別における協力医療機関に係る施設基準）
特定施設入居者生活介護　　　　　　　　　　：指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第191条第2項
地域密着型特定施設入居者生活介護　　　　　：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第127条第2
項
認知症対応型共同生活介護　　　　　　　　　：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第105条第2
項
介護老人福祉施設　　　　　　　　　　　　　：指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第28条第1項
地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護   ：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第152条第1
項
介護老人保健施設　　　　　　　　　　　　　：介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第30条第1項
介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　：介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第34条第1項



 
別紙 12 

○ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成11年７月29日老企第22号）（抄）  
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新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

１ （略） 

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

１ （略） 

２ 人員に関する基準 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所に介護支援専門員

を配置しなければならないが、利用者の自立の支援及び生活の質の向上を

図るための居宅介護支援の能力を十分に有する者を充てるよう心がける必

要がある。 

また、基準第２条及び第３条に係る運用に当たっては、次の点に留意する

必要がある。 

２ 人員に関する基準 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所に介護支援専門員

を配置しなければならないが、利用者の自立の支援及び生活の質の向上を

図るための居宅介護支援の能力を十分に有する者を充てるよう心がける必

要がある。 

また、基準第２条及び第３条に係る運用に当たっては、次の点に留意す

る必要がある。 

⑴ 介護支援専門員の員数 

介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所ごとに必ず１人以上を常

勤で置くこととされており、常勤の考え方は⑶の①のとおりである。常

勤の介護支援専門員を置くべきこととしたのは、指定居宅介護支援事業

所の営業時間中は、介護支援専門員は常に利用者からの相談等に対応で

きる体制を整えている必要があるという趣旨であり、介護支援専門員が

その業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事

業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利

用者が適切に介護支援専門員に連絡が取れる体制としておく必要があ

る。 

なお、介護支援専門員については、他の業務との兼務を認められてい

るところであるが、これは、居宅介護支援の事業が、指定居宅サービス等

の実態を知悉する者により併せて行われることが効果的であるとされる

場合もあることに配慮したものである。 

また、当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数（当該指定居宅

介護支援事業者が介護予防支援の指定を併せて受け、又は地域包括支援

センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当

該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援を行う場合にあっ

ては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所

における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた

数。以下この⑴において同じ。）44 人（当該指定居宅介護支援事業所にお

いてケアプランデータ連携システムを活用し、かつ、事務職員を配置し

⑴ 介護支援専門員の員数 

介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所ごとに必ず１人以上を常

勤で置くこととされており、常勤の考え方は⑶の①のとおりである。常

勤の介護支援専門員を置くべきこととしたのは、指定居宅介護支援事業

所の営業時間中は、介護支援専門員は常に利用者からの相談等に対応で

きる体制を整えている必要があるという趣旨であり、介護支援専門員が

その業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事

業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利

用者が適切に介護支援専門員に連絡が取れる体制としておく必要があ

る。 

なお、介護支援専門員については、他の業務との兼務を認められてい

るところであるが、これは、居宅介護支援の事業が、指定居宅サービス等

の実態を知悉する者により併せて行われることが効果的であるとされる

場合もあることに配慮したものである。 

また、当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数 35 人に対して１

人を基準とするものであり、利用者の数が 35 人又はその端数を増すごと

に増員することが望ましい。ただし、当該増員に係る介護支援専門員に

ついては非常勤とすることを妨げるものではない。 
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ている場合は 49 人）に対して１人を基準とするものであり、利用者の数

が 44 人（当該指定居宅介護支援事業所においてケアプランデータ連携シ

ステムを活用し、かつ、事務職員を配置している場合は 49人）又はその

端数を増すごとに増員するものとする。ただし、当該増員に係る介護支

援専門員については非常勤とすることを妨げるものではない。なお、地

域における介護支援専門員や居宅介護支援事業所の充足状況等も踏ま

え、緊急的に利用者を受け入れなければならない等のやむを得ない理由

により利用者の数が当該基準を超えてしまった場合においては、直ちに

運営基準違反とすることのないよう留意されたい。 

また、当該非常勤の介護支援専門員に係る他の業務との兼務について

は、介護保険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、

差し支えないものであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス

事業の業務を指すものではない。 

なお、事務職員の配置については、その勤務形態は常勤の者でなくて

も差し支えない。また、当該事業所内の配置に限らず、同一法人内の配置

でも認められる。勤務時間数については特段の定めを設けていないが、

当該事業所における業務の実情を踏まえ、適切な数の人員を配置する必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、当該非常勤の介護支援専門員に係る他の業務との兼務について

は、介護保険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、

差し支えないものであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス

事業の業務を指すものではない。 

⑵ 管理者 

指定居宅介護支援事業所に置くべき管理者は、主任介護支援専門員で

あって、専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなければならないが、

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合及

び管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居宅介

護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の

職務に従事する常勤の者でなくても差し支えないこととされている。こ

の場合、他の事業所とは、必ずしも指定居宅サービス事業を行う事業所

に限るものではなく、例えば、介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業

務に従事する場合も、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない

限り認められるものである。 

指定居宅介護支援事業所の管理者は、指定居宅介護支援事業所の営業

時間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている

必要があるものであり、管理者が介護支援専門員を兼務していて、その

業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、その他の

従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく

⑵ 管理者 

指定居宅介護支援事業所に置くべき管理者は、主任介護支援専門員で

あって、専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなければならないが、

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合及

び管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管

理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）は必ず

しも専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなくても差し支えないこと

とされている。この場合、同一敷地内にある他の事業所とは、必ずしも指

定居宅サービス事業を行う事業所に限るものではなく、例えば、介護保

険施設、病院、診療所、薬局等の業務に従事する場合も、当該指定居宅介

護支援事業所の管理に支障がない限り認められるものである。 

指定居宅介護支援事業所の管理者は、指定居宅介護支援事業所の営業

時間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている

必要があるものであり、管理者が介護支援専門員を兼務していて、その

業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、その他の

従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく
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必要がある。 

また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスそのも

のに従事する従業者と兼務する場合（当該訪問系サービス事業所におけ

る勤務時間が極めて限られている場合を除く。）及び事故発生時や災害発

生等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定居宅介護支援事業

所又は利用者の居宅に駆け付けることができない体制となっている場合

は管理者の業務に支障があると考えられる。また、併設する事業所に原

則として常駐する老人介護支援センターの職員、訪問介護、訪問看護等

の管理者等との兼務は可能と考えられる。なお、介護保険施設の常勤専

従の介護支援専門員との兼務は認められないものである。 

 なお、以下のような、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である

等やむを得ない理由がある場合については、管理者を介護支援専門員と

する取扱いを可能とする。 

・ 本人の死亡、長期療養など健康上の問題の発生、急な退職や転居等

不測の事態により、主任介護支援専門員を管理者とできなくなってし

まった場合であって、主任介護支援専門員を管理者とできなくなった

理由と、今後の管理者確保のための計画書を保険者に届け出た場合。

なお、この場合、管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用を１

年間猶予するとともに、当該地域に他に居宅介護支援事業所がない場

合など、利用者保護の観点から特に必要と認められる場合には、保険

者の判断により、この猶予期間を延長することができることとする。 

・ 特別地域居宅介護支援加算又は中山間地域等における小規模事業所

加算を取得できる場合 

また、令和９年３月 31 日までの間は、令和３年３月 31 日時点で主任

介護支援専門員でない者が管理者である居宅介護支援事業所について

は、当該管理者が管理者である限り、管理者を主任介護支援専門員とす

る要件の適用を猶予することとしているが、指定居宅介護支援事業所に

おける業務管理や人材育成の取組を促進する観点から、経過措置期間の

終了を待たず、管理者として主任介護支援専門員を配置することが望ま

しい。 

必要がある。 

また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスそのも

のに従事する従業者との兼務は一般的には管理者の業務に支障があると

考えられるが、訪問サービスに従事する勤務時間が限られている職員の

場合には、支障がないと認められる場合もありうる。また、併設する事業

所に原則として常駐する老人介護支援センターの職員、訪問介護、訪問

看護等の管理者等との兼務は可能と考えられる。なお、介護保険施設の

常勤専従の介護支援専門員との兼務は認められないものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、令和９年３月 31 日までの間は、令和３年３月 31 日時点で主任

介護支援専門員でない者が管理者である居宅介護支援事業所について

は、当該管理者が管理者である限り、管理者を主任介護支援専門員とす

る要件の適用を猶予することとしているが、指定居宅介護支援事業所に

おける業務管理や人材育成の取組を促進する観点から、経過措置期間の

終了を待たず、管理者として主任介護支援専門員を配置することが望ま

しい。 

⑶ 用語の定義 

「常勤」及び「専らその職務に従事する」の定義はそれぞれ次のとおり

である。 

① 「常勤」 

⑶ 用語の定義 

「常勤」及び「専らその職務に従事する」の定義はそれぞれ次のとおり

である。 

① 「常勤」 
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当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定居宅介護

支援以外の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間

を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に

達していることをいうものである。ただし、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年法律第 113号）

第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）

第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間

の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両

立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける所定

労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定労働時

間の短縮等の措置」という。）が講じられている者については、利用者

の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に

常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可

能とする。 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと

考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべ

き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。

例えば、同一の事業者によって指定訪問介護事業所が併設されている

場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理

者を兼務している者は、その勤務時間が所定の時間に達していれば、

常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下

「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２

条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号

に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項

の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号

に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休

業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら

当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定居宅介護

支援以外の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間

を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に

達していることをいうものである。ただし、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113

号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）

第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間

の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等

の措置」という。）が講じられている者については、利用者の処遇に支

障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業

者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

 

 

 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと

考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべ

き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。

例えば、同一の事業者によって指定訪問介護事業所が併設されている

場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理

者を兼務している者は、その勤務時間が所定の時間に達していれば、

常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下

「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２

条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号

に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項

の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号

に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休

業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら
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れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

②・③ （略） 

れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

②・③ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 内容及び手続きの説明及び同意 

基準第４条は、基本理念としての高齢者自身によるサービス選択を具

体化したものである。利用者は指定居宅サービスのみならず、指定居宅

介護支援事業者についても自由に選択できることが基本であり、指定居

宅介護支援事業者は、利用申込があった場合には、あらかじめ、当該利用

申込者又はその家族に対し、当該指定居宅介護支援事業所の運営規程の

概要、介護支援専門員の勤務の体制、秘密の保持、事故発生時の対応、苦

情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事

項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説明を行い、当該指定居

宅介護支援事業所から居宅介護支援を受けることにつき同意を得なけれ

ばならないこととしたものである。なお、当該同意については、利用者及

び指定居宅介護支援事業者双方の保護の立場から書面によって確認する

ことが望ましいものである。 

また、指定居宅介護支援は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用

者の立場に立って行われるものであり、居宅サービス計画は基準第１条

の２の基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものである。この

ため、指定居宅介護支援について利用者の主体的な参加が重要であり、

居宅サービス計画の作成にあたって利用者から介護支援専門員に対して

複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めること等につき十分説明

を行わなければならない。なお、この内容を利用申込者又はその家族に

説明を行うに当たっては、併せて、居宅サービス計画原案に位置付けた

指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能である

ことにつき説明を行うとともに、理解が得られるよう、文書の交付に加

えて口頭での説明を懇切丁寧に行うことや、それを理解したことについ

て利用申込者から署名を得ることが望ましい。 

さらに、基準第１条の２の基本方針に基づき、指定居宅介護支援の提

供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に

立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定

の指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのないよう、公正中立

⑵ 内容及び手続きの説明及び同意 

基準第４条は、基本理念としての高齢者自身によるサービス選択を具

体化したものである。利用者は指定居宅サービスのみならず、指定居宅

介護支援事業者についても自由に選択できることが基本であり、指定居

宅介護支援事業者は、利用申込があった場合には、あらかじめ、当該利用

申込者又はその家族に対し、当該指定居宅介護支援事業所の運営規程の

概要、介護支援専門員の勤務の体制、秘密の保持、事故発生時の対応、苦

情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事

項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説明を行い、当該指定居

宅介護支援事業所から居宅介護支援を受けることにつき同意を得なけれ

ばならないこととしたものである。なお、当該同意については、利用者及

び指定居宅介護支援事業者双方の保護の立場から書面によって確認する

ことが望ましいものである。 

また、指定居宅介護支援は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用

者の立場に立って行われるものであり、居宅サービス計画は基準第１条

の２の基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものである。この

ため、指定居宅介護支援について利用者の主体的な参加が重要であり、

居宅サービス計画の作成にあたって利用者から介護支援専門員に対して

複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、居宅サービス

計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求

めることが可能であること等につき十分説明を行わなければならない。

なお、この内容を利用申込者又はその家族に説明を行うに当たっては、

理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行

うとともに、それを理解したことについて必ず利用申込者から署名を得

なければならない。 

また、基準第１条の２の基本方針に基づき、指定居宅介護支援の提供

にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立

って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の

指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのないよう、公正中立に
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に行わなければならないこと等を踏まえ、前６月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この⑵におい

て「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画

の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう

ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）等につき十分説

明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

 

 

 

 

この前６月間については、毎年度２回、次の期間における当該事業所

において作成された居宅サービス計画を対象とする。 

① 前期（３月１日から８月末日） 

② 後期（９月１日から２月末日） 

なお、説明については、指定居宅介護支援の提供の開始に際し行うも

のとするが、その際に用いる当該割合等については、直近の①若しくは

②の期間のものとする。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅に

おける日常生活上の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入

院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支援に

資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援することにも

つながる。基準第４条第３項は、指定居宅介護支援事業者と入院先医療

機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診療所

に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連絡

先を当該病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前

に協力を求める必要があることを規定するものである。なお、より実効

性を高めるため、日頃から介護支援専門員の連絡先等を介護保険被保険

者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼

しておくことが望ましい。 

行わなければならないこと等を踏まえ、前６月間に当該指定居宅介護支

援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この⑵におい

て「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画

の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう

ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）等につき十分説

明を行わなければならない。 

なお、この内容を利用者又はその家族に説明を行うに当たっては、理

解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行う

とともに、それを理解したことについて必ず利用者から署名を得なけれ

ばならない。 

また、前６月間については、毎年度２回、次の期間における当該事業所

において作成された居宅サービス計画を対象とする。 

① 前期（３月１日から８月末日） 

② 後期（９月１日から２月末日） 

なお、説明については、指定居宅介護支援の提供の開始に際し行うも

のとするが、その際に用いる当該割合等については、直近の①若しくは

②の期間のものとする。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅に

おける日常生活上の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入

院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支援に

資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援することにも

つながる。基準第４条第３項は、指定居宅介護支援事業者と入院先医療

機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診療所

に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連絡

先を当該病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前

に協力を求める必要があることを規定するものである。なお、より実効

性を高めるため、日頃から介護支援専門員の連絡先等を介護保険被保険

者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼

しておくことが望ましい。 

⑶ （略） ⑶ （略） 

⑷ 要介護認定の申請に係る援助 ⑷ 要介護認定の申請に係る援助 
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①・② （略） 

③ 同条第３項は、要介護認定の有効期間が付されているものであるこ

とを踏まえ、指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の有効期間を確

認した上、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要

な援助を行わなければならないこととしたものである。 

①・② （略） 

③ 同条第３項は、要介護認定の有効期間が付されているものであるこ

とを踏まえ、指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の有効期間を確

認した上、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要介護認定の有効期間が終了する１月前にはなされるよう、必要

な援助を行わなければならないこととしたものである。 

⑸～⑺ （略） ⑸～⑺ （略） 

⑻ 指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

基準第 13 条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、居宅

サービス計画の作成、居宅サービス計画の実施状況の把握などの居宅介

護支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う介護支援専門

員の責務を明らかにしたものである。 

なお、利用者の課題分析（第６号）から担当者に対する個別サービス計

画の提出依頼（第 12 号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の

２に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列記したもので

あり、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急

的なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを

前提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。

ただし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事

後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて居宅サ

ービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。 

①・② （略） 

⑻ 指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

基準第 13 条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、居宅

サービス計画の作成、居宅サービス計画の実施状況の把握などの居宅介

護支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う介護支援専門

員の責務を明らかにしたものである。 

なお、利用者の課題分析（第６号）から担当者に対する個別サービス計

画の提出依頼（第 12 号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の

２に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列記したもので

あり、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急

的なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを

前提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。

ただし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事

後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて居宅サ

ービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。 

①・② （略） 

③ 身体的拘束等の原則禁止や身体的拘束等を行う場合の記録（第２の

２号及び第２の３号） 

基準第 13 条第２の２号及び第２の３号は、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等

を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととし

たものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

（新設） 
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なお、基準省令第 29 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間

保存しなければならない。 

④～⑭ （略） ③～⑬ （略） 

⑨ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第９号） 

介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い居宅サービス計画と

するため、各サービスが共通の目標を達成するために具体的なサービ

スの内容として何ができるかなどについて、利用者やその家族、居宅

サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者からなる

サービス担当者会議の開催により、利用者の状況等に関する情報を当

該担当者等と共有するとともに、専門的な見地からの意見を求め調整

を図ることが重要である。なお、利用者やその家族の参加が望ましく

ない場合（家庭内暴力等）には、必ずしも参加を求めるものではないこ

とに留意されたい。また、やむを得ない理由がある場合については、サ

ービス担当者に対する照会等により意見を求めることができるものと

しているが、この場合にも、緊密に相互の情報交換を行うことにより、

利用者の状況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容を共有

できるようにする必要がある。なお、ここでいうやむを得ない理由が

ある場合とは、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況

等により、主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。）

の意見を勘案して必要と認める場合のほか、開催の日程調整を行った

が、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への参加が得

られなかった場合、居宅サービス計画の変更であって、利用者の状態

に大きな変化が見られない等における軽微な変更の場合等が想定され

る。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像

を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用

して行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以

下この⑩において「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、

テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければな

らない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

また、末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認める場合とは、主

⑨ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第９号） 

介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い居宅サービス計画と

するため、各サービスが共通の目標を達成するために具体的なサービ

スの内容として何ができるかなどについて、利用者やその家族、居宅

サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者からなる

サービス担当者会議の開催により、利用者の状況等に関する情報を当

該担当者等と共有するとともに、専門的な見地からの意見を求め調整

を図ることが重要である。なお、利用者やその家族の参加が望ましく

ない場合（家庭内暴力等）には、必ずしも参加を求めるものではないこ

とに留意されたい。また、やむを得ない理由がある場合については、サ

ービス担当者に対する照会等により意見を求めることができるものと

しているが、この場合にも、緊密に相互の情報交換を行うことにより、

利用者の状況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容を共有

できるようにする必要がある。なお、ここでいうやむを得ない理由が

ある場合とは、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況

等により、主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。）

の意見を勘案して必要と認める場合のほか、開催の日程調整を行った

が、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への参加が得

られなかった場合、居宅サービス計画の変更であって、利用者の状態

に大きな変化が見られない等における軽微な変更の場合等が想定され

る。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像

を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用

して行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以

下この⑨において「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、

テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければな

らない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

また、末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認める場合とは、主
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治の医師等が日常生活上の障害が１か月以内に出現すると判断した時

点以降において、主治の医師等の助言を得た上で、介護支援専門員が

サービス担当者に対する照会等により意見を求めることが必要と判断

した場合を想定している。なお、ここでいう「主治の医師等」とは、利

用者の最新の心身の状態、受診中の医療機関、投薬内容等を一元的に

把握している医師であり、要介護認定の申請のために主治医意見書を

記載した医師に限定されないことから、利用者又はその家族等に確認

する方法等により、適切に対応すること。また、サービス種類や利用

回数の変更等を利用者に状態変化が生じるたびに迅速に行っていくこ

とが求められるため、日常生活上の障害が出現する前に、今後利用が

必要と見込まれる指定居宅サービス等の担当者を含めた関係者を招集

した上で、予測される状態変化と支援の方向性について関係者間で共

有しておくことが望ましい。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容

について記録するとともに、基準第 29 条の第２項の規定に基づき、当

該記録は、２年間保存しなければならない。 

治の医師等が日常生活上の障害が１か月以内に出現すると判断した時

点以降において、主治の医師等の助言を得た上で、介護支援専門員が

サービス担当者に対する照会等により意見を求めることが必要と判断

した場合を想定している。なお、ここでいう「主治の医師等」とは、利

用者の最新の心身の状態、受診中の医療機関、投薬内容等を一元的に

把握している医師であり、要介護認定の申請のために主治医意見書を

記載した医師に限定されないことから、利用者又はその家族等に確認

する方法等により、適切に対応すること。また、サービス種類や利用

回数の変更等を利用者に状態変化が生じるたびに迅速に行っていくこ

とが求められるため、日常生活上の障害が出現する前に、今後利用が

必要と見込まれる指定居宅サービス等の担当者を含めた関係者を招集

した上で、予測される状態変化と支援の方向性について関係者間で共

有しておくことが望ましい。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容

について記録するとともに、基準第 29 条の第２項の規定に基づき、当

該記録は、２年間保存しなければならない。 

⑪～⑭ （略） ⑩～⑬ （略） 

⑮ モニタリングの実施（第 14 号） 

介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居宅サービス計画

の作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、指定居宅サ

ービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サー

ビス事業者等の担当者との連携により、モニタリングが行われている

場合においても、特段の事情のない限り、少なくとも１月に１回は利

用者と面接を行い、かつ、少なくとも１月に１回はモニタリングの結

果を記録することが必要である。また、面接は、原則、利用者の居宅を

訪問することにより行うこととする。 

ただし、基準第 13 条第 14 号ロ⑴及び⑵の要件を満たしている場合

であって、少なくとも２月に１回利用者の居宅を訪問し、面接すると

きは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を

活用して面接を行うことができる。なお、テレビ電話装置等を活用し

て面接を行う場合においても、利用者の状況に変化が認められた場合

等においては、居宅を訪問することによる面接に切り替えることが適

当である。また、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適

⑭ モニタリングの実施（第 14 号） 

介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居宅サービス計画

の作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、指定居宅サ

ービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サー

ビス事業者等の担当者との連携により、モニタリングが行われている

場合においても、特段の事情のない限り、少なくとも１月に１回は利

用者の居宅で面接を行い、かつ、少なくとも１月に１回はモニタリン

グの結果を記録することが必要である。 

また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであ

り、介護支援専門員に起因する事情は含まれない。 

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容

を記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 29 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記

録は、２年間保存しなければならない。 
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切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下のイか

らホに掲げる事項について留意する必要がある。 

イ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者

に対し、テレビ電話装置等による面接のメリット及びデメリットを

含め、具体的な実施方法（居宅への訪問は２月に１回であること等）

を懇切丁寧に説明することが重要である。なお、利用者の認知機能

が低下している場合など、同意を得ることが困難と考えられる利用

者については、後述のロの要件の観点からも、テレビ電話装置等を

活用した面接の対象者として想定されない。 

ロ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たって

は、主治の医師等による医学的な観点からの意見や、以下に例示す

る事項等も踏まえて、サービス担当者会議等において総合的に判断

することが必要である。 

・ 介護者の状況の変化が無いこと。 

・ 住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレ

の改修等を含む） 

・ サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変更が無いこと 

ハ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者が

テレビ電話装置等を介して、利用者の居宅において対面で面接を行

う場合と同程度の応対ができる必要がある。なお、テレビ電話装置

等の操作については、必ずしも利用者自身で行う必要はなく、家族

等の介助者が操作を行うことは差し支えない。 

ニ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認

できない利用者の健康状態や住環境等の情報については、サービス

事業所の担当者からの情報提供により補完する必要がある。この点

について、サービス事業所の担当者の同意を得るとともに、サービ

ス事業所の担当者の過度な負担とならないよう、情報収集を依頼す

る項目や情報量については留意が必要である。なお、サービス事業

所の担当者に情報収集を依頼するに当たっては、別途通知する「情

報連携シート」を参考にされたい。 

ホ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、

サービス担当者会議のほか、利用者の通院や訪問診療への立会時に
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おける主治の医師への意見照会や、サービス事業所の担当者との日

頃の連絡調整の際の意見照会も想定されるが、いずれの場合におい

ても、合意に至るまでの過程を記録しておくことが必要である。 

また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであ

り、介護支援専門員に起因する事情は含まれない。 

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容

を記録しておくことが必要である。 

なお、基準第 29 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記

録は、２年間保存しなければならない。 

⑯ （略） ⑮ （略） 

⑰ 居宅サービス計画の変更（第 16 号） 

介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際には、原則とし

て、基準第 13 条第３号から第 12 号までに規定された居宅サービス計

画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要である。 

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の

変更等で、介護支援専門員が基準第 13 条第３号から第 12 号までに掲

げる一連の業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、

この必要はないものとする。ただし、この場合においても、介護支援

専門員が、利用者の解決すべき課題の変化に留意することが重要であ

ることは、同条第 13 号（⑭居宅サービス計画の実施状況等の把握及び

評価等）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

⑯ 居宅サービス計画の変更（第 16 号） 

介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際には、原則とし

て、基準第 13 条第３号から第 12 号までに規定された居宅サービス計

画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要である。 

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の

変更等で、介護支援専門員が基準第 13 条第３号から第 12 号までに掲

げる一連の業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、

この必要はないものとする。ただし、この場合においても、介護支援

専門員が、利用者の解決すべき課題の変化に留意することが重要であ

ることは、同条第 13 号（⑬居宅サービス計画の実施状況等の把握及び

評価等）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

⑱・⑲ （略） ⑰・⑱ （略） 

⑳ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の２） 

訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成 12 年厚生省告示第 19 号）別表指定居宅サービス介護給付費単

位数表の１ 訪問介護費の注３に規定する生活援助が中心である指定

訪問介護に限る。以下この⑳において同じ。）の利用回数が統計的に見

て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、利用者の自

立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確

認し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、

基準第 13 条第 18 号の２は、一定回数（基準第 13 条第 18 号の２によ

り厚生労働大臣が定める回数をいう。以下同じ。）以上の訪問介護を位

置づける場合にその必要性を居宅サービス計画に記載するとともに、

⑲ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の２） 

訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成 12 年厚生省告示第 19 号）別表指定居宅サービス介護給付費単

位数表の１ 訪問介護費の注３に規定する生活援助が中心である指定

訪問介護に限る。以下この⑲において同じ。）の利用回数が統計的に見

て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、利用者の自

立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確

認し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、

基準第 13 条第 18 号の２は、一定回数（基準第 13 条第 18 号の２によ

り厚生労働大臣が定める回数をいう。以下同じ。）以上の訪問介護を位

置づける場合にその必要性を居宅サービス計画に記載するとともに、
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当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならないことを規定

するものである。届出にあたっては、当該月において作成又は変更（⑰

における軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画のうち一定回数以

上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町村に

届け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更

した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付

をした居宅サービス計画を言う。また、居宅サービス計画の届出頻度

について、１度市町村が検証した居宅サービス計画の次回の届出は、

１年後でよいものとする。 

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務の効果的な実施のために、介護支援専門員、保健医療及び福

祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係機

関及び関係団体（以下、「関係者等」という。）により構成される会議等

の他に、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形

で行うサービス担当者会議等での検証も可能である。 

当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならないことを規定

するものである。届出にあたっては、当該月において作成又は変更（⑯

における軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画のうち一定回数以

上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町村に

届け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更

した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付

をした居宅サービス計画を言う。また、居宅サービス計画の届出頻度

について、１度市町村が検証した居宅サービス計画の次回の届出は、

１年後でよいものとする。 

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務の効果的な実施のために、介護支援専門員、保健医療及び福

祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係機

関及び関係団体（以下、「関係者等」という。）により構成される会議等

の他に、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形

で行うサービス担当者会議等での検証も可能である。 

㉑ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の３） 

居宅サービス計画に位置づけられた介護保険法施行規則（平成 11 年

厚生省令第 36 号）第 66 条に規定する居宅サービス等区分に係るサー

ビスの合計単位数（以下㉑において「居宅サービス等合計単位数」と

いう。）が区分支給限度基準額（単位数）に占める割合や訪問介護に係

る合計単位数が居宅サービス等合計単位数に占める割合が厚生労働大

臣が定める基準（基準第 13 条第 18 号の３の規定により厚生労働大臣

が定める基準をいう。）に該当する場合に、利用者の自立支援・重度化

防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認し、必要に応

じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第 13 条第 18

号の３は、当該基準に該当する場合にその必要性を居宅サービス計画

に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なけれ

ばならないことを規定するものである。届出にあたっては、当該月に

おいて作成又は変更（⑰における軽微な変更を除く。）した居宅サービ

ス計画に位置づけられたサービスが当該基準に該当する場合には、市

町村に届け出ることとする。なお、ここでいう当該月において作成又

は変更した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得

て交付をした居宅サービス計画をいう。 

また、居宅サービス計画の届出頻度について、１度市町村が検証し

⑳ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の３） 

居宅サービス計画に位置づけられた介護保険法施行規則（平成 11 年

厚生省令第 36 号）第 66 条に規定する居宅サービス等区分に係るサー

ビスの合計単位数（以下⑳において「居宅サービス等合計単位数」と

いう。）が区分支給限度基準額（単位数）に占める割合や訪問介護に係

る合計単位数が居宅サービス等合計単位数に占める割合が厚生労働大

臣が定める基準（基準第 13 条第 18 号の３の規定により厚生労働大臣

が定める基準をいう。）に該当する場合に、利用者の自立支援・重度化

防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認し、必要に応

じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第 13 条第 18

号の３は、当該基準に該当する場合にその必要性を居宅サービス計画

に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なけれ

ばならないことを規定するものである。届出にあたっては、当該月に

おいて作成又は変更（⑯における軽微な変更を除く。）した居宅サービ

ス計画に位置づけられたサービスが当該基準に該当する場合には、市

町村に届け出ることとする。なお、ここでいう当該月において作成又

は変更した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得

て交付をした居宅サービス計画をいう。 

また、居宅サービス計画の届出頻度について、１度市町村が検証し
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た居宅サービスの計画の次回の届出は、１年後でもよいものとする。 

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務の効果的な実施のために、関係者等により構成される会議等

の他に、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形

で行うサービス担当者会議等での検証も可能である。 

 

た居宅サービスの計画の次回の届出は、１年後でもよいものとする。 

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務の効果的な実施のために、関係者等により構成される会議等

の他に、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形

で行うサービス担当者会議等での検証も可能である。 

なお、基準第 13 条第 18 号の３については、令和３年 10 月１日より

施行されるため、同年 10 月以降に作成又は変更した居宅サービス計画

について届出を行うこと。 

㉒ 主治の医師等の意見等（第 19 号・第 19 号の２・第 20号） 

訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、居

宅療養管理指導、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）及び看護小規模多機

能型居宅介護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）については、

主治の医師等がその必要性を認めたものに限られるものであることか

ら、介護支援専門員は、これらの医療サービスを居宅サービス計画に

位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があることを確認しな

ければならない。 

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その

他必要な場合には、介護支援専門員は、あらかじめ、利用者の同意を

得て主治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円

滑な連携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した居宅サービス計

画については、意見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。

なお、交付の方法については、対面のほか、郵送やメール等によるこ

とも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の医師等」につい

ては、要介護認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定

されないことに留意すること。特に、訪問リハビリテーション及び通

所リハビリテーションについては、医療機関からの退院患者において、

退院後のリハビリテーションの早期開始を推進する観点から、入院中

の医療機関の医師による意見を踏まえて、速やかに医療サービスを含

む居宅サービス計画を作成することが望ましい。 

なお、医療サービス以外の指定居宅サービス等を居宅サービス計画

に位置付ける場合にあって、当該指定居宅サービス等に係る主治の医

師等の医学的観点からの留意事項が示されているときは、介護支援専

門員は、当該留意点を尊重して居宅介護支援を行うものとする。 

   ㉑ 主治の医師等の意見等（第 19 号・第 19 号の２・第 20 号） 
訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、居

宅療養管理指導、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）及び看護小規模多機

能型居宅介護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）については、

主治の医師等がその必要性を認めたものに限られるものであることか

ら、介護支援専門員は、これらの医療サービスを居宅サービス計画に

位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があることを確認しな

ければならない。 

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その

他必要な場合には、介護支援専門員は、あらかじめ、利用者の同意を

得て主治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円

滑な連携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した居宅サービス計

画については、意見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。

なお、交付の方法については、対面のほか、郵送やメール等によるこ

とも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の医師等」につい

ては、要介護認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定

されないことに留意すること。 

なお、医療サービス以外の指定居宅サービス等を居宅サービス計画

に位置付ける場合にあって、当該指定居宅サービス等に係る主治の医

師等の医学的観点からの留意事項が示されているときは、介護支援専

門員は、当該留意点を尊重して居宅介護支援を行うものとする。 
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㉓ （略） ㉒ （略） 

㉔ 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画への反映

（第 22 号・第 23 号） 

  福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利用者

の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討せずに選定した

場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれがあることから、

検討の過程を別途記録する必要がある。 

  このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及

び特定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス担当者会議を開

催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を

記載しなければならない。 

  さらに、対象福祉用具（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37 号）第 199 条第２号に定

める対象福祉用具をいう。以下同じ。）を居宅サービス計画に位置づけ

る場合には、福祉用具の適時適切な利用及び利用者の安全を確保する

観点から、基準第 13 条第５号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定

福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメ

リット及びデメリット等、利用者の選択に資するよう、必要な情報を

提供しなければならない。なお、対象福祉用具の提案を行う際、利用者

の心身の状況の確認に当たっては、利用者へのアセスメントの結果に

加え、医師やリハビリテーション専門職等からの意見聴取、退院・退所

前カンファレンス又はサービス担当者会議等の結果を踏まえることと

し、医師の所見を取得する具体的な方法は、主治医意見書による方法

のほか、診療情報提供書又は医師から所見を聴取する方法が考えられ

る。 

  なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後必要に応

じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続して福祉用具

貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取するとともに検証し、

継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理由を再び

居宅サービス計画に記載しなければならない。なお、対象福祉用具の

場合については、福祉用具専門相談員によるモニタリングの結果も踏

まえること。 

  また、福祉用具貸与については以下の項目について留意することと

する。 

㉓ 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画への反映

（第 22 号・第 23 号） 

  福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利用者

の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討せずに選定した

場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれがあることから、

検討の過程を別途記録する必要がある。 

  このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及

び特定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス担当者会議を開

催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を

記載しなければならない。 

  なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後必要に応

じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続して福祉用具

貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取するとともに検証し、

継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理由を再び

居宅サービス計画に記載しなければならない。 

  また、福祉用具貸与については以下の項目について留意することと

する。 
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ア・イ （略） 

ウ 介護支援専門員は、当該軽度者が「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導

及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」

（平成 12 年老企第 36 号）の第２の９⑷①ウの判断方法による場合

については、福祉用具の必要性を判断するため、利用者の状態像が、

同ⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨について、主治医意見

書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取する方

法により、当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記

載しなければならない。この場合において、介護支援専門員は、指

定福祉用具貸与事業者より、当該軽度者に係る医師の所見及び医師

の名前について確認があったときには、利用者の同意を得て、適切

にその内容について情報提供しなければならない。 

ア・イ （略） 

ウ 介護支援専門員は、当該軽度者が「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導

及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」

（平成 12 年老企第 36 号）の第２の９⑵①ウの判断方法による場合

については、福祉用具の必要性を判断するため、利用者の状態像が、

同ⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨について、主治医意見

書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取する方

法により、当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記

載しなければならない。この場合において、介護支援専門員は、指

定福祉用具貸与事業者より、当該軽度者に係る医師の所見及び医師

の名前について確認があったときには、利用者の同意を得て、適切

にその内容について情報提供しなければならない。 

㉕・㉖ （略） ㉔・㉕ （略） 

㉗ 指定介護予防支援業務の受託に関する留意点（第 26 号） 

  指定居宅介護支援事業者は、地域包括支援センターの設置者である

指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援業務を受託するにあた

っては、その業務量等を勘案し、指定介護予防支援業務を受託するこ

とによって、当該指定居宅介護支援事業者が本来行うべき指定居宅介

護支援業務の適正な実施に影響を及ぼすことのないよう配慮しなけれ

ばならない。 

㉖ 指定介護予防支援業務の受託に関する留意点（第 26 号） 

指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援業務を受託するにあ

たっては、その業務量等を勘案し、指定介護予防支援業務を受託する

ことによって、当該指定居宅介護支援事業者が本来行うべき指定居宅

介護支援業務の適正な実施に影響を及ぼすことのないよう配慮しなけ

ればならない。 

㉘ （略） ㉗ （略） 

⑼～⑾ （略） ⑼～⑾ （略） 

⑿ 管理者の責務 

指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護保険法の基本理念を踏まえ

た利用者本位の指定居宅介護支援の提供を行うため、当該指定居宅介護

支援事業所の介護支援専門員等の管理、利用申込みに係る調整、業務の

実施状況の把握等を一元的に行うとともに、職員に指定基準の規定を遵

守させるために必要な指揮命令を行う必要がある。また、管理者は、日頃

から業務が適正に執行されているか把握するとともに、従業者の資質向

上や健康管理等、ワーク・ライフ・バランスの取れた働きやすい職場環境

を醸成していくことが重要である。 

（新設） 

⒀・⒁ （略） ⑿・⒀ （略） 



16 

 

⒂ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 19 条の２は、指定居宅介護支援事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定居宅介護支援の提供を

受けられるよう、指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介

護支援専門員その他の従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュ

レーション）を実施しなければならないこととしたものである。利用

者がサービス利用を継続する上で、指定居宅介護支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第 19 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求

められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

 

 

 

 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞ

れに対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定する

こととして差し支えない。 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⒁ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 19 条の２は、指定居宅介護支援事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定居宅介護支援の提供を

受けられるよう、指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介

護支援専門員その他の従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュ

レーション）を実施しなければならないこととしたものである。利用

者がサービス利用を継続する上で、指定居宅介護支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第 19 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求

められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たっては、

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一

部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９号。以下「令和３年改

正省令」という。）附則第３条において、３年間の経過措置を設けてお

り、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

 

 

 

イ・ロ （略） 

③・④ （略） 

⒃ （略） ⒂ （略） 
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⒄ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 21 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。 

 

 

 

 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策

の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、

特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的

に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、感染対策を担当する者（以下「感染対策担当者」と

いう。）を決めておくことが必要である。なお、同一事業所内での複数

担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担

当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に

兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を

適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支

障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おお

むね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する

時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

また、感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

⒃ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 21 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。 

なお、感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る義務付けの

適用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条において、３年間の経

過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされて

いる。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策

の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、

特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的

に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対策担

当者」という。）を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、

利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定

期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に

応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵

守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合

は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支え

ない。この場合にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等

の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 
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ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合

は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支え

ない。この場合にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等

の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 

ロ・ハ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ・ハ （略） 

⒅ 掲示 

① 基準第 22 条第１項は、基準第４条の規定により居宅介護支援の提供

開始時に運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制、事故発生時

の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況

（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価

結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同

意を得ることとしていることに加え、指定居宅介護支援事業所への当

該重要事項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始され

た後、継続的にサービスが行われている段階においても利用者の保護

を図る趣旨である。また、基準第 22 条第３項は、指定居宅介護支援事

業者は、原則として、重要事項を当該指定居宅介護支援事業者のウェ

ブサイトに掲載することを規定したものであるが、ウェブサイトとは、

法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをい

う。なお、指定居宅介護支援事業者は、重要事項の掲示及びウェブサイ

トへの掲載を行うにあたり、次に掲げる点に留意する必要がある。 

イ・ロ （略） 

ハ 介護保険法施行規則第 140 条の 44 各号に掲げる基準に該当する

指定居宅介護支援事業所については、介護サービス情報制度におけ

る報告義務の対象ではないことから、基準省令第 22 条第３項の規定

によるウェブサイトへの掲載は行うことが望ましいこと。なお、ウ

ェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１項の規定による掲

示は行う必要があるが、これを同条第２項や基準省令第 31条第１項

⒄ 掲示 

① 基準第 22 条第１項は、基準第４条の規定により居宅介護支援の提供

開始時に運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制、事故発生時

の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況

（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価

結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同

意を得ることとしていることに加え、指定居宅介護支援事業所への当

該重要事項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始され

た後、継続的にサービスが行われている段階においても利用者の保護

を図る趣旨であるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

（新設） 
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の規定に基づく措置に代えることができること。 

② 基準第 22 条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービ

スの利用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該

指定居宅介護支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代

えることができることを規定したものである。 

 

② 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利

用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定居

宅介護支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代えるこ

とができることを規定したものである。 

⒆・⒇ （略） ⒅・⒆ （略） 

(21) 苦情処理 

①～③ （略） 

④ なお、指定居宅介護支援事業者は、当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書に記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載

するべきものである。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、

第２の３の⒅の①に準ずるものとする。 

⒇ 苦情処理 

①～③ （略） 

④ なお、指定居宅介護支援事業者は、当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書に記載するとともに、事業所に掲示するべきものである。 

(22) （略） (21) （略） 

(23) 虐待の防止 

基準省令第 27 条の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、介護保険法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持

や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指

定居宅介護支援事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等

については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から指定居宅介護支

援事業所における虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定居宅介護支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配

慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２

の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者に

それらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待

防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等

を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

(22) 虐待の防止 

基準省令第 27 条の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、介護保険法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持

や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指

定居宅介護支援事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等

については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から指定居宅介護支

援事業所における虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定居宅介護支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配

慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２

の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者に

それらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待

防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等

を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 
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指定居宅介護支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレク

ト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これら

を早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市

町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利

用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐

待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定居宅介護支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に

行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努める

こととする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

 

 

 

①～③ （略） 

指定居宅介護支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレク

ト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これら

を早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市

町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利

用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐

待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定居宅介護支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に

行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努める

こととする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するも

のとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２

条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定居宅介護支援事業所における虐待を防止するための体制とし

て、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置く

ことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任

者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、同一事業所内での

複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、

担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的

に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況

を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で

支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定居宅介護支援事業所における虐待を防止するための体制とし

て、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者

を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会

の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

(24)・(25) （略） (23)・(24) （略） 
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４・５ （略） ４・５ （略） 

 



 
別紙 13 

○ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準につい

て（平成18年３月31日老振発第0331003号、老老発第0331016号）（抄）  

 

1 

新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ 基本方針 

介護保険制度においては、要支援者である利用者に対し、個々の解決すべ

き課題、その心身の状況や置かれている環境等に応じて保健・医療・福祉に

わたる指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス等が、多

様なサービス提供主体により総合的かつ効率的に提供されるよう、介護予

防支援を保険給付の対象として位置づけたものであり、その重要性に鑑み、

保険給付率についても特に 10割としているところである。 

基準第１条の２第１項は、介護保険制度の基本理念である「自立支援」、

すなわち利用者が可能な限りその居宅において自立した日常生活を継続す

るということを実現するため、利用者が要支援者であることに鑑み、介護

予防の効果が最大限発揮され、利用者が有している生活機能の維持・改善

が図られるよう、目標指向型の計画を作成し、支援することができるかど

うかという視点から検討を行い支援を行うべきことを定めたものである。 

このほか、指定介護予防支援の事業の実施にあたっては、高齢者自身によ

るサービスの選択の尊重、保健・医療・福祉サービスの総合的、効率的な活

用、利用者主体、公正中立、地域における様々な取組等との連携等を基本理

念として掲げている。これらの基本理念を踏まえ、介護予防支援の事業に

ついては、市町村が設置する地域包括支援センター又は居宅介護支援事業

者が指定介護予防支援事業者としての指定を受け、主体的に行う業務とし

ており、指定介護予防支援事業者は、常にこの基本方針を踏まえた事業運

営を図らなければならないこととしている。 

第２ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ 基本方針 

介護保険制度においては、要支援者である利用者に対し、個々の解決す

べき課題、その心身の状況や置かれている環境等に応じて保健・医療・福祉

にわたる指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス等が、

多様なサービス提供主体により総合的かつ効率的に提供されるよう、介護

予防支援を保険給付の対象として位置づけたものであり、その重要性に鑑

み、保険給付率についても特に 10 割としているところである。 

基準第１条の２第１項は、介護保険制度の基本理念である「自立支援」、

すなわち利用者が可能な限りその居宅において自立した日常生活を継続す

るということを実現するため、利用者が要支援者であることに鑑み、介護

予防の効果が最大限発揮され、利用者が有している生活機能の維持・改善

が図られるよう、目標指向型の計画を作成し、支援することができるかど

うかという視点から検討を行い支援を行うべきことを定めたものである。 

このほか、指定介護予防支援の事業の実施にあたっては、高齢者自身に

よるサービスの選択の尊重、保健・医療・福祉サービスの総合的、効率的な

活用、利用者主体、公正中立、地域における様々な取組等との連携等を基本

理念として掲げている。これらの基本理念を踏まえ、介護予防支援の事業

については、市町村が設置する地域包括支援センターが指定介護予防支援

事業者としての指定を受け、主体的に行う業務としており、指定介護予防

支援事業者は、常にこの基本方針を踏まえた事業運営を図らなければなら

ないこととしている。 

２ 人員に関する基準 

地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、指定

介護予防支援事業所に保健師その他の介護予防支援に関する知識を有する

職員（以下「担当職員」という。）を、事業が円滑に実施できるよう、必要

数を配置しなければならない。この担当職員は、次のいずれかの要件を満

たす者であって、都道府県が実施する研修を受講する等介護予防支援業務

に関する必要な知識及び能力を有する者を充てる必要がある。 

① 保健師 

２ 人員に関する基準 

指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所に保健師その他の

介護予防支援に関する知識を有する職員（以下「担当職員」という。）を、

事業が円滑に実施できるよう、必要数を配置しなければならない。この担

当職員は、次のいずれかの要件を満たす者であって、都道府県が実施する

研修を受講する等介護予防支援業務に関する必要な知識及び能力を有する

者を充てる必要がある。 

① 保健師 
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② 介護支援専門員 

③ 社会福祉士 

④ 経験ある看護師 

⑤ 高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主

事 

なお、担当職員は、前記の要件を満たす者であれば、当該介護予防支援事

業所である地域包括支援センターの職員等と兼務して差し支えないもので

あり、また、利用者の給付管理に係る業務等の事務的な業務に従事する者

については、前記の要件を満たしていなくても差し支えないものである。 

また、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、指定介

護予防支援事業所に介護支援専門員を、事業が円滑に実施できるよう、必

要数を配置しなければならない。なお、当該介護支援専門員は、当該居宅介

護支援事業者が介護予防支援の指定を併せて受け、当該指定居宅介護支援

事業所において指定介護予防支援を行う場合にあっては、居宅介護支援事

業所の介護支援専門員と兼務して差し支えない。 

さらに、基準第２条及び第３条に係る運用に当たっては、次の点に留意す

る必要がある。 

② 介護支援専門員 

③ 社会福祉士 

④ 経験ある看護師 

⑤ 高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主

事 

なお、担当職員は、前記の要件を満たす者であれば、当該介護予防支援事

業所である地域包括支援センターの職員等と兼務して差し支えないもので

あり、また、利用者の給付管理に係る業務等の事務的な業務に従事する者

については、前記の要件を満たしていなくても差し支えないものである。 

また、基準第２条及び第３条に係る運用に当たっては、次の点に留意す

る必要がある。 

⑴ 担当職員の員数 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 基準第２条第１項において、地域包括支援センターの設置者である

⑴ 担当職員の員数 

基準第２条において、１以上の員数の担当職員を置かなければならな

いこととされているが、介護予防支援事業者は、担当する区域の状況を

踏まえ、必要な担当職員を配置するか、あるいは指定居宅介護支援事業

者に業務の一部を委託することにより、適切に業務を行えるよう体制を

整備する必要があることを示しているものである。 

なお、基準においては、配置する職員について常勤又は専従等の要件

を付していないが、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に利用

者からの相談等に対応できる体制を整えている必要があり、担当職員が

その業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事

業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利

用者が適切に担当職員に連絡が取れるなど利用者の支援に支障が生じな

いよう体制を整えておく必要がある。 

また、担当職員が非常勤の場合や他の事業と兼務している場合にも、

介護予防支援の業務については、介護予防支援事業者の指揮監督に基づ

いて適切に実施するよう留意しなければならない。 

（新設） 
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指定介護予防支援事業者は、１以上の員数の担当職員を置かなければ

ならないこととされているが、介護予防支援事業者は、担当する区域

の状況を踏まえ、必要な担当職員を配置するか、あるいは指定居宅介

護支援事業者に業務の一部を委託することにより、適切に業務を行え

るよう体制を整備する必要があることを示しているものである。 

なお、基準においては、配置する職員について常勤又は専従等の要

件を付していないが、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に

利用者からの相談等に対応できる体制を整えている必要があり、担当

職員がその業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、

当該事業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等

を通じ、利用者が適切に担当職員に連絡が取れるなど利用者の支援に

支障が生じないよう体制を整えておく必要がある。 

また、担当職員が非常勤の場合や他の事業と兼務している場合にも、

介護予防支援の業務については、介護予防支援事業者の指揮監督に基

づいて適切に実施するよう留意しなければならない。 

② 基準第２条第２項において、指定居宅介護支援事業者である指定介

護予防支援事業者は、１以上の員数の介護支援専門員を置かなければ

ならないこととされているが、①に準じて取り扱うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

⑵ 管理者 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業所に置

くべき管理者は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならな

いが、介護予防支援の業務又は当該指定介護予防支援事業所である地

域包括支援センターの業務に従事する場合はこの限りでないこととさ

れている。 

⑵ 管理者 

指定介護予防支援事業所に置くべき管理者は、専らその職務に従事す

る常勤の者でなければならないが、介護予防支援の業務又は当該指定介

護予防支援事業所である地域包括支援センターの業務に従事する場合は

この限りでないこととされている。 

指定介護予防支援事業所の管理者は、指定介護予防支援事業所の営業

時間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている

必要があるものであり、管理者が指定介護予防支援事業所である地域包

括支援センターの業務を兼務していて、その業務上の必要性から当該事

業所に不在となる場合であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が

適切に管理者に連絡が取れる体制としておく必要がある。 

（新設） 
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地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業所の管

理者は、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に利用者からの

利用申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管

理者が指定介護予防支援事業所である地域包括支援センターの業務を

兼務していて、その業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合

であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡

が取れる体制としておく必要がある。 

② 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業所に置くべき

管理者は、主任介護支援専門員であって、専ら管理者の職務に従事す

る常勤の者でなければならないが、当該指定介護予防支援事業所の介

護支援専門員の職務に従事する場合及び管理者が他の事業所の職務に

従事する場合（その管理する指定介護予防支援事業所の管理に支障が

ない場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の職務に従事する常勤の者で

なくても差し支えないこととされている。この場合、他の事業所とは、

必ずしも指定介護予防サービス事業を行う事業所に限るものではな

く、例えば、介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業務に従事する場

合も、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない限り認められ

るものである。 

指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業所の管理者

は、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に利用者からの利用

申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管理者

が介護支援専門員を兼務していて、その業務上の必要性から当該事業

所に不在となる場合であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が

適切に管理者に連絡が取れる体制としておく必要がある。 

また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスその

ものに従事する従業者と兼務する場合（当該訪問系サービス事業所に

おける勤務時間が極めて限られている場合を除く。）及び事故発生時や

災害発生等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定介護予防

支援事業所又は利用者の居宅に駆け付けることができない体制となっ

ている場合は管理者の業務に支障があると考えられる。 

なお、以下のような、主任介護支援専門員の確保が著しく困難であ

る等やむを得ない理由がある場合については、管理者を介護支援専門

員とする取扱いを可能とする。 

・ 本人の死亡、長期療養など健康上の問題の発生、急な退職や転居

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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等不測の事態により、主任介護支援専門員を管理者とできなくなっ

てしまった場合であって、主任介護支援専門員を管理者とできなく

なった理由と、今後の管理者確保のための計画書を保険者に届出た

場合。 

  なお、この場合、管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用

を１年間猶予するとともに、利用者保護の観点から特に必要と認め

られる場合には、保険者の判断により、この猶予期間を延長するこ

とができることとする。 

・ 特別地域介護予防支援加算又は中山間地域等における小規模事

業所加算を取得できる場合 

⑶ 用語の定義 

「常勤」及び「専らその職務に従事する」の定義はそれぞれ次のとおり

である。 

① 「常勤」 

当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定介護予防

支援以外の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間

を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に

達していることをいうものである。ただし、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年法律第 113号）

第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）

第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間

の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両

立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける所定

労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定労働時

間の短縮等の措置」という。）が講じられている者については、利用者

の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に

常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可

能とする。 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと

考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべ

⑶ 用語の定義 

「常勤」及び「専らその職務に従事する」の定義はそれぞれ次のとおり

である。 

① 「常勤」 

当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定介護予防

支援以外の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間

を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に

達していることをいうものである。ただし、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113

号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）

第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間

の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等

の措置」という。）が講じられている者については、利用者の処遇に支

障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業

者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

 

 

 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと

考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべ
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き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下

「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２

条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号

に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項

の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号

に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休

業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら

れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

② （略） 

③ 「事業所」 

事業所とは、担当職員（指定居宅介護支援事業者である指定介護予

防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下同じ。）が介護

予防支援を行う本拠であり、具体的には管理者がサービスの利用申込

の調整等を行い、介護予防支援に必要な利用者ごとに作成する帳簿類

を保管し、利用者との面接相談に必要な設備及び備品を備える場所で

あり、当該指定に係る地域包括支援センターの他の業務と兼ねること

ができる。 

き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下

「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２

条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号

に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項

の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号

に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休

業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら

れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

② （略） 

③ 「事業所」 

事業所とは、担当職員が介護予防支援を行う本拠であり、具体的に

は管理者がサービスの利用申込の調整等を行い、介護予防支援に必要

な利用者ごとに作成する帳簿類を保管し、利用者との面接相談に必要

な設備及び備品を備える場所であり、当該指定に係る地域包括支援セ

ンターの他の業務と兼ねることができる。 

３ 運営に関する基準 

  ⑴ （略） 

３ 運営に関する基準 

  ⑴ （略） 

⑵ 内容及び手続きの説明及び同意 

基準第４条は、基本理念としての高齢者の主体的なサービス利用を具

体化したものである。指定介護予防支援事業者は、利用申込があった場

合には、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、当該指定介護

予防支援事業所の運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、秘密の保持、

事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを利用す

るために必要な重要事項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説

明を行い、当該指定介護予防支援事業所から介護予防支援を受けること

につき同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同

意については、利用者及び指定介護予防支援事業者双方の保護の立場か

ら書面によって確認することが望ましいものである。 

⑵ 内容及び手続きの説明及び同意 

基準第４条は、基本理念としての高齢者の主体的なサービス利用を具

体化したものである。指定介護予防支援事業者は、利用申込があった場

合には、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、当該指定介護

予防支援事業所の運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、秘密の保持、

事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを利用す

るために必要な重要事項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説

明を行い、当該指定介護予防支援事業所から介護予防支援を受けること

につき同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同

意については、利用者及び指定介護予防支援事業者双方の保護の立場か

ら書面によって確認することが望ましいものである。 
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また、指定介護予防支援は、利用者の状態の特性を踏まえた目標を設

定し、常に利用者の目標に沿って行われるものであり、介護予防サービ

ス計画は基準第１条の２の基本方針及び利用者の選択を尊重し、自立を

支援するために作成されるものである。このため、指定介護予防支援に

ついて利用者の主体的な取組が重要であり、介護予防サービス計画の作

成にあたって利用者から担当職員に対して複数の指定介護予防サービス

事業者等の紹介を求めること等につき十分説明を行わなければならな

い。なお、この内容を利用申込者又はその家族に説明を行うに当たって

は、併せて、介護予防サービス計画原案に位置付けた指定介護予防サー

ビス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能であることについて

も説明を行うとともに、理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭

での説明を懇切丁寧に行い、それを理解したことについて利用申込者か

ら署名を得ることが望ましい。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅に

おける日常生活上の能力や利用していた指定介護予防サービス等の情報

を入院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支

援に資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援すること

にもつながる。基準第４条第３項は、指定介護予防支援事業者と入院先

医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合には担当職員の氏名及び連絡先を当該

病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前に協力を

求める必要があることを規定するものである。なお、より実効性を高め

るため、日頃から担当職員の連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険

被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼しておくことが

望ましい。 

また、指定介護予防支援は、利用者の状態の特性を踏まえた目標を設

定し、常に利用者の目標に沿って行われるものであり、介護予防サービ

ス計画は基準第１条の２の基本方針及び利用者の選択を尊重し、自立を

支援するために作成されるものである。このため、指定介護予防支援に

ついて利用者の主体的な取組が重要であり、介護予防サービス計画の作

成にあたって利用者から担当職員に対して複数の指定介護予防サービス

事業者等の紹介を求めることや、介護予防サービス計画原案に位置付け

た指定介護予防サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能

であること等につき十分説明を行わなければならない。なお、この内容

を利用申込者又はその家族に説明を行うに当たっては、理解が得られる

よう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、そ

れを理解したことについて必ず利用申込者から署名を得なければならな

い。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅に

おける日常生活上の能力や利用していた指定介護予防サービス等の情報

を入院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支

援に資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援すること

にもつながる。基準第４条第３項は、指定介護予防支援事業者と入院先

医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合には担当職員の氏名及び連絡先を当該

病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前に協力を

求める必要があることを規定するものである。なお、より実効性を高め

るため、日頃から担当職員の連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険

被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼しておくことが

望ましい。 

⑶ 提供拒否の禁止 

基準第５条は、介護予防支援の公共性に鑑み、原則として、指定介護予

防支援の利用申込に対しては、これに応じなければならないことを規定

したものであり、正当な理由なくサービスの提供を拒否することを禁止

するものである。 

なお、ここでいう正当な理由とは、①利用申込者の居住地が当該事業

所の通常の事業の実施地域外である場合、②利用申込者が他の指定介護

予防支援事業者にも併せて指定介護予防支援の依頼を行っていることが

明らかな場合、③当該事業所（指定居宅介護支援事業者である指定介護

⑶ 提供拒否の禁止 

基準第５条は、介護予防支援の公共性にかんがみ、原則として、指定介

護予防支援の利用申込に対しては、これに応じなければならないことを

規定したものであり、正当な理由なくサービスの提供を拒否することを

禁止するものである。 

なお、ここでいう正当な理由とは、①利用申込者の居住地が当該事業

所の通常の事業の実施地域外である場合、②利用申込者が他の指定介護

予防支援事業者にも併せて指定介護予防支援の依頼を行っていることが

明らかな場合等である。 
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予防支援事業者の当該指定に係る事業所に限る。）の現員からは利用申込

に応じきれない場合等である。 

⑷ 要支援認定の申請に係る援助 

①・② （略） 

③ 同条第３項は、要支援認定の有効期間が付されているものであるこ

とを踏まえ、指定介護予防支援事業者は、要支援認定の有効期間を確

認した上、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要支援認定等の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必

要な援助を行わなければならないこととしたものである。 

⑷ 要支援認定の申請に係る援助 

①・② （略） 

③ 同条第３項は、要支援認定の有効期間が付されているものであるこ

とを踏まえ、指定介護予防支援事業者は、要支援認定の有効期間を確

認した上、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要支援認定等の有効期間が終了する１月前にはなされるよう、必

要な援助を行わなければならないこととしたものである。 

⑸ （略） ⑸ （略） 

⑹ 利用料等の受領 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 基準第 10 条第１項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点か

ら、保険給付がいわゆる償還払いとなる場合と、保険給付が利用者に

代わり指定介護予防支援事業者に支払われる場合（以下「代理受領が

なされる場合」という。）の間で、一方の経費が他方へ転嫁等されるこ

とがないよう、償還払いの場合の指定介護予防支援の利用料の額と、

介護予防サービス計画費の額（要するに、代理受領がなされる場合の

指定介護予防支援に係る費用の額）との間に、不合理な差額を設けて

はならないこととするとともに、これによって、償還払いの場合であ

っても原則として利用者負担が生じないこととする趣旨である。 

② 同条第２項は、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者が指定介護予防支援の提供に関して、利用者の選定により通常の

事業の実施地域以外の地域の居宅において指定介護予防支援を行う場

合の交通費の支払いを利用者から受けることができることとし、保険

給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名

⑹ 利用料等の受領 

基準第 10 条は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、保険給

付がいわゆる償還払いとなる場合と、保険給付が利用者に代わり指定介

護予防支援事業者に支払われる場合（以下「代理受領がなされる場合」と

いう。）の間で、一方の経費が他方へ転嫁等されることがないよう、償還

払いの場合の指定介護予防支援の利用料の額と、介護予防サービス計画

費の額（要するに、代理受領がなされる場合の指定介護予防支援に係る

費用の額）との間に、不合理な差額を設けてはならないこととするとと

もに、これによって、償還払いの場合であっても原則として利用者負担

が生じないこととする趣旨である。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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目による費用の支払いを受けることは認めないこととしたものであ

る。 

③ 同条第３項は、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者は、前項の交通費の支払いを受けるに当たっては、あらかじめ、利

用者又はその家族に対してその額等に関して説明を行い、利用者の同

意を得なければならないこととしたものである。 

⑺ （略） ⑺ （略） 

⑻ 介護予防支援業務の委託について 

法第 115 条の 23 第３項により、地域包括支援センターの設置者である

指定介護予防支援事業者は、指定居宅介護支援事業者に介護予防支援業

務の一部を委託できることとされており、基準第 12 条は、当該委託を行

う場合について規定したものであり、次の点に留意する必要がある。 

①～③ （略） 

なお、委託を行ったとしても、指定介護予防支援に係る責任主体は地

域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者である。指

定介護予防支援事業者は、委託を受けた指定居宅介護支援事業所が介護

予防サービス計画原案を作成した際には、当該介護予防サービス計画原

案が適切に作成されているか、内容が妥当か等について確認を行うこと、

委託を受けた指定居宅介護支援事業者が評価を行った際には、当該評価

の内容について確認を行い、今後の方針等について必要な援助・指導を

行うことが必要である。 

また、指定介護予防支援事業者は、委託を行った指定居宅介護支援事

業所との関係等について利用者に誤解のないよう説明しなければならな

い。 

⑻ 介護予防支援業務の委託について 

法第 115 条の 23 第３項により、指定介護予防支援事業者は、指定居宅

介護支援事業者に介護予防支援業務の一部を委託できることとされてお

り、基準第 12 条は、当該委託を行う場合について規定したものであり、

次の点に留意する必要がある。 

①～③ （略） 

なお、委託を行ったとしても、指定介護予防支援に係る責任主体は指

定介護予防支援事業者である。指定介護予防支援事業者は、委託を受け

た指定居宅介護支援事業所が介護予防サービス計画原案を作成した際に

は、当該介護予防サービス計画原案が適切に作成されているか、内容が

妥当か等について確認を行うこと、委託を受けた指定居宅介護支援事業

者が評価を行った際には、当該評価の内容について確認を行い、今後の

方針等について必要な援助・指導を行うことが必要である。 

また、指定介護予防支援事業者は、委託を行った指定居宅介護支援事

業所との関係等について利用者に誤解のないよう説明しなければならな

い。 

⑼～⑾ （略） ⑼～⑾ （略） 

⑿ 管理者の責務 

指定介護予防支援事業所の管理者は、介護保険法の基本理念を踏まえ

た利用者本位の指定介護予防支援の提供を行うため、当該指定介護予防

支援事業所の担当職員等の管理、利用申込みに係る調整、業務の実施状

況の把握等を一元的に行うとともに、職員に指定基準の規定を遵守させ

るために必要な指揮命令を行う必要がある。また、管理者は、日頃から業

務が適正に執行されているか把握するとともに、従業者の資質向上や健

康管理等、ワーク・ライフ・バランスの取れた働きやすい職場環境を醸成

していくことが重要である。 

（新設） 
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⒀・⒁ （略） ⑿・⒀ （略） 

⒂ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 18 条の２は、指定介護予防支援事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定介護予防支援の提供を

受けられるよう、指定介護予防支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介

護支援専門員その他の従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュ

レーション）を実施しなければならないこととしたものである。利用

者がサービス利用を継続する上で、指定介護予防支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第 18 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求

められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

  

 

 

 

 

⒁ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 18 条の２は、指定介護予防支援事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定介護予防支援の提供を

受けられるよう、指定介護予防支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介

護支援専門員その他の従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュ

レーション）を実施しなければならないこととしたものである。利用

者がサービス利用を継続する上で、指定介護予防支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第 18 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求

められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

  なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たっては、

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一

部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９号。以下「令和３年改正

省令」という。）附則第３条において、３年間の経過措置を設けており、

令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞ

れに対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定する

こととして差し支えない。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

③・④ （略） ③・④ （略） 

⒃ 設備及び備品等 ⒂ 設備及び備品等 
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基準第 19 条に掲げる設備及び備品等については、次の点に留意するも

のである。 

① 指定介護予防支援事業所には、事業の運営を行うために必要な面積

を有する専用の事務室を設けることが望ましいが、指定介護予防支援

の業務に支障がない場合には、地域包括支援センターが行う他の事業

（指定居宅介護支援事業者が介護予防支援の指定を併せて受けて、当

該居宅介護支援事業所において指定介護予防支援を行う場合にあって

は、指定居宅介護支援事業）の用に供する事務室又は区画と同一のも

のであっても差し支えない。 

②・③ （略） 

基準第 19 条に掲げる設備及び備品等については、次の点に留意するも

のである。 

① 指定介護予防支援事業所には、事業の運営を行うために必要な面積

を有する専用の事務室を設けることが望ましいが、指定介護予防支援

の業務に支障がない場合には、地域包括支援センターが行う他の事業

の用に供する事務室又は区画と同一のものであっても差し支えない。 

 

 

 

②・③ （略） 

⒄ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 20 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。 

 

 

 

 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策

の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、

特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的

に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、感染対策を担当する者（以下「感染対策担当者」と

いう。）を決めておくことが必要である。なお、同一事業所内での複数

担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担

当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に

兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を

適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支

障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

⒃ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 20 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。 

なお、感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る義務付けの

適用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条において、３年間の経

過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされて

いる。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策

の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、

特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的

に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対策担

当者」という。）を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、

利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定

期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に

応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介

したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して

行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労
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しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。） 、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おお

むね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する

時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむ

ね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時

期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

また、感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画

像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活

用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・

厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

感染対策委員会は、介護予防支援事業所の従業者が１名である場合

は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支え

ない。この場合にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等

の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 

ロ （略） 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

担当職員等に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」

の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発すると

ともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的

なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的

な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策

研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記

録することが必要である。 

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合

は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支え

ない。この場合にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等

の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ （略） 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

介護支援専門員等に対する「感染症の予防及びまん延の防止のため

の研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓

発するとともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底

や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的

な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策

研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記

録することが必要である。 
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なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染

症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行う

ものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の

対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行

うことが必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に

行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、

事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習等を

実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及

び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切

である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染

症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行う

ものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の

対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行

うことが必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に

行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、

事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習等を

実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及

び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切

である。 

⒅ 掲示 

① 基準第 21 条第１項は、基準第４条の規定により介護予防支援の提供

開始時に運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、事故発生時の対応、

苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の

有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開

示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同意を得る

こととしていることに加え、指定介護予防支援事業者への当該重要事

項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始された後、継

続的にサービスが行われている段階においても利用者の保護を図る趣

旨である。また、同条第３項は、重要事項を当該指定介護予防支援事業

者のウェブサイトに掲載することを規定したものであるが、ウェブサ

イトとは、法人のホームページ等のことをいう。なお、指定介護予防支

援事業者は、重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあた

り、次に掲げる点に留意する必要がある。 

イ・ロ （略） 

ハ 指定介護予防支援事業者が、自ら管理するホームページ等を有さ

ず、ウェブサイトへの掲載が過重な負担となる場合は、これを行わ

ないことができること。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場

合も基準第 21 条第１項に規定する書面掲示は行う必要があるが、こ

れを同条第２項や基準第 33 条第１項の規定に基づく措置に代える

することができること。 

⒄ 掲示 

① 基準第 21 条第１項は、基準第４条の規定により介護予防支援の提供

開始時に運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、事故発生時の対応、

苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の

有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開

示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同意を得る

こととしていることに加え、指定介護予防支援事業所への当該重要事

項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始された後、継

続的にサービスが行われている段階においても利用者の保護を図る趣

旨であるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

（新設） 
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② 基準第 21 条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービ

スの利用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該

指定介護予防支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代

えることができることを規定したものである。 

② 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利

用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定介

護予防支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代えるこ

とができることを規定したものである。 

⒆・(20) （略） ⒅・⒆ （略） 

(21) 苦情処理 

①～③ （略） 

④ なお、指定介護予防支援事業者は、当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書に記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載

するべきものである。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、

第２の３の⒄の①に準ずるものとする。 

⒇ 苦情処理 

①～③ （略） 

④ なお、指定介護予防支援事業者は、当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書に記載するとともに、事業所に掲示するべきものである。 

(22)・(23) （略） (21)・(22) （略） 

(24) 虐待の防止 

基準省令第 26 条の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、介護保険法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持

や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指

定介護予防支援事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等

については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関

する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定介護予防支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配

慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２

の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者に

それらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待

防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等

を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定介護予防支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレク

(23) 虐待の防止 

基準省令第 26 条の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、介護保険法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持

や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指

定介護予防支援事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等

については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関

する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定介護予防支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配

慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２

の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者に

それらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待

防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等

を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定介護予防支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレク
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ト等虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、虐待等を

早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町

村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用

者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待

の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定介護予防支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に

行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努める

こととする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した

場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものと

する。 

 

 

 

①～③ （略） 

ト等虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、虐待等を

早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町

村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用

者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待

の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定介護予防支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に

行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努める

こととする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した

場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものと

する。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条

において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、

努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定介護予防支援事業所における虐待を防止するための体制とし

て、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置く

ことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任

者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、同一事業所内での

複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、

担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的

に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況

を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で

支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、

おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流

行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定介護予防支援事業所における虐待を防止するための体制とし

て、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者

を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会

の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 
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(25) （略） (24) （略） 

 ４ 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

⑴ 基準第 30 条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、介護

予防サービス計画の作成、介護予防サービス計画の実施状況の把握など

の介護予防支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う担当

職員の責務を明らかにしたものである。 

なお、利用者の課題分析（第６号）から介護予防サービス計画の利用

者への交付（第 11 号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の２

に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列記したものであ

り、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急的

なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを前

提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。た

だし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事

後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて介護予

防サービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。 

 ４ 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

⑴ 基準第 30 条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、介護

予防サービス計画の作成、介護予防サービス計画の実施状況の把握など

の介護予防支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う担当

職員の責務を明らかにしたものである。 

なお、利用者の課題分析（第６号）から介護予防サービス計画の利用

者への交付（第 11 号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の２

に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列記したものであ

り、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急的

なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを前

提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。た

だし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事

後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて介護予

防サービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。 

① 担当職員による介護予防サービス計画の作成（基準第 30 条第１号） 

指定介護予防支援事業所の管理者は、介護予防サービス計画の作成

に関する業務の主要な過程を担当職員に担当させることとしたもので

ある。 

① 担当職員による介護予防サービス計画の作成（基準第 30 条第１号） 

指定介護予防支援事業所の管理者は、介護予防サービス計画の作成

に関する業務の主要な過程を保健師等の担当職員に担当させることと

したものである。 

② （略） ② （略） 

③ 基準第 30 条第２の２号及び第２の３号は、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等

を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととし

たものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準省令第 28 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間

保存しなければならない。 

（新設） 

④～⑨ （略） ③～⑧ （略） 

⑩ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第９号） ⑨ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第９号） 



17 

 

担当職員は、新規に介護予防サービス計画原案を作成したときは、

利用者の情報を各サービスの担当者等で共有するとともに、利用者が

抱えている課題、目標、支援の方針等について協議し、各サービスが

共通の目標を達成するために具体的なサービスの内容として何ができ

るかについて相互に理解するなどについて、利用者や家族、介護予防

サービス計画原案作成者、介護予防サービス計画原案に位置付けた指

定介護予防サービスの担当者、主治医、インフォーマルサービス担当

者等からなるサービス担当者会議を必ず開催することが必要である。

また、これらの各サービスの担当者でサービス担当者会議に参加でき

ない者については、照会等により専門的見地からの意見を求めれば差

し支えないこととされているが、この場合にも、緊密に相互の情報交

換を行うことにより、利用者の状況等についての情報や介護予防サー

ビス計画原案の内容を共有できるようにする必要がある。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑩において

「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等

の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、テ

レビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン」等を遵守すること。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容

について記録するとともに、基準第 28 条の第２項の規定に基づき、当

該記録は、２年間保存しなければならない。 

担当職員は、新規に介護予防サービス計画原案を作成したときは、

利用者の情報を各サービスの担当者等で共有するとともに、利用者が

抱えている課題、目標、支援の方針等について協議し、各サービスが

共通の目標を達成するために具体的なサービスの内容として何ができ

るかについて相互に理解するなどについて、利用者や家族、介護予防

サービス計画原案作成者、介護予防サービス計画原案に位置付けた指

定介護予防サービスの担当者、主治医、インフォーマルサービス担当

者等からなるサービス担当者会議を必ず開催することが必要である。

また、これらの各サービスの担当者でサービス担当者会議に参加でき

ない者については、照会等により専門的見地からの意見を求めれば差

し支えないこととされているが、この場合にも、緊密に相互の情報交

換を行うことにより、利用者の状況等についての情報や介護予防サー

ビス計画原案の内容を共有できるようにする必要がある。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑨において

「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等

の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、テ

レビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン」等を遵守すること。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容

について記録するとともに、基準第 28 条の第２項の規定に基づき、当

該記録は、２年間保存しなければならない。 

⑪ （略） ⑩ （略） 

⑫ 介護予防サービス計画の交付（第 11 号） 

介護予防サービス計画を作成した際には、遅滞なく利用者及びサー

ビスの担当者に交付しなければならない。なお、交付する介護予防サ

ービス計画については、⑪の説明及び同意を要する介護予防サービス

計画原案の範囲を参照されたい。 

なお、基準第 28 条第２項の規定に基づき、介護予防サービス計画は、

２年間保存しなければならない。 

⑪ 介護予防サービス計画の交付（第 11 号） 

介護予防サービス計画を作成した際には、遅滞なく利用者及びサー

ビスの担当者に交付しなければならない。なお、交付する介護予防サ

ービス計画については、⑩の説明及び同意を要する介護予防サービス

計画原案の範囲を参照されたい。 

なお、基準第 28 条第２項の規定に基づき、介護予防サービス計画は、

２年間保存しなければならない。 

⑬ 担当者に対する個別サービス計画の提出依頼（第 12 号） 

介護予防サービス計画と各担当者が自ら提供する介護予防サービス

⑫ 担当者に対する個別サービス計画の提出依頼（第 12 号） 

介護予防サービス計画と各担当者が自ら提供する介護予防サービス
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等の当該計画（以下「個別サービス計画」という。）との連動性を高め、

介護予防支援事業者とサービス提供事業者の意識の共有を図ることが

重要である。 

このため、基準第 30 条第 12 号に基づき、担当者に介護予防サービ

ス計画を交付したときは、担当者に対し、個別サービス計画の提出を

求め、介護予防サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性に

ついて確認することとしたものである。 

なお、担当職員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を図るこ

とが重要であることから、介護予防サービス計画と個別サービス計画

の連動性や整合性の確認については、介護予防サービス計画を担当者

に交付したときに限らず、必要に応じて行うことが望ましい。 

さらに、サービス担当者会議の前に介護予防サービス計画の原案を

担当者に提供し、サービス担当者会議に個別サービス計画案の提出を

求め、サービス担当者会議において情報の共有や調整を図るなどの手

法も有効である。 

等の当該計画（以下「個別サービス計画」という。）との連動性を高め、

介護予防支援事業者とサービス提供事業者の意識の共有を図ることが

重要である。 

このため、基準第 30 条第 12 号に基づき、担当者に居宅サービス計

画を交付したときは、担当者に対し、個別サービス計画の提出を求め、

介護予防サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性について

確認することとしたものである。 

なお、担当職員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を図るこ

とが重要であることから、居宅サービス計画と個別サービス計画の連

動性や整合性の確認については、介護予防サービス計画を担当者に交

付したときに限らず、必要に応じて行うことが望ましい。 

さらに、サービス担当者会議の前に介護予防サービス計画の原案を

担当者に提供し、サービス担当者会議に個別サービス計画案の提出を

求め、サービス担当者会議において情報の共有や調整を図るなどの手

法も有効である。 

⑭～⑯ （略） ⑬～⑮ （略） 

⑰ モニタリングの実施（第 16 号） 

担当職員は、モニタリングに当たっては、介護予防サービス計画の

作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、指定介護予防

サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者等との連絡

を継続的に行うこととし、当該指定介護予防サービス事業者等の担当

者との連携により、モニタリングが行われている場合においても、特

段の事情のない限り、少なくともサービスの期間終了月、サービス提

供した月の翌月から起算して３月に１回のいずれかに該当する場合に

は利用者と面接を行うことが必要である。また、面接は、原則、利用者

の居宅を訪問することにより行うこととする。 

ただし、基準第 30 条第 16 号ロ⑴及び⑵の要件を満たしている場合

であって、サービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月ごと

の期間（以下この⑯において単に「期間」という。）のうち、少なくと

も２期間に１回は利用者の居宅を訪問することによって面接を行うと

きは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を

活用して、利用者に面接することができる。なお、テレビ電話装置等

を活用して面接を行う場合においても、利用者の状況に変化が認めら

れた場合等においては、居宅を訪問することによる面接に切り替える

⑯ モニタリングの実施（第 16 号） 

担当職員は、モニタリングに当たっては、介護予防サービス計画の

作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、指定介護予防

サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者等との連絡

を継続的に行うこととし、当該指定介護予防サービス事業者等の担当

者との連携により、モニタリングが行われている場合においても、特

段の事情のない限り、少なくともサービスの期間終了月、サービス提

供した月の翌月から起算して３月に１回のいずれかに該当する場合に

は利用者の居宅で面接を行うことが必要である。 
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ことが適当である。また、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個

人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シス

テムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下のイか

らホに掲げる事項について留意する必要がある。 

イ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者

に対し、テレビ電話装置等による面接のメリット及びデメリットを

含め、具体的な実施方法（居宅への訪問は２期間に１回であること

等）を懇切丁寧に説明することが重要である。なお、利用者の認知

機能が低下している場合など、同意を得ることが困難と考えられる

利用者については、後述のロの要件の観点からも、テレビ電話装置

等を活用した面接の対象者として想定されない。 

ロ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たって

は、主治の医師等による医学的な観点からの意見や、以下に例示す

る事項等も踏まえて、サービス担当者会議等において総合的に判断

することが必要である。 

・ 介護者の状況の変化が無いこと。 

・ 住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレ

の改修等を含む） 

・ サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変更が無いこと 

ハ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者が

テレビ電話装置等を介して、利用者の居宅において対面で面接を行

う場合と同程度の応対ができる必要がある。なお、テレビ電話装置

等の操作については、必ずしも利用者自身で行う必要はなく、家族

等の介助者が操作を行うことは差し支えない。 

ニ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認

できない利用者の健康状態や住環境等の情報については、サービス

事業所の担当者からの情報提供により補完する必要がある。この点

について、サービス事業所の担当者の同意を得るとともに、サービ

ス事業所の担当者の過度な負担とならないよう、情報収集を依頼す

る項目や情報量については留意が必要である。なお、サービス事業

所の担当者に情報収集を依頼するに当たっては、別途通知する「情

報連携シート」を参考にされたい。 
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ホ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、

サービス担当者会議のほか、利用者の通院や訪問診療への立会時に

おける主治の医師への意見照会や、サービス事業所の担当者との日

頃の連絡調整の際の意見照会等も想定されるが、いずれの場合にお

いても、合意に至るまでの過程を記録しておくことが必要である。 

利用者宅を訪問しない月（テレビ電話装置等を活用して利用者に面

接する月を除く。）でも、指定介護予防サービス事業者等への訪問、利

用者への電話等の方法により、利用者自身に介護予防サービス計画の

実施状況について確認を行い、利用者の状況に変化があるときは、利

用者宅を訪問して確認を行うことが必要である。 

こうして行ったモニタリングについては、１月に１回はその結果を

記録することが必要である。 

なお、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであ

り、担当職員に起因する事情は含まれない。 

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容

を記録しておくことが必要である。 

また、基準第 28 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記

録は、２年間保存しなければならない。 

 

 

 

 

 

利用者宅を訪問しない月でも、指定介護予防サービス事業者等への

訪問、利用者への電話等の方法により、利用者自身に介護予防サービ

ス計画の実施状況について確認を行い、利用者の状況に変化があると

きは、利用者宅を訪問して確認を行うことが必要である。 

 

こうして行ったモニタリングについては、１月に１回はその結果を

記録することが必要である。 

なお、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであ

り、担当職員に起因する事情は含まれない。 

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容

を記録しておくことが必要である。 

また、基準第 28 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記

録は、２年間保存しなければならない。 

⑱ （略） ⑰ （略） 

⑲ 介護予防サービス計画の変更（第 18 号） 

担当職員は、介護予防サービス計画を変更する際には、原則として、

基準第 30 条第３号から第 12 号までに規定された介護予防サービス計

画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要である。 

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の

変更等で、担当職員が基準第 30 条第３号から第 12 号に掲げる一連の

業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、この必要

はないものとする。ただし、この場合においても、担当職員が、設定さ

れた目標との関係を踏まえた利用者の状況や課題の変化に留意するこ

とが重要であることは、同条第 14 号（⑮介護予防サービス計画の実施

状況等の把握）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

⑱ 介護予防サービス計画の変更（第 18 号） 

担当職員は、介護予防サービス計画を変更する際には、原則として、

基準第 30 条第３号から第 12 号までに規定された介護予防サービス計

画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要である。 

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の

変更等で、担当職員が基準第 30 条第３号から第 12 号に掲げる一連の

業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、この必要

はないものとする。ただし、この場合においても、担当職員が、設定さ

れた目標との関係を踏まえた利用者の状況や課題の変化に留意するこ

とが重要であることは、同条第 14 号（⑭介護予防サービス計画の実施

状況等の把握）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

⑳・㉑ （略） ⑲・⑳ （略） 

㉒ 主治の医師等の意見等（第 21 号・第 21 号の２・第 22号） 

 介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通

㉑ 主治の医師等の意見等（第 21 号・第 21 号の２・第 22号） 

 介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通
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所リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導及び介護予防短期

入所療養介護については、主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医

師等」という。）がその必要性を認めたものに限られるものであること

から、担当職員は、これらの医療サービスを介護予防サービス計画に

位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があることを確認しな

ければならない。 

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その

他必要な場合には、担当職員は、あらかじめ、利用者の同意を得て主

治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円滑な連

携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した介護予防サービス計画

については、意見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。

なお、交付の方法については、対面のほか、郵送やメール等によるこ

とも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の医師等」につい

ては、要支援認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定

されないことに留意すること。特に、訪問リハビリテーション及び通

所リハビリテーションについては、医療機関からの退院患者において，

退院後のリハビリテーションの早期開始を推進する観点から、入院中

の医療機関の医師による意見を踏まえて、速やかに医療サービスを含

む居宅サービス計画を作成することが望ましい。 

なお、医療サービス以外の指定介護予防サービス、指定地域密着型

介護予防サービス等を介護予防サービス計画に位置付ける場合にあっ

て、当該指定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医学的観点か

らの留意事項が示されているときは、担当職員は、当該留意点を尊重

して介護予防支援を行うものとする。 

所リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導及び介護予防短期

入所療養介護については、主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医

師等」という。）がその必要性を認めたものに限られるものであること

から、担当職員は、これらの医療サービスを介護予防サービス計画に

位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があることを確認しな

ければならない。 

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その

他必要な場合には、担当職員は、あらかじめ、利用者の同意を得て主

治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円滑な連

携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した介護予防サービス計画

については、意見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。

なお、交付の方法については、対面のほか、郵送やメール等によるこ

とも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の医師等」につい

ては、要支援認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定

されないことに留意すること。 

 

 

 

 

なお、医療サービス以外の指定介護予防サービス、指定地域密着型

介護予防サービス等を介護予防サービス計画に位置付ける場合にあっ

て、当該指定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医学的観点か

らの留意事項が示されているときは、担当職員は、当該留意点を尊重

して介護予防支援を行うものとする。 

㉓ （略） ㉒ （略） 

㉔ 介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売の介護予防サ

ービス計画への反映（第 24 号・第 25 号） 

介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売については、

その特性と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検

討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれ

があることから、検討の過程を別途記録する必要がある。 

このため、担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具

貸与及び特定介護予防福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス

担当者会議を開催し、当該計画に介護予防福祉用具貸与及び特定介護

㉓ 介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売の介護予防サ

ービス計画への反映（第 24 号・第 25 号） 

介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売については、

その特性と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検

討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれ

があることから、検討の過程を別途記録する必要がある。 

このため、担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具

貸与及び特定介護予防福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス

担当者会議を開催し、当該計画に介護予防福祉用具貸与及び特定介護
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予防福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

さらに、対象福祉用具（指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 35 号）第

278 条第４号に定める対象福祉用具をいう。以下同じ。）を介護予防サ

ービス計画に位置づける場合には、福祉用具の適時適切な利用及び利

用者の安全を確保する観点から、基準第 30 条第５号の規定に基づき、

介護予防福祉用具貸与又は介護予防特定福祉用具販売のいずれかを利

用者が選択できることや、それぞれのメリット及びデメリット等、利

用者の選択に資するよう、必要な情報を提供しなければならない。な

お、対象福祉用具の提案を行う際、利用者の心身の状況の確認に当た

っては、利用者へのアセスメントの結果に加え、医師やリハビリテー

ション専門職等からの意見聴取、退院・退所前カンファレンス又はサ

ービス担当者会議等の結果を踏まえることとし、医師の所見を取得す

る具体的な方法は、主治医意見書による方法のほか、医師の診断書又

は医師から所見を聴取する方法が考えられる。 

なお、介護予防福祉用具貸与については、介護予防サービス計画作

成後必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続

して介護予防福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取

するとともに検証し、継続して介護予防福祉用具貸与を受ける必要が

ある場合には、その理由を再び介護予防サービス計画に記載しなけれ

ばならない。なお、対象福祉用具の場合については、福祉用具専門相

談員によるモニタリングの結果も踏まえること。 

また、介護予防福祉用具貸与については以下の項目について留意す

ることとする。 

ア～ウ （略） 

予防福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、介護予防福祉用具貸与については、介護予防サービス計画作

成後必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続

して介護予防福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取

するとともに検証し、継続して介護予防福祉用具貸与を受ける必要が

ある場合には、その理由を再び介護予防サービス計画に記載しなけれ

ばならない。 

また、介護予防福祉用具貸与については以下の項目について留意す

ることとする。 

ア～ウ （略） 

㉕ （略） ㉔ （略） 

㉖ 地域ケア会議への協力（第 28 号） 

地域包括ケアシステムの構築を推進するため、地域ケア会議が介護

保険法上に位置付けられ、関係者等は会議から資料又は情報の提供の

求めがあった場合には、これに協力するよう努めることについて規定

しているところである。地域ケア会議は、個別ケースの支援内容の検

討を通じて、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資するケアマネ

ジメントの支援、高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援

㉕ 地域ケア会議への協力（第 28 号） 

地域包括ケアシステムの構築を推進するため、地域ケア会議が介護

保険法上に位置付けられ、関係者等は会議から資料又は情報の提供の

求めがあった場合には、これに協力するよう努めることについて規定

しているところである。地域ケア会議は、個別ケースの支援内容の検

討を通じて、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資するケアマネ

ジメントの支援、高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援



23 

 

ネットワークの構築及び個別ケースの課題分析等を行うことによる地

域課題の把握を行うことなどを目的としていることから、指定介護予

防支援事業者は、その趣旨・目的に鑑み、より積極的に協力すること

が求められる。そのため、地域ケア会議から個別のケアマネジメント

の事例の提供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなけ

ればならないことについて、具体的取扱方針においても、規定を設け

たものである。 

ネットワークの構築及び個別ケースの課題分析等を行うことによる地

域課題の把握を行うことなどを目的としていることから、指定居宅介

護支援事業者は、その趣旨・目的に鑑み、より積極的に協力すること

が求められる。そのため、地域ケア会議から個別のケアマネジメント

の事例の提供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなけ

ればならないことについて、具体的取扱方針においても、規定を設け

たものである。 

㉗ 市町村長に対する情報の提供（第 29 条） 

指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第 115

条の 30 の２第１項の規定により市町村長から情報の提供を求められ

た場合には、市町村長に対し、情報提供を行うことを義務付けるもの

である。 

 また、提供を行う情報については、以下に掲げる事項のうち、市町

村長に求められた情報を提供するものとする。 

・ 介護予防サービス計画の実施状況 

・ 基本チェックリスト 

・ 利用者基本情報 

・ 介護予防支援経過記録 

・ サービス担当者会議の開催等の状況 

・ 介護予防支援に係る評価 

・ その他市町村長が必要と認める事項 

（新設） 

⑵ （略） ⑵ （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

 



 
別紙 14 

○ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成12年３月17日老企第43号）（抄） 

 

1 

新 旧 

第１（略） 第１（略） 

第２ 人員に関する基準（基準省令第２条） 

 １～５（略） 

６ 離島・過疎地域に所在する入所定員が 30 人の指定介護老人福祉施設に指

定短期入所生活介護事業所、指定通所介護事業所、指定地域密着型通所介

護事業所、併設型指定認知症対応型通所介護事業所、指定小規模多機能型

居宅介護事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所等が併設される

場合については、処遇等が適切に行われる場合に限り、それぞれ次のとお

り人員基準の緩和を認めている。 

⑴ 指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業

所に置かないことができる人員 

・ 医師 

・ 生活相談員 

・ 栄養士 

・ 機能訓練指導員 

⑵ 指定通所介護事業所又は指定地域密着型通所介護事業所に置かないこ

とができる人員 

・ 生活相談員 

・ 機能訓練指導員 

⑶ 指定認知症対応型通所介護事業所又は指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所に置かないことができる人員 

・ 生活相談員 

・ 機能訓練指導員 

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所と併設する指

定介護老人福祉施設に置かないことができる人員 

・ 介護支援専門員 

第２ 人員に関する基準（基準省令第２条） 

 １～５（略） 

（新設） 

７ 用語の定義 

⑴ 「常勤換算方法」 

当該指定介護老人福祉施設の従業者の勤務延時間数を当該施設におい

て常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が32時

間を下回る場合は32時間を基本とする。）で除することにより、当該施設

６ 用語の定義 

⑴ 「常勤換算方法」 

当該指定介護老人福祉施設の従業者の勤務延時間数を当該施設におい

て常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が32時

間を下回る場合は32時間を基本とする。）で除することにより、当該施設
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の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものであ

る。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介

護休業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定す

る所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治

療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に

設ける所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定

労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上

の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従事者が勤務すべき

時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものであ

る。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介

護休業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定す

る所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働

時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上の勤

務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従事者が勤務すべき時間

数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 「常勤」 

当該指定介護老人福祉施設における勤務時間が、当該施設において定

められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時

間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達していることを

いうものである。ただし、母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のた

めの所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者については、入所

者の処遇に支障がない体制が施設として整っている場合は、例外的に常

勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間として取り扱うことを可能とす

る。 

当該施設に併設される事業所（同一敷地内に所在する又は道路を隔て

て隣接する事業所をいう。ただし、管理上支障がない場合は、その他の事

業所を含む。）の職務であって、当該施設の職務と同時並行的に行われる

ことが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務

時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の

要件を満たすものであることとする。例えば、指定介護老人福祉施設に

指定通所介護事業所が併設されている場合、指定介護老人福祉施設の管

理者と指定通所介護事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間

の合計が所定の時間数に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労

働基準法（昭和22年法律第49号）第65条に規定する休業（以下「産前産後

⑶ 「常勤」 

当該指定介護老人福祉施設における勤務時間が、当該施設において定

められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時

間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達していることを

いうものである。ただし、母性健康管理措置又は育児及び介護のための

所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者については、入所者の

処遇に支障がない体制が施設として整っている場合は、例外的に常勤の

従業者が勤務すべき時間数を30時間として取り扱うことを可能とする。 

 

当該施設に併設される事業所の職務であって、当該施設の職務と同時

並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、そ

れぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達し

ていれば、常勤の要件を満たすものであることとする。例えば、指定介護

老人福祉施設に指定通所介護事業所が併設されている場合、指定介護老

人福祉施設の管理者と指定通所介護事業所の管理者を兼務している者

は、その勤務時間の合計が所定の時間数に達していれば、常勤要件を満

たすこととなる。 

 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労

働基準法（昭和22年法律第49号）第65条に規定する休業（以下「産前産後
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休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規

定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護

休業（以下「介護休業」という。）、同法第23条第２項の育児休業に関する

制度に準ずる措置又は同法第24条第１項（第２号に係る部分に限る。）の

規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる

措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期

間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常

勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満

たすことが可能であることとする。 

休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規

定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護

休業（以下「介護休業」という。）、同法第23条第２項の育児休業に関する

制度に準ずる措置又は同法第24条第１項（第２号に係る部分に限る。）の

規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる

措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期

間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常

勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満

たすことが可能であることとする。 

⑷・⑸ （略） ⑷・⑸ （略） 

第３ （略） 第３ （略） 

第４ 運営に関する基準 

１～９ (略) 

第４ 運営に関する基準 

１～９ (略) 

10 指定介護福祉施設サービスの取扱方針 

⑴ （略） 

⑵ 同条第４項及び第５項は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、

その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性

の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認

等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記

録しておくことが必要である。 

なお、基準省令第 37 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

10 指定介護福祉施設サービスの取扱方針 

⑴ （略） 

⑵ 同条第４項及び第５項は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、

その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならないこととしたものである。 

なお、基準省令第 37 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。 

 

⑶ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（第６項第１号） 

同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する

委員会」（以下「身体的拘束等適正化検討委員会」という。）とは、身体的

拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、幅広い職種（例

えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職員、生活相談

員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすると

ともに、身体的拘束等の適正化対応策を担当する者を決めておくことが

必要である。なお、同一施設内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設

⑶ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（第６項第１号） 

同条第６項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する

委員会」（以下「身体的拘束適正化検討委員会」という。）とは、身体的拘

束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、幅広い職種（例え

ば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職員、生活相談員）

により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするととも

に、専任の身体的拘束等の適正化対応策を担当する者を決めておくこと

が必要である。 
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等との担当(※)の兼務については、担当者としての職務に支障がなければ

差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事して

おり、入居者や施設の状況を適切に把握している者など、各担当者とし

ての職務を遂行する上で支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望まし

い。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発

を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待の発生又

はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者 

なお、身体的拘束等適正化検討委員会は、運営委員会など他の委員会

と独立して設置・運営することが必要であるが、関係する職種、取り扱う

事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的拘束

等適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望まし

い。また、身体的拘束等適正化検討委員会には、第三者や専門家を活用す

ることが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等

が考えられる。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等（リアルタ

イムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同

じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委

員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。 

指定介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底す

る目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情報共有し、今後

の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を目的と

したものではないことに留意することが必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

①・② （略） 

③ 身体的拘束等適正化検討委員会において、②により報告された事例

を集計し、分析すること。 

④～⑥ （略） 

なお、身体的拘束適正化検討委員会は、運営委員会など他の委員会と

独立して設置・運営することが必要であるが、関係する職種、取り扱う事

項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、

これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的拘束適

正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ましい。ま

た、身体的拘束適正化検討委員会には、第三者や専門家を活用すること

が望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等が考え

られる。 

また、身体的拘束適正化検討委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイ

ムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同

じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委

員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。 

指定介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底す

る目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情報共有し、今後

の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を目的と

したものではないことに留意することが必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①・② （略） 

③ 身体的拘束適正化検討委員会において、②により報告された事例を

集計し、分析すること。 

④～⑥ （略） 
⑷ 身体的拘束等の適正化のための指針（第８項第２号） 

指定介護老人福祉施設が整備する「身体的拘束等の適正化のための指

針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

⑷ 身体的拘束等の適正化のための指針（第８項第２号） 

指定介護老人福祉施設が整備する「身体的拘束等の適正化のための指

針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 
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① （略） 

② 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

③～⑦ （略） 

① （略） 

② 身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

③～⑦ （略） 
⑸  (略) ⑸  (略) 

11 （略） 11 （略） 

12 介護（基準省令第13条） 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 「指定介護老人福祉施設は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行う

とともに、その発生を予防するための体制を整備しなければならない。」

とは、施設において褥瘡の予防のための体制を整備するとともに、介護職

員等が褥瘡に関する基礎的知識を有し、日常的なケアにおいて配慮する

ことにより、褥瘡発生の予防効果を向上させることを想定している。例え

ば、次のようなことが考えられる。 

イ （略） 

ロ 当該施設において、施設内褥瘡予防対策を担当する者（看護師が望

ましい。）を決めておく。なお、同一施設内での複数担当(※)の兼務や他

の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者としての職務

に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所

内の業務に従事しており、入居者や施設の状況を適切に把握している

者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がないと考えられ

る者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

ハ～ホ （略） 

⑹・⑺ （略） 

12 介護（基準省令第13条） 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 「指定介護老人福祉施設は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行う

とともに、その発生を予防するための体制を整備しなければならない。」

とは、施設において褥瘡の予防のための体制を整備するとともに、介護

職員等が褥瘡に関する基礎的知識を有し、日常的なケアにおいて配慮す

ることにより、褥瘡発生の予防効果を向上させることを想定している。

例えば、次のようなことが考えられる。 

イ （略） 

ロ 当該施設において、専任の施設内褥瘡予防対策を担当する者（看護

師が望ましい。）を決めておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ～ホ （略） 

⑹・⑺ （略） 

13～16 （略） 13～16 （略） 

17 栄養管理 

基準省令第17条の２は、指定介護老人福祉施設の入所者に対する栄養管

理について、管理栄養士が、入所者の栄養状態に応じて、計画的に行うべ

きことを定めたものである。ただし、栄養士のみが配置されている施設や

栄養士又は管理栄養士を置かないことができる施設については、併設施設

17 栄養管理 

基準省令第17条の２は、指定介護老人福祉施設の入所者に対する栄養管

理について、令和３年度より栄養マネジメント加算を廃止し、栄養ケア・

マネジメントを基本サービスとして行うことを踏まえ、管理栄養士が、入

所者の栄養状態に応じて、計画的に行うべきことを定めたものである。た
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や外部の管理栄養士の協力により行うこととする。 

栄養管理について、以下の手順により行うこととする。 

 

 

イ～ハ （略） 

ニ 栄養ケア・マネジメントの実務等については、別途通知（「リハビリ

テーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につい

て」）において示しているので、参考とされたい。 

だし、栄養士のみが配置されている施設や栄養士又は管理栄養士を置かな

いことができる施設については、併設施設や外部の管理栄養士の協力によ

り行うこととする。 

栄養管理について、以下の手順により行うこととする。 

イ～ハ （略） 

ニ 栄養ケア・マネジメントの実務等については、「リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え

方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日

老認発0316第３号、老老発0316第２号）第４において示しているので、

参考とされたい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、指定居宅サービス等の事業

の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和３年

厚生労働省令第９号。以下「令和３年改正省令」という。）附則第八条

において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月31日までの間

は、努力義務とされている。 

18 口腔衛生の管理 

基準省令第 17 条の３は、指定介護老人福祉施設の入所者に対する口腔衛

生の管理について、入所者の口腔の健康状態に応じて、以下の手順により

計画的に行うべきことを定めたものである。別途通知（「リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）も参照さ

れたい。 

⑴ 当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士

（以下「歯科医師等」という。）が、当該施設の介護職員に対する口腔衛

生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上行うこと。 

⑵ 当該施設の従業者又は歯科医師等が入所者毎に施設入所時及び月に１

回程度の口腔の健康状態の評価を実施すること。 

⑶ （略） 

⑷ 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対す

る口腔清掃等に係る技術的助言及び指導又は⑶の計画に関する技術的助

言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の

実施時間以外の時間帯に行うこと。 

なお、当該施設と計画に関する技術的助言若しくは指導又は口腔の健

康状態の評価を行う歯科医師等においては、実施事項等を文書で取り決

めること。 

18 口腔衛生の管理 

基準省令第 17 条の３は、指定介護老人福祉施設の入所者に対する口腔衛

生の管理について、令和３年度より口腔衛生管理体制加算を廃止し、基本

サービスとして行うことを踏まえ、入所者の口腔の健康状態に応じて、以

下の手順により計画的に行うべきことを定めたものである。 

 

⑴ 当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士

が、当該施設の介護職員に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び

指導を年２回以上行うこと。 

（新設） 

 

⑵ （略） 

⑶ 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対す

る口腔清掃等に係る技術的助言及び指導又は⑵の計画に関する技術的助

言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の

実施時間以外の時間帯に行うこと。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第九

条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。 
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19～21 (略) 19～21 (略) 

22 緊急時等の対応（基準省令第 20 条の２） 

⑴ 基準省令第 20 条の２は、入所者の病状の急変等に備えるため、施設に

対して、配置医師及び協力医療機関の協力を得て、あらかじめ配置医師に

よる対応又はその他の方法による対応方針を定めなければならないこと

を義務付けるものである。対応方針に定める規定としては、例えば、緊急

時の注意事項や病状等についての情報共有の方法、曜日や時間帯ごとの

医師や協力医療機関との連携方法、診察を依頼するタイミング等があげ

られる。 

また、当該対応方針については、１年に１回以上、配置医師及び協力医

療機関の協力を得て見直しを行い、必要に応じて変更すること。見直し

の検討に当たっては、施設内の急変対応の事例について関係者で振り返

りを行うことなどが望ましい。なお、基準省令第 28 条第２項において、

１年に１回以上、協力医療機関との間で入所者の病状が急変した場合等

の対応の確認をすることとされており、この確認について、当該対応方

針の見直しとあわせて行うことも考えられる。 

22 緊急時等の対応（基準省令第20条の２） 

⑴ 基準省令第 20 条の２は、入所者の病状の急変等に備えるため、施設に

対してあらかじめ配置医師による対応その他の方法による対応方針を定

めなければならないことを義務付けるものである。対応方針に定める規

定としては、例えば、緊急時の注意事項や病状等についての情報共有の

方法、曜日や時間帯ごとの医師との連携方法や診察を依頼するタイミン

グ等があげられる。 

 

23 管理者による管理（基準省令第21条） 

  指定介護老人福祉施設の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら

当該指定介護老人福祉施設の管理業務に従事するものである。ただし、以

下の場合であって、当該指定介護老人福祉施設の管理業務に支障がないと

きは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

⑴ （略） 

⑵ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従

業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管

理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定介護老人福

祉施設の入所者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切

に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないと

きに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事す

る場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例え

ば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、事故発

生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定介護老人福祉施

設に駆け付けることができない体制となっている場合などは、一般的に

は管理業務に支障があると考えられる。） 

⑶ （略） 

23 管理者による管理（基準省令第21条） 

指定介護老人福祉施設の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当

該指定介護老人福祉施設の管理業務に従事するものである。ただし、以下

の場合であって、当該指定介護老人福祉施設の管理業務に支障がないとき

は、他の職務を兼ねることができるものとする。 

⑴ （略） 

⑵ 当該指定介護老人福祉施設と同一敷地内にある他の事業所、施設等の

管理者又は従業者としての職務に従事する場合であって、特に当該指定

介護老人福祉施設の管理業務に支障がないと認められる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ （略） 
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24 管理者の責務 

基準省令第 22 条は、指定介護老人福祉施設の管理者の責務を、介護保険

法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提供を行うため、利用者へ

のサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、従

業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、当該指定介護老人福祉施設

の従業者に基準省令の第４章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行

うこととしたものである。 

24 管理者の責務 

基準省令第 22 条は、指定介護老人福祉施設の管理者の責務を、指定介護

老人福祉施設の従業者の管理及び指定介護福祉施設サービスの実施状況の

把握その他の管理を一元的に行うとともに、当該指定介護老人福祉施設の

従業者に基準省令の第４章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う

こととしたものである。 

25・26 （略） 25・26 （略） 

27 勤務体制の確保等 

基準省令第 24 条は、入所者に対する適切な指定介護福祉施設サービスの

提供を確保するため、職員の勤務体制等について規定したものであるが、

このほか、次の点に留意するものとする。 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 同条第３項前段は、当該指定介護老人福祉施設の従業者の資質の向上

を図るため、研修機関が実施する研修や当該施設内の研修への参加の機

会を計画的に確保することを定めたものであること。 

また、同項後段は、指定介護老人福祉施設に、介護に直接携わる職員の

うち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修

を受講させるために必要な措置を講じることを義務づけることとしたも

のであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認

知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の

保障を実現していく観点から実施するものであること。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等におい

て、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者とする

こととし、具体的には、同条第３項において規定されている看護師、准看

護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者

研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程

又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医

師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健

福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等

とする。 

 

 

 

27 勤務体制の確保等 

基準省令第 24 条は、入所者に対する適切な指定介護福祉施設サービスの

提供を確保するため、職員の勤務体制等について規定したものであるが、

このほか、次の点に留意するものとする。 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 同条第３項前段は、当該指定介護老人福祉施設の従業者の資質の向上

を図るため、研修機関が実施する研修や当該施設内の研修への参加の機

会を計画的に確保することを定めたものであること。 

また、同項後段は、指定介護老人福祉施設に、介護に直接携わる職員の

うち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修

を受講させるために必要な措置を講じることを義務づけることとしたも

のであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認

知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の

保障を実現していく観点から実施するものであること。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等におい

て、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者とする

こととし、具体的には、同条第３項において規定されている看護師、准看

護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者

研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程

又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医

師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健

福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等

とする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第五

条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。指定介護老人福祉施設は、令和６年３月
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⑷ （略） 

31 日までに医療・福祉関係資格を有さない全ての従業者に対し認知症介

護基礎研修を受講させるための必要な措置を講じなければならない。ま

た、新卒採用、中途採用を問わず、施設が新たに採用した従業者（医療・

福祉関係資格を有さない者に限る。）に対する当該義務付けの適用につい

ては、採用後一年間の猶予期間を設けることとし、採用後１年を経過す

るまでに認知症介護基礎研修を受講させることとする（この場合につい

ても、令和６年３月 31 日までは努力義務で差し支えない）。 

⑷ （略） 

28 業務継続計画の策定等 

⑴ 基準省令第 24 条の２は、指定介護老人福祉施設は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、入所者が継続して指定介護福祉施設サービスの

提供を受けられるよう、指定介護福祉施設サービスの提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に

従い、指定介護老人福祉施設に対して、必要な研修及び訓練（シミュレー

ション）を実施しなければならないこととしたものである。なお、業務継

続計画の策定、研修及び訓練の実施については、基準省令第 24 条の 2に

基づき施設に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との

連携等により行うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場

合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研修及び訓

練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望

ましい。 

 

28 業務継続計画の策定等 

⑴ 基準省令第 24 条の 2 は、指定介護老人福祉施設は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、入所者が継続して指定介護福祉施設サービスの

提供を受けられるよう、指定介護福祉施設サービスの提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に

従い、指定介護老人福祉施設に対して、必要な研修及び訓練（シミュレー

ション）を実施しなければならないこととしたものである。なお、業務継

続計画の策定、研修及び訓練の実施については、基準省令第 24 条の 2 に

基づき施設に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との

連携等により行うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した

場合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研修及

び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすること

が望ましい。 

なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たっては、令

和３年改正省令附則第３条において、３年間の経過措置を設けており、

令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

⑵ 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載

内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガ

イドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続

ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域によって

異なるものであることから、項目については実態に応じて設定すること。

なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げる

ものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画、感染症の予防及びま

ん延の防止のための指針、災害に係る業務継続計画並びに非常災害に関

する具体的計画については、それぞれに対応する項目を適切に設定して

⑵ 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載

内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症

発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災

害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災

害等は地域によって異なるものであることから、項目については実態に

応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に

策定することを妨げるものではない。 
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いる場合には、一体的に策定することとして差し支えない。 

①・② （略） ①・② （略） 

⑶・⑷ （略） ⑶・⑷ （略） 

29 （略） 29 （略） 

30 衛生管理等 

⑴ （略） 

⑵ 基準省令第 27 条第２項に規定する感染症又は食中毒が発生し、又はま

ん延しないように講ずるべき措置については、具体的には次の①から⑤

までの取扱いとすること。 

① 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

委員会 

当該施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、

幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介

護職員、栄養士又は管理栄養士、生活相談員）により構成する。構成メ

ンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、感染対策を担当す

る者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必要であ

る。なお、同一施設内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等と

の担当(※)の兼務については、担当者としての職務に支障がなければ差

し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事して

おり、入居者や施設の状況を適切に把握している者など、各担当者と

しての職務を遂行する上で支障がないと考えられる者を選任するこ

と。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

感染対策委員会は、入所者の状況など施設の状況に応じ、おおむね

３月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期

等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

また、感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

30 衛生管理等 

⑴ （略） 

⑵ 基準省令第 27 条第２項に規定する感染症又は食中毒が発生し、又はま

ん延しないように講ずるべき措置については、具体的には次の①から⑤

までの取扱いとすること。 

① 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

委員会 

当該施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、

幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介

護職員、栄養士又は管理栄養士、生活相談員）により構成する。構成メ

ンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を

担当する者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必

要である。感染対策委員会は、入所者の状況など施設の状況に応じ、

おおむね３月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行

する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵

守すること。 

なお、感染対策委員会は、運営委員会など施設内の他の委員会と独

立して設置・運営することが必要であるが、関係する職種、取り扱う

事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。感染対

策担当者は看護師であることが望ましい。 

また、施設外の感染管理等の専門家を委員として積極的に活用する

ことが望ましい。 
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ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、運営委員会など施設内の他の委員会と独

立して設置・運営することが必要であるが、関係する職種、取り扱う

事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。感染対

策担当者は看護師であることが望ましい。 

また、施設外の感染管理等の専門家を委員として積極的に活用する

ことが望ましい。 

②・③ （略） 

④ 感染症の予防及びまん延の防止のための訓練 

平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応に

ついて、訓練（シミュレーション）を定期的（年２回以上）に行うこと

が必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動で

きるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、施設内

の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習などを実施す

るものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及

び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切

である。 

 

 

 

⑤ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②・③ （略） 

④ 感染症の予防及びまん延の防止のための訓練 

平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応に

ついて、訓練（シミュレーション）を定期的（年２回以上）に行うこと

が必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動で

きるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、施設内

の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習などを実施す

るものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及

び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切

である。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第

11 条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

⑤ （略） 

31 協力医療機関等 

基準省令第 28 条は、指定介護老人福祉施設の入所者の病状の急変時等に

対応するための協力医療機関をあらかじめ定めておくこと、新興感染症の

診療等を行う医療機関と新興感染症発生時等における対応を取り決めるよ

う努めること、歯科医療の確保の観点からあらかじめ協力歯科医療機関を

定めておくよう努めること等を規定したものであること。 

協力医療機関及び協力歯科医療機関は、指定介護老人福祉施設から近距

離にあることが望ましい。  

⑴ 協力医療機関との連携（第１項） 

介護老人福祉施設の入所者の病状の急変時等に、相談対応や診療を行

31 協力病院等 

基準省令第 28 条第１項の協力病院及び同条第２項の協力歯科医療機関

は、指定介護老人福祉施設から近距離にあることが望ましい。 
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う体制を常時確保した協力医療機関及び緊急時に原則入院できる体制を

確保した協力病院を定めなければならない。その際、例えば同条第１項

第１号及び第２号の要件を満たす医療機関と同条第１項第３号の要件を

満たす医療機関を別に定めるなど、複数の医療機関を定めることにより

要件を満たすこととしても差し支えない。 

連携する医療機関は、在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所、地域

包括ケア病棟(200 床未満)を持つ医療機関、在宅療養後方支援病院等の

在宅医療を支援する地域の医療機関（以下、在宅療養支援病院等）と連携

を行うことが想定される。なお、令和６年度診療報酬改定において新設

される地域包括医療病棟を持つ医療機関は、前述の在宅療養支援病院等

を除き、連携の対象として想定される医療機関には含まれないため留意

すること。 

また、第３号の要件については、必ずしも当該介護老人福祉施設の入

所者が入院するための専用の病床を確保する場合でなくとも差し支えな

く、一般的に当該地域で在宅療養を行う者を受け入れる体制が確保され

ていればよい。 

なお、協力医療機関との連携に係る義務付けの適用に当たっては、令

和６年改正省令附則第６条において、３年間の経過措置を設けており、

令和９年３月 31 日までの間は、努力義務とされているが、経過措置期限

を待たず、可及的速やかに連携体制を構築することが望ましい。 

⑵ 協力医療機関との連携に係る届け出（第２項） 

協力医療機関と実効性のある連携体制を確保する観点から、年に１回

以上、協力医療機関と入所者の急変時等における対応を確認し、当該医

療機関の名称や当該医療機関との取り決めの内容等を指定を行った都道

府県知事，指定都市又は中核市の市長（以下「指定権者」という。）に届

け出ることを義務づけたものである。届出については、別紙１によるも

のとする。協力医療機関の名称や契約内容の変更があった場合には、速

やかに指定権者に届け出ること。同条第１項の規定の経過措置期間にお

いて、同条第１項第１号、第２号及び第３号の要件を満たす協力医療機

関を確保できていない場合は、経過措置の期限内に確保するための計画

を併せて届け出を行うこと。 

⑶ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携（第３項） 

介護老人福祉施設の入所者における新興感染症の発生時等に、感染者

の診療等を迅速に対応できる体制を平時から構築しておくため、感染症
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法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関である病院又は診

療所との新興感染症発生時等における対応を取り決めるよう努めること

としたものである。 

取り決めの内容としては、流行初期期間経過後（新興感染症の発生の

公表後４か月程度から６カ月程度経過後）において、介護老人福祉施設

の入所者が新興感染症に感染した場合に、相談、診療、入院の要否の判

断、入院調整等を行うことが想定される。なお、第二種協定指定医療機関

である薬局や訪問看護ステーションとの連携を行うことを妨げるもので

はない。 

⑷ 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合（第４項） 

協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合には、第２項で定

められた入所者の急変時等における対応の確認と合わせ、当該協力機関

との間で、新興感染症の発生時等における対応について協議を行うこと

を義務付けるものである。協議の結果、当該協力医療機関との間で新興

感染症の発生時等の対応の取り決めがなされない場合も考えられるが、

協力医療機関のように日頃から連携のある第二種協定指定医療機関と取

り決めを行うことが望ましい。 

⑸ 医療機関に入院した入所者の退院後の受け入れ（第５項） 

「速やかに入所させることができるよう努めなければならない」とは、

必ずしも退院後に再入所を希望する入所者のために常にベッドを確保し

ておくということではなく、できる限り円滑に再入所できるよう努めな

ければならないということである。 

32 掲示 

⑴ 基準省令第 29 条第１項は、指定介護老人福祉施設は、運営規程の概要、

従業者の勤務の体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサー

ビスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施

した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の入所申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項を指定介護老人福祉施設の見やすい

場所に掲示することを規定したものである。また、同条第３項は、指定介

護老人福祉施設は、原則として、重要事項を当該指定介護老人福祉施設の

ウェブサイトに掲載することを規定したものであるが、ウェブサイトと

は、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことを

いう。なお、指定介護老人福祉施設は、重要事項の掲示及びウェブサイト

への掲載を行うにあたり、次に掲げる点に留意する必要がある。 

32 掲示 

⑴ 基準省令第 29 条第１項は、指定介護老人福祉施設は、運営規程の概要、

従業者の勤務の体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサー

ビスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施

した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の入所申込者のサービス

の選択に資すると認められる重要事項を指定介護老人福祉施設の見やす

い場所に掲示することを規定したものであるが、次に掲げる点に留意す

る必要がある。 
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①・② （略） 

③ 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 44 各

号に掲げる基準に該当する指定介護老人福祉施設については、介護サ

ービス情報制度における報告義務の対象ではないことから、基準省令

第 29 条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載は行うことが望ま

しいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１項

の規定による掲示は行う必要があるが、これを同条第２項や基準省令

第 50 条第１項の規定に基づく措置に代えることができること。 

  なお、厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提

供に係る基準等（平成 12 年厚生省告示第 123 号）二のハの⑵及び居

住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針（平

成 17 年厚生労働省告示第 419号）一のハに規定するウェブサイトへの

掲載に関する取扱いは、この⑴に準ずるものとする。 

⑵ 基準省令第 29 条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サー

ビスの入所申込者、入所者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該

指定介護老人福祉施設内に備え付けることで同条第１項の掲示に代える

ことができることを規定したものである。 

①・② （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの入所

申込者、入所者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定介護老

人福祉施設内に備え付けることで同条第１項の掲示に代えることができ

ることを規定したものである。 

33 苦情処理 

⑴ 基準省令第 34 条第１項にいう「必要な措置」とは、苦情を受け付ける

ための窓口を設置することのほか、相談窓口、苦情処理の体制及び手順

等、当該施設における苦情を処理するために講ずる措置の概要について

明らかにし、これを入所者又はその家族にサービスの内容を説明する文

書に記載するとともに、施設に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載するこ

と等である。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、第４の 32

の⑴に準ずるものとする。 

⑵・⑶ （略） 

33 苦情処理 

⑴ 基準省令第34条第１項にいう「必要な措置」とは、苦情を受け付ける

ための窓口を設置することのほか、相談窓口、苦情処理の体制及び手順

等、当該施設における苦情を処理するために講ずる措置の概要について

明らかにし、これを入所者又はその家族にサービスの内容を説明する文

書に記載するとともに、施設に掲示すること等である。 

 

 

⑵・⑶ （略） 

34～36 （略） 34～36 （略） 

37 事故発生の防止及び発生時の対応（基準省令第 35 条） 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者（第１項第４号） 

指定介護老人福祉施設における事故発生を防止するための体制として、

⑴から⑷までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置くことが必

要である。当該担当者としては、事故防止検討委員会の安全対策を担当す

る者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、同一施設内での複数

37 事故発生の防止及び発生時の対応（基準省令第 35 条） 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者（第１項第４号） 

指定介護老人福祉施設における事故発生を防止するための体制とし

て、⑴から⑷までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を

置くことが必要である。当該担当者としては、事故防止検討委員会の安

全対策を担当する者と同一の従業者が務めることが望ましい。 
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担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者

としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の

各事業所内の業務に従事しており、入居者や施設の状況を適切に把握して

いる者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がないと考えられ

る者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望まし

い。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発を

防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者 

⑹ （略） 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和三年改正省令附則第十

条において、６か月間の経過措置を設けており、令和三年九月三十日ま

での間は、努力義務とされている。 

 

 

 

 

 

 

⑹ （略） 

38 虐待の防止（基準省令第 35 条の２） 

基準省令第 35条の２は虐待の防止に関する事項について規定したもので

ある。虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格

の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定介護老人福祉施設

は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に

防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の

防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17 年法律第 124

号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところであり、

その実効性を高め、入所者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次

に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定介護老人福祉施設は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を

常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２の基本

方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに

関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に

規定する養介護施設の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解

していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定介護老人福祉施設の従業者は、虐待等を発見しやすい立場にある

ことから、虐待等を早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する

相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。

また、入所者及びその家族からの虐待等に係る相談、入所者から市町村

への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

38 虐待の防止（基準省令第 35 条の２） 

基準省令第 35条の２は虐待の防止に関する事項について規定したもので

ある。虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格

の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定介護老人福祉施設

は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に

防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の

防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17 年法律第 124

号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところであり、

その実効性を高め、入所者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次

に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定介護老人福祉施設は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を

常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２の基本

方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに

関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に

規定する養介護施設の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解

していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定介護老人福祉施設の従業者は、虐待等を発見しやすい立場にある

ことから、虐待等を早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する

相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。

また、入所者及びその家族からの虐待等に係る相談、入所者から市町村

への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 
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虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要が

あり、指定介護老人福祉施設は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、

市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとす

る。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した

場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものと

する。 

 

 

 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定介護老人福祉施設における虐待を防止するための体制として、①

から③までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置くことが必

要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の

従業者が務めることが望ましい。なお、同一施設内での複数担当(※)の兼

務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者としての

職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業

所内の業務に従事しており、入居者や施設の状況を適切に把握している

者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がないと考えられる

者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望まし

い。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発

を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待の発生又

はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要が

あり、指定介護老人福祉施設は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、

市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとす

る。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した

場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものと

する。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条

において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、

努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定介護老人福祉施設における虐待を防止するための体制として、①

から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くこ

とが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と

同一の従業者が務めることが望ましい。 

39 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会の開催 

指定介護老人福祉施設基準第 35 条の３は、介護現場の生産性向上の取組

を促進する観点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、事業所

の状況に応じた必要な対応を検討し、利用者の尊厳や安全性を確保しなが

ら事業所全体で継続的に業務改善に取り組む環境を整備するため、利用者

の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会の設置及び開催について規定したものである。なお、

本条の適用に当たっては、令和６年改正省令附則第４条において、３年間

（新設） 
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の経過措置を設けており、令和９年３月 31 日までの間は、努力義務とされ

ている。 

本委員会は、生産性向上の取組を促進する観点から、管理者やケア等を行

う職種を含む幅広い職種により構成することが望ましく、各事業所の状況

に応じ、必要な構成メンバーを検討すること。なお、生産性向上の取組に関

する外部の専門家を活用することも差し支えないものであること。 

また、本委員会は、定期的に開催することが必要であるが、開催する頻度

については、本委員会の開催が形骸化することがないよう留意した上で、

各事業所の状況を踏まえ、適切な開催頻度を決めることが望ましい。 

あわせて、本委員会の開催に当たっては、厚生労働省老健局高齢者支援課

「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン」等を参考

に取組を進めることが望ましい。また、本委員会はテレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとし、この際、個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイ

ダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守すること。 

なお、事務負担軽減の観点等から、本委員会は、他に事業運営に関する会

議（事故発生の防止のための委員会等）を開催している場合、これと一体的

に設置・運営することとして差し支えない。本委員会は事業所毎に実施が

求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うこと

も差し支えない。また、委員会の名称について、法令では「利用者の安全並

びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会」と規定されたところであるが、他方、従来から生産性向上の

取組を進めている事業所においては、法令とは異なる名称の生産性向上の

取組を進めるための委員会を設置し、開催している場合もあるところ、利

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策が適切に検討される限りにおいては、法令とは異なる委員会の名称を用

いても差し支えない。 

40・41 （略） 39・40 （略） 

第５ ユニット型指定介護老人福祉施設 

１～４ （略） 

５ 指定介護福祉施設サービスの取扱方針 

⑴・⑵ （略） 

第５ ユニット型指定介護老人福祉施設 

１～４ （略） 

５ 指定介護福祉施設サービスの取扱方針 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 同条第６項及び第７項は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身 （新設） 
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体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、

その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性

の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認

等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記

録しておくことが必要である。 

なお、基準省令第 49 条において準用する基準省令第 37 条第２項の規

定に基づき、当該記録は、２年間保存しなければならない。 

⑷ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（第８項第１号） 

同条第８項第１号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する

委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会で

あり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、

介護職員、生活相談員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分

担を明確にするとともに、身体的拘束等の適正化対応策を担当する者を

決めておくことが必要である。なお、同一施設内での複数担当(※)の兼務

や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者としての職

務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所

内の業務に従事しており、入居者や施設の状況を適切に把握している者

など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がないと考えられる者

を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望まし

い。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発

を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待の発生又

はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者 

なお、身体的拘束等適正化検討委員会は、運営委員会など他の委員会

と独立して設置・運営することが必要であるが、関係する職種、取り扱う

事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。身体的拘束

等適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望まし

い。また、身体的拘束等適正化検討委員会には、第三者や専門家を活用す

ることが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等

が考えられる。 

（新設） 
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また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ

イダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ

イン」等を遵守すること。 

ユニット型指定介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を定め、

周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情報

共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の

懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

① 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

② 介護職員その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、

背景等を記録するとともに、①の様式に従い、身体的拘束等について

報告すること。 

③ 身体的拘束等適正化検討委員会において、②により報告された事例

を集計し、分析すること。 

④ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、

身体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と

適正化策を検討すること。 

⑤ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

⑥ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

（新設） 

⑸ 身体的拘束等の適正化のための指針（第８項第２号） 

ユニット型指定介護老人福祉施設が整備する「身体的拘束等の適正化

のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

① 施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

② 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

③ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

④ 施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する

基本方針 

⑤ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

⑥ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

⑦ その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

（新設） 

⑹ 身体的拘束等の適正化のための従業者に対する研修（第８項第３号） 

介護職員その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研修

（新設） 


